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基準確認シートについて 

 

１ 趣旨 
利用者に適切な介護サービスを提供するためには、事業者自らが事業の運営状況を点検し、人員、設備及び

運営並びに介護給付費の算定に関する基準を遵守しているか、常に確認することが必要です。 
そこで、さいたま市では、法令及び関係通知を基に基準確認シートを作成しましたので、定期的に自己点検

を行う等、適正な事業所運営及び介護サービスの質の向上のためにご活用ください。 
 
２ 実施方法 

① 毎年定期的に基準確認を行って下さい。 
② 複数の職員で検討の上、点検してください。 
③ 点検結果について、該当する項目へチェックを入れてください。 
 

３ 留意事項 
① この基準確認シートは短期入所療養介護の基準を基に作成していますが、短期入所療養介護事業者が介護

予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ短期入所療養介護の事業と介護予防短期入所療養介
護の事業とを同一の事業所において一体的に運営している場合には、介護予防短期入所療養介護についても
短期入所療養介護の基準に準じて（短期入所療養介護を介護予防短期入所療養介護に読み替えて）一緒に点
検してください。なお、網掛け部分については介護予防短期入所療養介護事業独自の基準です。 

② 基本となる省令（条例）、告示及び通知での令和６年４月の改正・適用部分には下線を附し、項目自体が
新設の場合は、項目に【新】を附しています。 

③ 令和６年４月・５月に適用となる改正後の旧３加算（介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加
算及び介護職員等ベースアップ等支援加算）、令和６年６月から適用となる一本化後の「介護職員等処遇改
善加算」のうち経過措置として令和7年3月末までの間に算定できる区分（Ⅴ）(1)〜(14)については、省略し
ています。 

④ この「基準確認シート」は、令和７年８月１日までの情報により作成しています。省令や告示、通知など
は随時改正される場合がありますので、必要に応じて、厚生労働省のウェブサイト「介護保険最新情報」な
どを確認してください。 

 
  



 
「根拠法令」の欄は、次を参照してください。 
 
○ 法 … 介護保険法（平成9年法律第123号） 
○ 施行規則 … 介護保険法施行規則（平成11厚生省令第36号） 
○ 条例 … さいたま市指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条例

（平成24年12月27日さいたま市条例第68号） 
〇 予防条例  さいたま市指定介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成24年12月27日さいたま市条例第69号） 
○ 省令 … 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年3月31日

厚生省令第37号） 
〇 予防省令  指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年3月14日厚
生労働省令第35号） 

○ 基準通知 … 指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年
9月17日老企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

〇 費用告示 … 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生省
告示第19号） 

〇 予防費用告示  指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年3月14日厚
生労働省告示第127号） 

〇 費用通知 … 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算
定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について(平成12年3月8日老企第40
号厚生省老人保健福祉局企画課長通知) 

〇 予防費用通知  指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上
の留意事項について（平成18年3月17日老計発・老振発・老老発第0317001号厚生労
働省老健局計画課長・振興課長・老人保健課長通知） 

○ 人欠等基準 … 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通
所介護費等の算定方法（平成12年厚生省告示第27号） 

〇 夜勤職員基準 … 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成12年厚生省告
示第29号） 

○ 利用者基準 … 厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等（平成27年厚生労働省告示第94号） 
○ 大臣基準 … 厚生労働大臣が定める基準（平成27年厚生労働省告示第95号） 
○ 施設基準 … 厚生労働大臣が定める施設基準（平成27年厚生労働省告示第96号） 
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基準確認シート 
 

項目 自主点検のポイント 点検結果 根拠法令 

第１ 一般原則 

1-1 

一般原則 

① 利用者の意思及び人格を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提

供に努めていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

条例第3条 

省令第3条 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準通知 

第3の1の3(1) 

② 地域との結び付きを重視し、市町村、他の居宅サービス事業者その他の保険

医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努めていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

③ 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも

に、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

④ 法第１１８条の２第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めていますか。 

 

※ 居宅サービスの提供に当たっては、法第１１８条の２第１項に規定する介

護保険等関連情報等を活用し、事業所単位でＰＤＣＡサイクルを構築・推進す

ることにより、提供するサービスの質の向上に努めなければならないことと

したものである。 

 この場合において、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ：Long-term care 

Information system For  Evidence）」に情報を提出し、当該情報及びフィ

ードバック情報を活用することが望ましい。 

☐はい 

☐いいえ 

第２ 基本方針 

1-1 

基本方針 

【従来型】 

（短期入所療養介護の事業） 

要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅におい

て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、看護、医学

的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話

を行うことにより、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及び精神的負担

の軽減を図るものとしていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第169条 

省令第141条 

（介護予防短期入所療養介護の事業） 

利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよ

う、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常

生活上の支援を行うことにより、利用者の療養生活の質の向上及び心身機能の維持

回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すものとしています

か。 

☐はい 

☐いいえ 

予防条例第153条 

予防省令第186条 

基本方針 

【ユニット型】 

※「ユニット型」の短期入所療養介護の事業は、居宅に近い居住環境の下で、居宅

における生活に近い日常の生活の中でケアを行うこと、すなわち、生活単位と介

護単位とを一致させたケアであるユニットケアを行うことに特徴がある。 

こうしたユニット型短期入所療養介護の事業におけるケアは、これまでの短

期入所療養介護の事業におけるケアと大きく異なることから、その基本方針並

びに設備及び運営に関する基準については、第１節（基本方針）、第３節（設備

に関する基準）及び第４節（運営に関する基準）ではなく、第５節（ユニット型

指定短期入所療養介護の事業の基本方針及び運営に関する基準）に定めるとこ

ろによるものである。なお、人員に関する基準については、第２節（人員に関す

る基準）に定めるところによるので、留意すること。 

 基準通知 

第3の9の3(1) 

（ユニット型短期入所療養介護の事業） 

利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の居宅における生活と利用中の

生活が連続したものとなるよう配慮しながら、看護、医学的管理の下における介護

及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、各ユニ

ットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支

援することにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精

神的負担の軽減を図るものとしていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第186条 

省令第155条の3 

（ユニット型介護予防短期入所療養介護の事業） 

利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の居宅における生活と利用中の
☐はい 予防条例第171条 

予防省令第204条 
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生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて利用者が相互に

社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することにより、利用者の

療養生活の質の向上及び心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維

持又は向上を目指すものとしていますか。 

☐いいえ 

第３ 人員に関する基準（従業者の員数） 

 「常勤」 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業

者が勤務すべき時間数（３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。）に達し

ていることをいうものである。ただし、母性健康管理措置又は育児、介護及び治療

のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、利用者の処

遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤

務すべき時間数を３０時間として取り扱うことを可能とする。 

 

同一の事業者によって事業所に併設される事業所（同一敷地内に所在する又は道

路を隔てて隣接する事業所をいう。ただし、管理上支障がない場合は、その他の事

業所を含む。）の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが

差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常勤

の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすものであること

とする。例えば、１の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護

支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居宅介護支

援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が所定の時間に達して

いれば、常勤要件を満たすこととなる。 

 

また、人員基準において常勤要件が設けられている場合、従事者が労働基準法（昭

和22年法律第49号）第65条に規定する休業（以下「産前産後休業」という。）、母

性健康管理措置、育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業（以下「育児

休業」という。）、同条第２号に規定する介護休業（以下「介護休業」という。）、

同法第23条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第24条第１項（第

２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関する制

度に準じて講ずる措置による休業（以下「育児休業に準ずる休業」という。）を取

得中の期間において、当該人員基準において求められる資質を有する複数の非常勤

の従事者を常勤の従業者の員数に換算することにより、人員基準を満たすことが可

能であることとする。 

 基準通知 

第2の2(3) 

3-1 

従業者の員数 

介護老人保健施設である短期入所療養介護事業所にあっては、指定短期入所

療養介護事業所に置くべき医師、薬剤師、看護職員(看護師及び准看護師をい

う。)、介護職員、支援相談員、理学療法士又は作業療法士及び栄養士又は管理

栄養士の員数は、それぞれ、利用者(当該短期入所療養介護事業者が介護予防短

期入所療養介護事業者の指定を併せて受け、かつ、短期入所療養介護の事業と介

護予防短期入所療養介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されて

いる場合にあっては、当該事業所における短期入所療養介護又は介護予防短期

入所療養介護の利用者。)を当該介護老人保健施設の入所者とみなした場合にお

ける法に規定する介護老人保健施設として必要とされる数が確保されるために

必要な数以上とする。 

 

※ いわゆる本体施設となる介護老人保健施設（略）が、それぞれの施設として

満たすべき人員・施設基準を満たしていれば足りるものとする。 

 

※ 「従業者の員数」の配置基準は、介護老人保健施設の「基準確認シート」の

「第２ 人員に関する基準（従業者の員数）」を参照のこと。 

 条例第170条第1

項(1) 

省令第142条第1

項第一号 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準通知 

第3の9の1(1) 

3-2 

夜勤を行う職

員 

※ （ユニット型）介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定する短期入所療

養介護の夜勤を行う職員の配置基準は、人員基準ではなく、「夜勤職員基準」

第ニ号のイ(1)(2)に規定している。 

 

※ 指定短期入所療養介護の夜勤職員基準（二号のイ(1)、(2)）は、介護保健施

設サービスの夜勤職員基準（第六号のイ、ハ）と同様である。 

※ 所定単位数の算定（職員の配置数の算定）については、介護老人保健施設の

本体部分と常に一体的な取扱いが行われる。 

※ 「夜勤を行う職員」の配置基準は、介護老人保健施設の「基準確認シート」

  

 

 

 

 

 

 

 

費用通知 

第2の3(1)① 
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の「2-11 夜勤を行う職員」を参照のこと。 

第４ 設備に関する基準 

4-1 

設備に関する

基準 

【従来型】 

介護老人保健施設である短期入所療養介護事業所にあっては、法に規定する介護

老人保健施設として必要とされる施設及び設備(ユニット型介護老人保健施設(介

護老人保健施設基準第39条に規定するユニット型介護老人保健施設をいう。以下同

じ。)に関するものを除く。)を有することとする。 

 条例第171条第1

項第一号 

省令第143条第１

項第一号 

4-2 

設備に関する

基準 

【ユニット型】 

介護老人保健施設であるユニット型短期入所療養介護の事業を行う者が当該事

業を行う事業所の設備に関する基準は、法に規定する介護老人保健施設として必要

とされる施設及び設備(ユニット型介護老人保健施設に関するものに限る。)を有す

ることとする。 

 条例第187条第1

項 

省令第155条の4

第1項 

第５ 運営に関する基準 

5-1 

内容及び 

手続の説明 

及び同意 

短期入所療養介護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に

対し、運営規程の概要、短期入所療養介護従業者の勤務の体制その他の利用申込者

のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を

行い、サービスの内容及び利用期間等について利用申込者の同意を得ていますか。 

 

※ 利用者に対し適切な短期入所療養介護を提供するため、その提供の開始に

際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、当該短期入所療養介護事

業所の運営規程の概要、短期入所療養介護従業者の勤務体制、事故発生時の対

応、苦情処理の体制（略）等の利用申込者がサービスを選択するために必要な

重要事項について、わかりやすい説明書やパンフレット等（当該短期入所療養

介護事業者が、他の介護保険に関する事業を併せて実施している場合、当該パ

ンフレット等について、一体的に作成することは差し支えないものとする。）

の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から短期入所療養介護

の提供を受けること（サービスの内容及び利用期間等を含む。）につき同意を

得なければならないこととしたものである。なお、当該同意については、利用

者及び短期入所療養介護事業者双方の保護の立場から書面によって確認する

ことが望ましいものである。 

 

※ 従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点

から、人員基準において置くべきとされている員数を満たす範囲において、

「○人以上」と記載することも差し支えない。 

 

※ 重要事項を記した文書の交付に代えて、次のとおり「電磁的方法」により提

供することができる。 

☐はい 

☐いいえ 

 

 

条例第184条（第

139条準用） 

省令第155条（第

125条準用） 

 

 

基準通知 

第3の8の2(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準通知 

第3の1の3(19) 

※ 「電磁的方法」による重要事項の提供 

① 短期入所療養介護事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場

合には、前項の規定による文書の交付に代えて、④で定めるところにより、当該

利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を次に掲

げる電磁的方法により提供することができる。この場合において、当該施設は、

当該文書を交付したものとみなす。 

一 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの 

イ 施設の使用に係る電子計算機と入所申込者又はその家族の使用に係る

電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信し、受信者の使用に係

る電子計算機に備えられたファイルに記録する方法 

ロ 施設の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された前項

に規定する重要事項を電気通信回線を通じて入所申込者又はその家族の

閲覧に供し、当該入所申込者又はその家族の使用に係る電子計算機に備え

られたファイルに当該重要事項を記録する方法（電磁的方法による提供を

受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする場合にあっては、施設の使用

に係る電子計算機に備えられたファイルにその旨を記録する方法） 

二 電磁的記録媒体をもって調製するファイルに前項に規定する重要事項を記

録したものを交付する方法 

② 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力す

ることにより文書を作成することができるものでなければならない。 

③ ①の第一号の「電子情報処理組織」とは、短期入所療養介護事業者の使用に係

る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

 条例第9条 

第2項～第6項 

基準省令第8条 

第2項～第6項 
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④ 短期入所療養介護事業者は、①により重要事項を提供しようとするときは、

あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なければな

らない。 

一 ①の各号に規定する方法のうち施設が使用するもの 

二 ファイルへの記録の方式 

⑤ ④による承諾を得た短期入所療養介護事業者は、当該利用申込者又はその家

族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出が

あった場合は、当該利用申込者又はその家族に対し、重要事項の提供を電磁的

方法によってしてはならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前

項の規定による承諾をした場合は、この限りでない。 

5-2 

対象者 

利用者の心身の状況若しくは病状により、若しくはその家族の疾病、冠婚葬祭、

出張等の理由により、又は利用者の家族の身体的及び精神的な負担の軽減等を図る

ために、一時的に入所して看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他

必要な医療等を受ける必要がある者を対象に、介護老人保健施設（略）において短

期入所療養介護を提供していますか。 

 

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第172条 

省令第144条 

5-3 

短期入所療養

介護の開始及

び終了 

居宅介護支援事業者等との密接な連携により、短期入所療養介護の提供の開始前

から終了後に至るまで利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利

用できるよう必要な援助に努めていますか。 

 

※ 利用者が短期入所療養介護の利用後においても、利用前と同様のサービス

を受けられるよう、短期入所療養介護事業者は、居宅介護支援事業者その他保

健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携により、短期

入所療養介護の提供の開始前から終了後に至るまで利用者が継続的に保健医

療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必要な援助に努めなければな

らないこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第184条（第

140条準用） 

省令第155条（第

126条準用） 

 

5-4 

提供拒否の 

禁止 

正当な理由なく短期入所療養介護の提供を拒んでいませんか。 

 

※ 原則として、利用申込に対しては応じなければならないことを規定したも

のであり、特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否するこ

とを禁止するものである。（略）提供を拒むことのできる正当な理由がある場

合とは、①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合、②利用申込

者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合、その他利用

申込者に対し自ら適切な短期入所療養介護を提供することが困難な場合であ

る。 

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第184条（第

10条準用） 

省令第155条（第

9条準用） 

 

基準通知 

第3の1の2(3) 

5-5 

サービス提供

困難時の対応 

当該短期入所療養介護事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に

対し自ら適切な短期入所療養介護を提供することが困難であると認めた場合は、当

該利用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の短期入所療養介護事

業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じていますか。 

 

※ 短期入所療養介護事業者は、居宅基準第9条の正当な理由［「5-4 提供拒否

の禁止」を参照］により、利用申込者に対し自ら適切な短期入所療養介護提供

することが困難であると認めた場合には、当該利用申込者に係る居宅介護支

援事業者への連絡、適当な他の短期入所療養介護事業者等の紹介その他の必

要な措置を速やかに講じなければならないものである。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

条例第184条（第

11条準用） 

省令第155条（第

10条準用） 

 

基準通知 

第3の1の2(4) 

5-6 

受給資格等の

確認 

短期入所療養介護の提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によ

って、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめていま

すか。 

 

※ 短期入所療養介護の利用に係る費用につき保険給付を受けることができる

のは、要介護認定を受けている被保険者に限られるものであることを踏まえ、

短期入所療養介護護事業者は、短期入所療養介護の提供の開始に際し、利用者

の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護

認定の有効期間を確かめなければならないこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第184条（第

12条準用） 

省令第155条（第

11条準用） 

 

基準通知 

第3の1の2(5) 

前項の被保険者証に、認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会

意見に配慮して、短期入所療養介護を提供するように努めていますか。 
☐はい 

☐いいえ 
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※ 利用者の被保険者証に、居宅サービスの適切かつ有効な利用等に関し当該

被保険者が留意すべき事項に係る認定審査会意見が記載されているときは、

短期入所療養介護事業者は、これに配慮して短期入所療養介護を提供するよ

うに努めるべきことを規定したものである。 

☐非該当 

 

5-7 

要介護認定の 

申請に係る 

援助 

短期入所療養介護の提供の開始に際し、要介護認定を受けていない利用申込者に

ついては、要介護認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が行われ

ていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよ

う必要な援助を行っていますか。 

 

※ 要介護認定の申請がなされていれば、要介護認定の効力が申請時に遡るこ

とにより、短期入所療養介護の利用に係る費用が保険給付の対象となりうる

ことを踏まえ、短期入所療養介護事業者は、利用申込者が要介護認定を受けて

いないことを確認した場合には、要介護認定の申請が既に行われているか否

かを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意向を踏まえて

速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなければならないことと

したものである。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

条例第184条（第

13条準用） 

省令第155条（第

12条準用） 

 

基準通知 

第3の1の2(6) 

居宅介護支援(これに相当するサービスを含む。)が利用者に対して行われていな

い等の場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当

該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよ

う、必要な援助を行っていますか。 

 

※ 要介護認定を継続し、継続して保険給付を受けるためには要介護更新認定

を受ける必要があること及び当該認定が申請の日から３０日以内に行われる

こととされていることを踏まえ、短期入所療養介護事業者は、居宅介護支援

(これに相当するサービスを含む。)が利用者に対して行われていない等の場

合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利

用者が受けている要介護認定の有効期間が終了する３０日前にはなされるよ

う、必要な援助を行わなければならないこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

5-8 

心身の状況等

の把握 

短期入所療養介護の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護支援事業者が開催

するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環境、

他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条（第

14条準用） 

省令第155条（第

13条準用） 

5-9 

法定代理受領

サービスの提

供を受けるた

めの援助 

短期入所療養介護の提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施行規則第64条

各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込者又はその家族に対し、居宅サ

ービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依頼する旨を市町村に対して届け出る

こと等により、短期入所療養介護の提供を法定代理受領サービスとして受けること

ができる旨を説明すること、居宅介護支援事業者に関する情報を提供することその

他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行っていますか。 

 

※ 施行規則第64条第一号イ又はロに該当する利用者は、短期入所療養介護の

提供を法定代理受領サービスとして受けることができることを踏まえ、短期

入所療養介護事業者は、施行規則第64条第一号イ又はロに該当しない利用申

込者又はその家族に対し、短期入所療養介護の提供を法定代理受領サービス

として受けるための要件の説明、居宅介護支援事業者に関する情報提供その

他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならない

こととしたものである。 

 

（施行規則第64条第一号） 

イ 居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合

であって、当該居宅サービスが当該居宅介護支援に係る居宅サービス計画

の対象となっているとき。 

ロ 基準該当居宅介護支援を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出て

いる場合であって、当該居宅サービスが当該基準該当居宅介護支援に係る

居宅サービス計画の対象となっているとき。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

条例第184条（第

16条準用） 

省令第155条（第

15条準用） 

 

基準通知 

第3の1の2(7) 

5-10 

居宅サービス

計画に沿った

居宅サービス計画(施行規則第64条第一号ハ及びニに規定する計画を含む。)が作

成されている場合は、当該計画に沿った短期入所療養介護を提供していますか。 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

条例第184条（第

17条準用） 

省令第155条（第
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サービスの提

供) 

（施行規則第64条第一号） 

ハ 当該居宅要介護被保険者が小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機

能型居宅介護を受けることにつきあらかじめ市町村に届け出ている場合で

あって、当該居宅サービスが小規模多機能型居宅介護事業所又は看護小規

模多機能型居宅介護事業所で作成された居宅サービス計画の対象となって

いるとき。 

ニ 当該居宅要介護被保険者が当該居宅サービスを含む居宅サービスの利用

に係る計画をあらかじめ市町村に届け出ているとき。 

 16条準用） 

5-11 

サービスの提

供の記録 

(1) 短期入所療養介護を提供した際には、当該短期入所療養介護の提供日及び内

容、当該短期入所療養介護について法第41条第６項の規定により利用者に代わっ

て支払を受ける居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サー

ビス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載していますか。 

 

※ 利用者及びサービス事業者が、その時点での支給限度額の残額やサービス

の利用状況を把握できるようにするために、短期入所療養介護事業者は、短期

入所療養介護を提供した際には、当該短期入所療養介護の提供日、内容（略）、

保険給付の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサ

ービス利用票等に記載しなければならないこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条（第

20条準用） 

省令第155条（第

19条準用） 

 

基準通知 

第3の1の2(10) 

(2)  短期入所療養介護を提供した際には、提供した具体的なサービスの内容等を

記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切

な方法により、その情報を利用者に対して提供していますか。 

 

※ 当該短期入所療養介護の提供日、提供した具体的なサービスの内容、利用者

の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、サービス事業者間の密

接な連携等を図るため、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その

他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならないこ

ととしたものである。また、「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用

意する手帳等に記載するなどの方法である。なお、提供した具体的なサービス

の内容等の記録は、５年間保存しなければならない。 

☐はい 

☐いいえ 

5-12 

利用料等の 

受領 

※ ユニット型については、従来型とは別に規定しているが、その内容は同じで

あるため、以下にまとめて記載している。 
  

 

 

条例第173条 

省令第145条 

 

基準通知 

第3の9の2(1) 

(1) 法定代理受領サービスに該当する短期入所療養介護を提供した際には、その利

用者から利用料の一部として、当該短期入所療養介護に係る居宅介護サービス費

用基準額から当該短期入所療養介護事業者に支払われる居宅介護サービス費の

額を控除して得た額の支払を受けていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

(2) 法定代理受領サービスに該当しない短期入所療養介護を提供した際にその利

用者から支払を受ける利用料の額と、短期入所療養介護に係る居宅介護サービス

費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにしていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 
(3) 上記(1)(2)の支払を受けるほか、次に掲げる費用の支払いを受けることができ

ますが、その受領は適切に行っていますか。 

 

① 食事の提供に要する費用 

② 滞在に要する費用 

③ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な療養室等の提

供を行ったことに伴い必要となる費用 

④ 厚生労働大臣の定める基準に基づき入所者が選定する特別な食事の提供を

行ったことに伴い必要となる費用 

⑤ 送迎に要する費用（送迎加算を算定している場合を除く。） 

⑥ 理美容代 

⑦ 上記①から⑥に掲げるもののほか、短期入所療養介護において提供される

便宜のうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、

その入所者に負担させることが適当と認められるもの（以下「その他の日常

生活費」という。） 

 

 ※ 上記③、④の「厚生労働大臣の定める基準」は、「厚生労働大臣の定める利用

者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等」(平成12年3月30日厚生省告

示第123号)に規定している。 

☐はい 

☐いいえ 
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 ※ 上記①～④に掲げる費用については、「居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供

に係る利用料等に関する指針」（平成17年厚生労働省告示第419号）に定めると

ころによる。 

(4) 上記(3)⑦の「その他の日常生活費」の具体的な取扱いについては、「通所介護

等における日常生活に要する費用の取扱いについて」(平成12年3月30日老企第54

号)の通知に沿って適切に取り扱われていますか。 

 

 ※短期入所療養介護での「その他の日常生活費」の具体的な範囲 

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者

が提供する場合に係る費用 

※ 「身の回り品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護者

の日常生活に最低限必要と考えられる物品（例えば、歯ブラシや化粧品

等の個人用の日用品等）であって、利用者の希望を確認した上で提供さ

れるものをいう。したがって、こうした物品を事業者がすべての利用者

に対して一律に提供し、すべての利用者からその費用を画一的に徴収す

ることは認められない。 

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が

提供する場合に係る費用 

※ 「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、事業者がサ

ービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費

等が想定されるものであり、すべての利用者に一律に提供される教養娯

楽に係る費用（共用の談話室等にあるテレビやカラオケ設備の使用料

等）について、「その他の日常生活費」として徴収することは認められ

ない。 

※ 事業者が、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事の

うち、一般的に想定されるもの（例えば、作業療法等機能訓練の一環と

して行われるクラブ活動や入所者等が全員参加する定例行事）における

材料費等は保険給付の対象に含まれることから別途徴収することはで

きないが、サービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事のた

めに調達し、提供する材料であって、利用者に負担させることが適当と

認められるもの（例えば、習字、お花、絵画、刺繍等のクラブ活動等の

材料費）に係る費用は教養娯楽に要する費用として「その他の日常生活

費」に該当する。 

※ 短期入所療養介護の利用者の「おむつに係る費用」については、保険給付

の対象とされていることから、おむつ代を始め、おむつカバー代及びこれら

に係る洗濯代等おむつに係る費用は一切徴収できない。 

 

 ※「その他の日常生活費」の趣旨 

   利用者又はその家族等の自由な選択に基づき、事業者が短期入所療養介護の

提供の一環として提供する日常生活上の便宜に係る経費がこれに該当する。 

   なお、サービスの提供と関係のないもの（利用者の嗜好品の購入等）について

は、その費用は「その他の日常生活費」とは区別されるべきものである。 

 

 ※「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

① 対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間に重複関

係がないこと。 

② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名

目による費用の受領は認められないこと。（お世話料、管理協力費、共益費、

施設利用補償金など） 

③ 対象となる便宜は、利用者又はその家族等の自由な選択に基づいて行われ

るものでなければならず、事業者は「その他の日常生活費」の受領について

利入所者又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければ

ならないこと。 

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費

相当額の範囲内で行われるべきものであること。 

⑤ 対象となる便宜及びその額は、当該事業者の運営規程において定められな

ければならないこと。ただし、額については、その都度変動する性質のもの

である場合には、「実費」という形の定め方が許されるものであること。 

☐はい 

☐いいえ 

(5) 上記 (3)①～⑦に掲げる費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらか

じめ、利用者又は家族に対し、当該サービスの内容及び費用を記した文書を交付
☐はい 

☐いいえ 
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して説明を行い、利用者の同意を得ていますか。 

  ただし、①～④に掲げる費用に係る同意については、文書によるものとされてい

ます。 

(6) 短期入所療養介護その他のサービスの提供に要した費用につき、その支払を受

ける際、当該支払をした入所者に対し、領収証を交付していますか。 
☐はい 

☐いいえ 
法第41条第8項 

(7) 領収証に、短期入所療養介護について利用者から支払を受けた費用の額のうち、

法第41条第４項第二号に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用

の額（その額が現に当該短期入所療養介護に要した費用の額を超えるときは、当該

現に短期入所療養介護に要した費用の額とする。）、食事の提供に要した費用の額

及び滞在に要した費用の額に係るもの並びにその他の費用の額を区分して記載し、

当該その他の費用の額についてはそれぞれ個別の費用ごとに区分して記載してい

ますか。 

☐はい 

☐いいえ 
施行規則 

第65条 

(8) 上記(3)③の「入所者が選定する特別な療養室等の提供を行ったことに伴い必

要となる費用」を徴収する場合には、次の基準を満たしていますか。 

 

① 特別な療養室の定員が、１人又は２人であること。 

② 特別な療養室の定員割合が、おおむね５０％を超えないこと。 

③ 特別な療養室の利用者１人当たりの床面積が、８㎡以上であること。 

④ 特別な療養室の施設、設備等が、利用料のほかに特別な療養室の提供を

行ったことに伴い必要となる費用の支払を利用者から受けるのにふさわし

いものであること。 

⑤ 特別な療養室の提供が、利用者への情報提供を前提として利用者の選択

に基づいて行われるものであり、サービス提供上の必要性から行われるも

のでないこと。 

⑥ 特別な療養室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額が、運営規

程に定められていること。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

厚生労働大臣の

定める利用者等

が選定する特別

な居室等の提供

に係る基準等

(平成12年厚生

省告示第123号) 

一のロ 

5-13 

保険給付の請

求のための証

明書の交付 

法定代理受領サービスに該当しない短期入所療養介護に係る利用料の支払を受け

た場合は、提供した短期入所療養介護の内容、費用の額その他必要と認められる事項

を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付していますか。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

条例第184条（第

22条準用） 

省令第155条（第

21条準用） 

5-14 

短期入所療養

介護の取扱方

針 

 

【従来型】 

利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、認知症の状況等利用者

の心身の状況を踏まえて、当該利用者の療養を妥当適切に行っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

条例第174条 

第1項～第3項 

基準省令 

第146条 

第1項～第3項 

 

 

基準通知 

第3の9の2(2)① 

相当期間以上にわたり継続して入所する利用者については、短期入所療養介護計

画に基づき、漫然かつ画一的なものとならないよう配意して行わなければならない。 

 

※ 「相当期間以上」とは、概ね４日以上連続して利用する場合を指すこととす

るが、４日未満の利用者にあっても、利用者を担当する居宅介護支援事業者等

と連携をとること等により、利用者の心身の状況を踏まえて必要な療養を提供

するものとする。 

☐はい 

☐いいえ 

短期入所療養介護の提供に当たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に

対し、療養上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行っています

か。 

☐はい 

☐いいえ 

 

【ユニット型】 

利用者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自律的

な日常生活を営むことができるようにするため、利用者の日常生活上の活動につい

て必要な援助を行うことにより、利用者の日常生活を支援するものとして行ってい

ますか。 

 

※ 「2-1 基本方針」を受けて、利用者へのサービスの提供は、利用者が自律的

な日常生活を営むことができるよう支援するものとして行われなければならな

いことを規定したものである。 

利用者へのサービスの提供に当たっては、利用前の居宅における生活と利用

後の生活が連続したものとなるよう配慮することが必要であり、このため職員

は、一人一人の利用者について、個性、心身の状況、入居に至るまでの生活歴

とその中で培われてきた生活様式や生活習慣を具体的に把握した上で、その日

常生活上の活動を適切に援助しなければならない。 

なお、こうしたことから明らかなように、利用者の意向に関わりなく集団で

行うゲームや、日常生活動作にない動作を通じた機能訓練など、家庭の中では

☐はい 

☐いいえ 

条例第189条 

第1項～第5項 

基準省令 

第155条の6 

第1項～第5項 

基準通知 

 

第3の9の3(5) 

①② 
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通常行われないことを行うのは、サービスとして適当でない。 

各ユニットにおいて利用者がそれぞれの役割を持って生活を営むことができるよ

う配慮して行っていますか。 

 

※ 「2-1 基本方針」を受けて、利用者へのサービスの提供は、利用者がユニッ

トにおいて相互に社会的関係を築くことができるよう、それぞれ役割を持って

生活を営めるように配慮して行われなければならないことを規定したものであ

る。このため職員は、利用者相互の信頼関係が醸成されるよう配慮することが

必要であるが、同時に、利用者が他の利用者の生活に過度に干渉し、自律的な生

活を損なうことのないようにすることにも配慮が必要である。 

☐はい 

☐いいえ 

利用者のプライバシーの確保に配慮して行っていますか。 ☐はい 

☐いいえ 

利用者の自立した生活を支援することを基本として、利用者の要介護状態の軽減

又は悪化の防止に資するよう、その者の心身の状況等を常に把握しながら、適切に行

わっていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

従業者は、短期入所療養介護の提供に当たって、利用者又はその家族に対し、サー

ビスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

 

【共通】 

短期入所療養介護の提供に当たって、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等（身体的拘束その他利

用者の行動を制限する行為）を行っていませんか。 

 

※ 身体的拘束禁止の対象となる具体的行為（身体拘束ゼロへの手引き（平成13

年3月厚生労働省）） 

ア 徘徊しないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

イ 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る。 

ウ 自分で降りられないようにベッドを柵（サイドレール）で囲む。 

エ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る。 

オ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、又は皮膚をかきむしら

ないように、手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける。 

カ 車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型

拘束帯や腰ベルト、車いすテーブルをつける。 

キ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する。 

ク 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる。 

ケ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る。 

コ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる。 

サ 自分の意思で開けることのできない居室等に隔離する。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第174条 

第4項～第7項、 

189条 

第6項～第9項 

 

基準省令 

第146条 

第4項～第7項、 

第155条の6 

第6項～第9項 

 

基準通知 

第3の9の2(2) 

②～⑤ 

前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由を記録していますか。 

 

※ 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ

を得ない理由を記録し、５年間保存しなければならない。 

※ 緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要

件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極め

て慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要で

ある。 

  なお、当該記録は主治医が診療録に行わなければならないものとする。 

 

※ 「身体拘束ゼロへの手引き」（平成13年3月厚生労働省）では、身体拘束等

を行うことが認められている「緊急やむを得ない場合」とは、次の①～③の要

件を満たし、かつ、それらの要件の確認等の手続きが極めて慎重に実施されて

いるケースに限られるとしている。また、同手引きに、「身体拘束に関する説

明書・経過観察記録」（参考例）が示されている。 

① 切迫性（利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされ

る可能性が著しく高いこと） 

② 非代替性（身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法が

ないこと） 

③ 一時性（身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること） 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 
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【新】短期入所療養介護事業者は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措

置を講じていますか。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会(テレビ電話装置等を

活用して行うことができるものとする。)を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期

的に実施すること。 

 

※ 当該規定は、令和７年４月１日から義務化される。（令和６年厚生労働省令

第16号附則第３条） 

 

【身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会】 

※ 「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」とは、身体的拘束

等の適正化のための対策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、

事業所の管理者及び従業者より構成する場合のほか、これらの職員に加えて、

第三者や専門家を活用した構成とすることが望ましく、その方策として、精神

科専門医等の専門医の活用等も考えられる。また、関係する職種、取り扱う事

項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場合、これ

と一体的に設置・運営することとして差し支えない。 

また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行

うことができるものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、

厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守

すること。 

短期入所療養介護事業者が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する

目的は、身体的拘束等の適正化について、施設全体で情報共有し、今後の再発

防止につなげるためのものであり、決して従業者の懲罰を目的としたもので

はないことに留意することが必要である。 

具体的には、次のようなことを想定している。 

イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。 

ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背

景等を記録するとともに、イの様式に従い、身体的拘束等について報告す

ること。 

ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事例を集

計し、分析すること。 

ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身

体的拘束等の発生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化

策を検討すること。 

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。 

へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。 

 

【身体的拘束等の適正化のための指針】 

※ 短期入所療養介護事業者が整備する「身体的拘束等の適正化のための指針」

には、次のような項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

ニ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基

本方針 

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

へ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

【身体的拘束等の適正化のための従業者に対する研修】 

※ 介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の

内容としては、身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓

発するとともに、当該短期入所療養介護事業者における指針に基づき、適正化

の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該短期入所療養介護事業

者が指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な教育（年２回以上）を

開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施

☐はい 

☐いいえ 
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することが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施

は、職員研修事業所内での研修で差し支えない。 

自らその提供する短期入所療養介護の質の評価を行い、常にその改善を図ってい

ますか。 
☐はい 

☐いいえ 

5-15 

短期入所療養

介護計画の作

成 

管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される利用者につ

いては、利用者の心身の状況、病状、希望及びその置かれている環境並びに医師の診

療の方針に基づき、短期入所療養介護の提供の開始前から終了後に至るまでの利用

者が利用するサービスの継続性に配慮して、他の短期入所療養介護従業者と協議の

上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載し

た短期入所療養介護計画を作成していますか。 

 

※ 施設に介護支援専門員がいる場合には、介護支援専門員に短期入所療養介護

計画作成のとりまとめを行わせること。介護支援専門員がいない場合には、療

養介護計画作成の経験を有する者に作成をさせることが望ましい。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第175条 

基準省令第147

条 

 

基準通知 

第3の9の2(3) 

短期入所療養介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当該計

画の内容に沿って作成していますか。 

 

※ 短期入所療養介護計画は利用者の心身の状況、病状、希望及びその置かれて

いる環境を踏まえて作成されなければならないものであり、サービス内容等へ

の利用者の意向の反映の機会を保証するため、管理者は、短期入所療養介護計

画の作成に当たっては、その内容等を説明した上で利用者の同意を得なければ

ならず、また、当該短期入所療養介護計画を利用者に交付しなければならない。 

なお、当該交付した短期入所療養介護計画は、５年間保存しなければならな

い。 

☐はい 

☐いいえ 

管理者は、短期入所療養介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者又

はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ていますか。 

 

※ 短期入所療養介護計画の作成に当たっては、居宅におけるケアプランを考慮

しつつ、利用者の日々の療養状況に合わせて作成するものとする。 

☐はい 

☐いいえ 

管理者は、短期入所療養介護計画を作成した際には、当該短期入所療養介護計画を

利用者に交付していますか。 

 

※ 居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定短期入所療養介護事

業者については、第3の1の3の(14)⑥を準用する。 

［指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第13条第十二号におい

て、「介護支援専門員は、居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス事業

者等に対して、指定居宅サービス等基準において位置付けられている計画の提

出を求めるものとする」と規定していることを踏まえ、居宅サービス計画に基

づきサービスを提供している短期入所療養介護事業者は、当該居宅サービス計

画を作成してい定居宅介護支援事業者から短期入所療養介護計画の提供の求め

があった際には、当該短期入所療養介護計画を提供することに協力するよう努

めるものとする。］ 

☐はい 

☐いいえ 

5-16 

介護予防短期

入所療養介護

の基本取扱方

針 

介護予防短期入所療養介護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定

し、計画的に行っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

予防条例第163

条 

予防省令第196

条 

 

基準通知 

第4の3の7(1)③ 

自らその提供する介護予防短期入所療養介護の質の評価を行うとともに主治の医

師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善を図っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

介護予防短期入所療養介護の提供に当たり、利用者ができる限り要介護状態とな

らないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするもの

であることを常に意識してサービスの提供に当たっていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方法によるサービ

スの提供に努めていますか。 

 

※ サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービ

ス提供は、かえって利用者の生活機能の低下を引き起こし、サービスへの依存

を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性を最

☐はい 

☐いいえ 



12 
 

大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害する

ような不適切なサービス提供をしないよう配慮すること。 

介護予防短期入所療養介護の提供に当たり、利用者とのコミュニケーションを十

分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加するよう適

切な働きかけに努めていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

5-17 

介護予防短期

入所療養介護

の具体的取扱

方針 

介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの

情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状

況、病状、その置かれている環境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行っ

ていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

予防条例第164

条 

予防省令第197

条 

 

基準通知 

第4の3の7(2) 
管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される利用者につ

いては、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、介護予防短期入所療養介

護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行

う期間等を記載した介護予防短期入所療養介護計画を作成していますか。 

 

※ 「相当期間以上」とは、概ね４日以上連続して利用する場合を指すこととす

るが、４日未満の利用者にあっても、担当する介護予防支援事業者等と連携を

とること等により、利用者の心身の状況等を踏まえて、他の介護予防短期入所

療養介護計画を作成した利用者に準じて、必要な介護及び機能訓練等の支援を

行うものとする。 

なお、施設に介護支援専門員がいる場合には、介護支援専門員に介護予防短

期入所療養介護計画作成のとりまとめを行わせること。介護支援専門員がいな

い場合には、療養介護計画作成の経験を有する者に作成をさせることが望まし

い。 

☐はい 

☐いいえ 

介護予防短期入所療養介護計画は、既に介護予防サービス計画が作成されている

場合は、当該計画の内容に沿って作成していますか。 

 

※ 介護予防短期入所療養介護計画が作成される場合には、介護予防サービス計

画に沿って作成されなければならないこととしたものである。 

なお、介護予防短期入所療養介護計画の作成後に介護予防サービス計画が作

成された場合は、当該介護予防短期入所療養介護計画が介護予防サービス計画

に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更するものとする。 

☐はい 

☐いいえ 

管理者は、介護予防短期入所療養介護計画の作成に当たっては、その内容について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得ていますか。 

 

※ サービス提供に当たっての利用者又はその家族に対する説明について定めた

ものである。即ち、介護予防短期入所療養介護計画は、利用者の日常生活全般の

状況及び希望を踏まえて作成されなければならないものであり、その内容につ

いて説明を行った上で利用者の同意を得ることを義務づけることにより、サー

ビス内容等への利用者の意向の反映の機会を保障しようとするものである。管

理者は、介護予防短期入所療養介護計画の目標や内容等について、利用者又は

その家族に、理解しやすい方法で説明を行うとともに、その実施状況や評価に

ついても説明を行うものとする。 

☐はい 

☐いいえ 

管理者は、介護予防短期入所療養介護計画を作成した際には、当該介護予防短期入

所療養介護計画を利用者に交付していますか。 

 

※ 介護予防短期入所療養介護計画を作成した際には、遅滞なく利用者に交付し

なければならず、当該介護予防短期入所療養介護計画は、５年間保存しなけれ

ばならない。 

☐はい 

☐いいえ 

介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、介護予防短期入所療養介護計画

が作成されている場合は、当該計画に基づき、利用者が日常生活を営むのに必要な支

援を行うものとしていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

介護予防短期入所療養介護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利

用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように指導

又は説明を行っていますか。 

 

※ 介護予防サービス計画に基づきサービスを提供している介護予防短期入所療

養介護事業者については、第4の3の2の(2)⑥を準用する。 

 



13 
 

［指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準第30条第十二号において、「担

当職員は、介護予防サービス計画に位置付けた指定介護予防サービス事業者に

対して、指定介護予防サービス等基準において位置付けられている計画の提出

を求めるものとする」と規定していることを踏まえ、介護予防サービス計画に

基づきサービスを提供している介護予防支援事業者から介護予防短期入所療養

介護計画の提供の求めがあった際には、当該介護予防短期入所療養介護計画を

提出することに協力するよう努めるものとする。］ 

5-18 

診療の方針 

医師の診療の方針は、次に掲げるところによるものとしていますか。 

 

一 診療は、一般に医師として診療の必要性があると認められる疾病又は負傷に

対して、的確な診断を基とし、療養上妥当適切に行う。 

二 診療に当たっては、常に医学の立場を堅持して、利用者の心身の状況を観察

し、要介護者の心理が健康に及ぼす影響を十分配慮して、心理的な効果をもあ

げることができるよう適切な指導を行う。 

三 常に利用者の病状及び心身の状況並びに日常生活及びその置かれている環境

の的確な把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行う。 

四 検査、投薬、注射、処置等は、利用者の病状に照らして妥当適切に行う。 

五 特殊な療法又は新しい療法等については、別に厚生労働大臣が定めるもの

（注）のほか行ってはならない。 

注：厚生労働大臣が定める療法等(平成12年厚生省告示第124号) 

※介護老人保健施設である短期入所療養介護事業所は該当しない。 

六 別に厚生労働大臣が定める医薬品（注）以外の医薬品を利用者に施用し、又

は処方してはならない。 

注：指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設及び介護医療院並びに指

定介護予防短期入所療養介護事業所の医師の使用医薬品(平成12年厚生省

告示第125号) 

療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める

掲示事項等(平成18年厚生労働省告示第107号)第六に定める使用医薬品

（注：薬価基準に収載されている医薬品） 

七 入院患者の病状の急変等により、自ら必要な医療を提供することが困難であ

ると認めたときは、他の医師の対診を求める等診療について適切な措置を講じ

なければならない。 

 

※ 短期入所療養介護事業所の医師は、常に利用者の病床や心身の状態の把握に

努めること。特に、診療に当たっては、的確な診断をもととし、入所者に対して

必要な検査、投薬、処置等を妥当適切に行うものとする。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第176条 

基準省令第148

条 

 

基準通知 

第3の9の2(4) 

5-19 

機能訓練 

利用者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、必要な理

学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行っていますか。 

 

※ リハビリテーションの提供に当たっては、利用者の心身の状況及び家庭環境

等を十分に踏まえて、日常生活の自立を助けるため、必要に応じて提供しなけ

ればならないものとする。 

 

【参考】 

※ 費用通知では、平成27年度よりリハビリテーション機能強化加算を本体報酬

に包括化したことを踏まえ、リハビリテーションの実施についての留意事項が

示されている。（「7-2 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するため

の基準」の(3)を参照。） 

 

※ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の(ⅰ)、(ⅱ)、(ⅲ)又は(ⅳ)、ユ

ニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）のユニット型介護老人保

健施設短期入所療養介護費(ⅰ)、ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介

護費(ⅱ)、経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)又は経

過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)に係る施設基準で

は、リハビリテーションの実施について、次のとおり規定している。 

・ 入所者の心身の諸機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるため、

理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを計画的に行い、適

宜その評価を行っていること。 

・ 当該施設の医師が、リハビリテーションの実施に当たり、当該施設の理

☐はい 

☐いいえ 

条例第177条 

基準省令第149

条 

 

基準通知 

第3の9の2(5) 
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学療法士、作業療法士又は言語聴覚士に対し、入所者に対するリハビリテ

ーションの目的に加えて、リハビリテーション開始前又は実施中の留意事

項、やむを得ずリハビリテーションを中止する際の基準、リハビリテーシ

ョンにおける入所者に対する負荷等のうちいずれか１以上の指示を行う

こと。 

 

※ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の(ⅱ)又は(ⅳ)、ユニット型介

護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）のユニット型介護老人保健施設短期

入所療養介護費(ⅱ)又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護

費(ⅱ)に係る施設基準では、リハビリテーションの実施について、上記に加え

て次とおり規定している。 

・ 入所者に対し、少なくとも週３回程度のリハビリテーションを実施して

いること。 

 

※ 「個別リハビリテーション実施加算」については、「7-13」を参照。 

5-20 

看護及び医学

的管理の下に

おける介護 

【従来型】 

看護及び医学的管理の下における介護は、利用者の自立の支援と日常生活の充実

に資するよう、利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な技術をもって行っていま

すか。 

 

☐はい 

☐いいえ 

条例第178条、 

第190条 

基準省令第150

条、155条の7 

 

基準通知 

第3の9の2(6) 

第3の9の3(6) 

【ユニット型】 

看護及び医学的管理の下における介護は、各ユニットにおいて利用者が相互に社

会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援するよう、利用者の病状及び心

身の状況等に応じ、適切な技術をもって行っていますか。 

 

利用者の日常生活における家事を、利用者が、その病状及び心身の状況等に応じ

て、それぞれの役割を持って行うよう適切に支援していますか。 

 

※ 自律的な日常生活を営むことを支援するという点では、利用者の日常生活上

の活動への援助が過剰なものとなることのないよう留意する必要がある。 

また、利用者が相互に社会的関係を築くことを支援するという点では、単に

利用者が家事の中で役割を持つことを支援するにとどまらず、例えば、利用者

相互の間で、頼り、頼られるといった精神的な面での役割が生まれることを支

援することにも留意する必要がある。 

※ 「日常生活における家事」には、食事の簡単な下準備や配膳、後片付け、清掃

やゴミ出しなど、多様なものが考えられる。 

 

☐はい 

☐いいえ 
 
 

☐はい 

☐いいえ 

 

（入浴） 

【従来型】 １週間に２回以上、適切な方法により、利用者を入浴させ、又は清しき

をしていますか。 

 

【ユニット型】 利用者が身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことがで

きるよう、適切な方法により、利用者に入浴の機会を提供していますか。（やむを

得ない場合には、清しきを行うことをもって入浴の機会の提供に代えることがで

きる。） 

 

※ 入浴の実施に当たっては、利用者の心身の状況や自立支援を踏まえて、特別

浴槽や介助浴等適切な方法により実施するものとする。なお、利用者の心身の

状況から入浴が困難である場合には、清しきを実施するなど利用者の清潔保持

に努めるものとする。 

 

※【ユニット型】 入浴が、単に身体の清潔を維持するだけでなく、利用者が精神

的に快適な生活を営む上でも重要なものであることから、こうした観点に照ら

して「適切な方法により」これを行うこととするとともに、同様の観点から、一

律の入浴回数を設けるのではなく、個浴の実施など利用者の意向に応じること

ができるだけの入浴機会を設けなければならないことを規定したものである。 

 
 

☐はい 

☐いいえ 

 

（排せつ） 

【従来型】 利用者の病状及び心身の状況に応じ、適切な方法により、排せつの自立

について必要な援助を行っていますか。 

 

【ユニット型】 利用者の病状及び心身の状況に応じて、適切な方法により、排せつ

の自立について必要な支援を行っていますか。 

 

 
 

☐はい 

☐いいえ 
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※ 排せつの介護に当たっては、利用者の心身の状況や排せつ状況などをもとに自

立支援の観点から、トイレ誘導や排せつ介助等について適切な方法により実施す

るものとする。 

 

（おむつの使

用） 

【従来型】 おむつを使用せざるを得ない利用者のおむつを適切に取り替えていま

すか。 

 

【ユニット型】 おむつを使用せざるを得ない利用者については、排せつの自立を図

りつつ、そのおむつを適切に取り替えていますか。 

 

※ おむつを使用せざるを得ない場合には、利用者の心身及び活動状況に適した

おむつを提供し、適切におむつを交換するものとする。 

 
 

☐はい 

☐いいえ 

（その他日常

生活の世話・

支援） 

【従来型】 離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を適切に行っていますか。 

 

【ユニット型】 利用者が行う離床、着替え、整容等の日常生活上の行為を適切に支

援していますか。 

 
☐はい 

☐いいえ 

【共通】 利用者の負担により、当該短期入所療養介護の従業者以外の者による看護及び介

護を受けさせていませんか。 
☐はい 

☐いいえ 

5-21 

食事の提供 

【従来型】 

利用者の食事は、栄養並びに利用者の身体の状況、病状及び嗜好を考慮したものと

するとともに、適切な時間に行っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

条例第179条、 

第191条 

基準省令第151

条、155条の8 

 

基準通知 

第3の9の2(7) 

第3の9の3(7) 

利用者の食事は、その者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行われ

るよう努めていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

 

【ユニット型】 

栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を提供していますか。 ☐はい 

☐いいえ 

利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な支援

を行っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供するとともに、利用者がそ

の心身の状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることができるよう必要な時間

を確保していますか。 

 

※ 食事は、利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に提供しなければならない

こと、また、事業者側の都合で急かしたりすることなく、利用者が自分のぺース

で食事を摂ることができるよう十分な時間を確保しなければならないことを規

定したものである。 

☐はい 

☐いいえ 

利用者が相互に社会的関係を築くことができるよう、その意思を尊重しつつ、利用

者が共同生活室で食事を摂ることを支援していますか。 

 

※ 利用者の意思を尊重し、また、その心身の状況に配慮した上で、できる限り

離床し、共同生活室で食事を摂ることができるよう支援しなければならないこ

とを規定したものである。 

その際、共同生活室で食事を摂るよう強制することはあってはならないので、

十分留意する必要がある。 

☐はい 

☐いいえ 

 

【共通】 

※食事の提供について 

個々の利用者の栄養状態に応じて、摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した

栄養管理を行うように努めるとともに、利用者の栄養状態、身体の状況並びに

病状及び嗜好を定期的に把握し、それに基づき計画的な食事の提供を行うこと。 

また、利用者の自立の支援に配慮し、できるだけ離床して食堂で行われるよ

う努めなければならないこと。 

※調理について 

調理は、あらかじめ作成された献立に従って行うとともに、その実施状況を

明らかにしておくこと。 

※適時の食事の提供について 

食事時間は適切なものとし、夕食時間は午後６時以降とすることが望ましい

が、早くても午後５時以降とすること。 

※食事の提供に関する業務の委託について 

食事の提供に関する業務は短期入所療養介護事業者自らが行うことが望まし
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いが、栄養管理、調理管理、材料管理、施設等管理、業務管理、衛生管理、労

働衛生管理について事業者自らが行う等、当該事業者の管理者が業務遂行上必

要な注意を果たし得るような体制と契約内容により、食事サービスの質が確保

される場合には、当該事業者の最終的責任の下で第三者に委託することができ

ること。 

※療養室等関係部門と食事関係部門との連携について 

食事提供については、利用者の嚥下や咀嚼の状況、食欲など心身の状態等を

当該利用者の食事に的確に反映させるために、療養室等関係部門と食事関係部

門との連絡が十分とられていることが必要であること。 

※栄養食事相談 

利用者に対しては適切な栄養食事相談を行う必要があること。 

※食事内容の検討について 

食事内容については、当該事業者の医師又は栄養士を含む会議において検討

が加えられなければならないこと。 

5-22 

その他のサー

ビスの提供 

【従来型】 

適宜利用者のためのレクリエーション行事を行うよう努めていますか。 

 
☐はい 

☐いいえ 

条例第180条、

第192条 

基準省令第152

条、第155条の9 

 

基準通知 

第3の9の3(8) 

常に利用者の家族との連携を図るよう努めていますか。 ☐はい 

☐いいえ 

 

【ユニット型】 

利用者の嗜好に応じた趣味、教養又は娯楽に係る活動の機会を提供するとともに、

利用者が自律的に行うこれらの活動を支援していますか。 

 

※ 利用者一人一人の嗜好を把握Lた上で、それに応じた趣味、教養又は娯楽に係

る活動の機会を提供するとともに、同好会やクラブ活動などを含め、利用者が

自律的に行うこれらの活動を支援しなければならないことを規定したものであ

る。 

☐はい 

☐いいえ 

常に利用者の家族との連携を図るよう努めていますか。 

 

※ 療養室等は、家族や友人が来訪・宿泊して利用者と交流するのに適した個室

であることから、これらの者ができる限り気軽に来訪・宿泊することができる

よう配慮しなければならない。 

☐はい 

☐いいえ 

5-23 

利用者に関す

る市町村への

通知 

短期入所療養介護を受けている利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞な

く、意見を付してその旨を市町村に通知していますか。 

一 正当な理由なしに短期入所療養介護の利用に関する指示に従わないことによ

り、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

二 偽りその他不正の行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

※ 偽りその他不正の行為によって保険給付を受けた者及び自己の故意の犯罪行

為又は重大な過失等により、要介護状態又はその原因となった事故を生じさせ

るなどした者については、市町村が、介護保険法第22条第1項に基づく既に支払

った保険給付の徴収又は法第64条に基づく保険給付の制限を行うことができる

ことに鑑み、短期入所療養介護事業者が、その利用者に関し、保険給付の適正化

の観点から市町村に通知しなければならない事由を列記したものである。 

☐はい 

☐いいえ  

☐非該当 

条例第184条

（第27条準用） 

基準省令第155

条（第26条準

用） 

 

基準通知 

第3の1の2(15) 

5-24 

管理者の責務 

管理者は、短期入所療養介護事業所の従業者の管理及び短期入所療養介護の利用

の申込みに係る調整、実施状況の把握その他の管理を一元的に行っていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第51条準用） 

基準省令第155

条（第52条準

用） 

 

基準通知 

第3の2の2(4) 

管理者は、当該短期入所療養介護事業所従業者に運営に関する基準の規定を遵守

させるために必要な指揮命令を行っていますか。 

 

※ 管理者の責務を、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提

供を行うため、利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切

に把握しながら、従業者及び業務の管理を一元的に行うとともに、当該短期入

所療養介護事業所の従業者に基準省令の運営に関する基準の規定を遵守させる

ため必要な指揮命令を行うこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

5-25 

運営規程 

次に掲げる事業運営についての重要事項に関する規程(以下「運営規程」という。)

を定めていますか。 

 

一 事業の目的及び運営の方針 

二 従業者の職種、員数及び職務の内容 

 条例第181条、

第193条 

基準省令第153

条、第155条の

12 
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三 短期入所療養介護の内容及び利用料その他の費用の額 

四 通常の送迎の実施地域 

五 施設利用に当たっての留意事項 

六 非常災害対策 

七 虐待の防止のための措置に関する事項 

八 その他運営に関する重要事項 

 

※従業者の職種、員数及び職務の内容 

従業者の「員数」は日々変わりうるものであるため、業務負担軽減等の観点

から、規程を定めるに当たっては、「第３ 人員に関する基準」において置く

べきとされている員数を満たす範囲において、「○人以上」と記載することも

差し支えない（「5-1 内容及び手続の説明及び同意」に規定する重要事項を記

した文書に記載する場合についても、同様とする。）。 

※利用料その他の費用の額 

「利用料」としては、法定代理受領サービスである短期入所療養介護に係る

利用料(１割負担、２割負担又は３割負担)及び法定代理受領サービスでない短

期入所療養介護の利用料を、「その他の費用の額」としては、「5-12 利用料

等の受領」の(3)により徴収が認められている費用の額及び必要に応じてその他

のサービスに係る費用の額を規定するものであること。 

※通常の送迎の実施地域 

通常の送迎の実施地域は、客観的にその区域が特定されるものとすること。

なお、通常の送迎の実施地域は、送迎に係る費用の徴収等の目安であり、当該

地域以外の地域に居住する被保険者に対して送迎が行われることを妨げるもの

ではないものであること。 

※施設利用に当たっての留意事項 

利用者が短期入所療養介護介護の提供を受ける際の、利用者側が留意すべき

事項(入所生活上のルール、設備の利用上の留意事項等)を指すものであること。 

※非常災害対策 

「5-29 非常災害対策」の非常災害に関する具体的計画を指すものであること。 

※虐待の防止のための措置に関する事項 

「5-39 虐待の防止」の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、

従業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐

待等」という。）が発生した場合の対応方法等を指す内容であること。 

※その他施設の運営に関する重要事項 

当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な

い場合に身体的拘束等を行う際の手続について定めておくことが望ましい。 

 

基準通知 

第3の1の3(19) 

第3の8の3(13) 

第3の6の3(4) 

第3の9の2(8) 

５－２６ 

勤務体制の確

保等 

【共通】 

利用者に対し、適切な短期入所療養介護を提供できるよう、従業者の勤務の体制を

定めていますか。 

 

※ 原則として月ごとの勤務表を作成し、短期入所療養介護従業者の日々の勤務

時間、常勤・非常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練

指導員の配置、管理者との兼務関係等を明確にすること。 

※ 介護老人保健施設の従事者の日々の勤務時間、常勤・非常勤の別等を勤務表

上明確にし、人員に関する基準が満たされていることを明らかにする必要があ

ることとしたものであることに留意するものとする。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第99条準

用）、第194条 

基準省令第155

条（第101条運

用）第155条の

10の2 

 

基準通知 

第3の6の3(5) 

第3の9の2(14) 

第3の2の3(6)③ 

第3の1の3(21) 

④ 

第3の9の3(10) 

当該短期入所療養介護事業所の従業者によって短期入所療養介護を提供していま

すか。 

 

ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りでない。 

 

※ 調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、第三

者への委託等を行うことを認めるものであること。 

☐はい 

☐いいえ 

短期入所療養介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保していま

すか。 

 

※ 短期入所療養介護の従業者の質の向上を図るため、研修機関が実施する研修

や当該事業所内の研修への参加の機会を計画的に確保することとしたものであ

ること。 

 

全ての短期入所療養介護従業者(看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、

☐はい 

☐いいえ 

 

 
 
 

 

☐はい 
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法第８条第２項に規定する政令で定める者等の資格を有する者その他これに類する

者を除く。)に対し、認知症介護に係る基礎的な研修を受講させるために必要な措置

を講じていますか。 

 

※ 介護サービス事業者に、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資

格を有さない者について、認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置

を講じることを義務づけることとしたものであり、これは、介護に関わる全て

の者の認知症対応力を向上させ、認知症についての理解の下、本人主体の介護

を行い、認知症の人の尊厳の保障を実現していく観点から実施するものである

こと。 

※ 当該義務付けの対象とならない者は、各資格のカリキュラム等において、認

知症介護に関する基礎的な知識及び技術を習得している者とすることとし、具

体的には、看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、実務者研修修了

者、介護職員初任者研修修了者、生活援助従事者研修修了者に加え、介護職員基

礎研修課程又は訪問介護員養成研修課程１級課程・２級課程修了者、社会福祉

士、医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、精神保健

福祉士、管理栄養士、栄養士、あん摩マッサージ師、はり師、きゅう師等とす

る。 

☐いいえ 

 

適切な短期入所療養介護の提供を確保する観点から、職場において行われる性的

な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超

えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等

の必要な措置を講じていますか。 

 

※ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律第11条

第１項及び労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の

充実等に関する法律第30条の２第１項の規定に基づき、事業主には、職場にお

けるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハ

ラスメント」という。）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づ

けられていることを踏まえ、規定したものである。事業主が講ずべき措置の具

体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組については、次のとおりとす

る。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司や同僚に限らず、入所者

やその家族等から受けるものも含まれることに留意すること。 

 

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動

に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18年

厚生労働省告示第615号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした

言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（令和

２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。）にお

いて規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりで

ある。 

ａ 事業者の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行

ってはならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な

体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応

のための窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。 

なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務

については、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正

する法律附則第３条の規定により読み替えられた労働施策の総合的な推進並び

に労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律第30条の２第１項の

規定により、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主たる事業とする事業

主については資本金が5000万円以下又は常時使用する従業員の数が100人以下

の企業）は、令和４年４月１日から義務化となり、それまでの間は努力義務と

されているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう

努められたい。 

 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタ

マーハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うこ

☐はい 

☐いいえ 
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とが望ましい取組の例として、①相談に応じ、適切に対応するために必要な体

制の整備、②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、

行為者に対して１人で対応させない等）及び③被害防止のための取組（マニュ

アル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた取組）が規定されてい

る。介護現場では特に、入所者又はその家族等からのカスタマーハラスメント

の防止が求められていることから、イ（事業主が講ずべき措置の具体的内容）

の必要な措置を講じるにあたっては、「介護現場におけるハラスメント対策マ

ニュアル」、「（管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取

組を行うことが望ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、以下

の厚生労働省ホームページに掲載しているので参考にされたい。 

（https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html） 

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員

に対する悩み相談窓口設置事業や介護施設におけるハラスメント対策推進事業

を実施している場合、事業主が行う各種研修の費用等について助成等を行って

いることから、事業主はこれらの活用も含め、施設におけるハラスメント対策

を推進することが望ましい。 

 

【ユニット型】 

利用者に対し適切なユニット型指定短期入所療養介護を提供できるよう、ユニッ

ト型指定短期入所療養介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めていますか。 

 

 

従業者の勤務の体制を定めるに当たっては、次の各号に定める職員配置を行って

いますか。 

一 昼間については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配

置すること。 

二 夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職

員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。 

三 ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

※ 配置を義務付けることとしたユニットごとの常勤のユニットリーダーについ

ては、当面は、ユニットケアリーダー研修を受講した職員(以下「研修受講者」

という。)を各施設に２名以上配置する(ただし、２ユニット以下の施設の場合

には、１名でよいこととする。)ほか、研修受講者が配置されているユニット以

外のユニットでは、ユニットにおけるケアに責任を持つ(研修受講者でなくても

構わない。)職員を決めてもらうことで足りるものとする。 

この場合、研修受講者は、研修で得た知識等をリーダー研修を受講していな

いユニットの責任者に伝達するなど、当該施設におけるユニットケアの質の向

上の中核となることが求められる。 

また、ユニットリーダーについて必要とされる研修受講者の数には、当面は、

ユニットリーダー以外の研修受講者であって、研修を受講していないユニット

リーダーに対して研修で得た知識等を伝達するとともに、ユニットケアに関し

て指導及び助言を行うことができる者を含めて差し支えない。 

ユニット型短期入所療養介護介護事業所とユニット型の介護老保健施設等が

併設されている場合には、研修受講者をそれぞれに２名以上配置する必要はな

く、ユニット型事業所及び併設するユニット型施設（併設するユニット型施設

が複数ある場合には、そのうちいずれか１施設に限る。）を一体のものとみな

して、合計２名以上の研修受講者が配置されていればよいこととする（ただし、

ユニット型事業所及び併設するユニット型施設のユニット数の合計が２ユニッ

ト以下のときには、１名でよいこととする。）。 

 

※ 令和３年４月１日以降に、入居定員が１０を超えるユニットを整備する場合

の経過措置（令和３年改正省令附則第６条） 

夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までを含めた連続する１６時間

をいい、原則として施設ごとに設定するものとする。以下同じ。）を含めた介

護職員及び看護職員の配置の実態を勘案し、次のとおり職員を配置するよう努

めるものとする。 

① 日勤時間帯の介護職員及び看護職員の配置 

ユニットごとに常時１人の配置に加えて、当該ユニットにおいて日勤時間帯

（夜勤時間帯に含まれない連続する８時間をいい、原則として施設ごとに設定

するものとする。以下同じ。）に勤務する別の従業者の１日の勤務時間数の合

計を８で除して得た数が、入居者の数が１０を超えて１を増すごとに０.１以上

となるように介護職員又は看護職員を配置するよう努めること。 

☐はい 

☐いいえ 

 

 

☐はい 

☐いいえ 

 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html
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② 夜勤時間帯の介護職員及び看護職員の配置 

２ユニットごとに１人の配置に加えて、当該２ユニットにおいて夜勤時間帯

に勤務する別の従業者の１日の勤務時間数の合計を１６で除して得た数が、入

居者の合計数が２０を超えて２又はその端数を増すごとに０.１以上となるよ

うに介護職員又は看護職員を配置するよう努めること。 

なお、上記一（昼間の職員配置）及びニ（夜間及び深夜の職員配置）に規定

する職員配置に加えて介護職員又は看護職員を配置することを努める時間につ

いては、日勤時間帯又は夜勤時間帯に属していればいずれの時間でも構わず、

連続する時間である必要はない。当該ユニットにおいて行われるケアの内容、

入居者の状態等に応じて最も配置が必要である時間に充てるよう努めること。 

ユニット型短期入所療養介護事業所の管理者は、ユニット型施設の管理等に係る

研修を受講するよう努めていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

5-28 

業務継続計画

の策定等 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する短期入所療養介護の提供を

継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画(以

下「業務継続計画」という。)を策定していますか。 

 

感染症や非常災害の発生時は、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

※ 感染症や災害が発生した場合にあっても、利用者が継続して短期入所療養介

護の提供を受けられるよう、業務継続計画を策定するとともに、当該業務継続

計画に従い、短期入所療養介護従業者に対して、必要な研修及び訓練（シミュレ

ーション）を実施しなければならないこととしたものである。なお、業務継続計

画の策定、研修及び訓練の実施については、事業所に実施が求められるもので

あるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。また、

感染症や災害が発生した場合には、従業者が連携し取り組むことが求められる

ことから、研修及び訓練の実施にあたっては、全ての従業者が参加できるよう

にすることが望ましい。 

 

※ 業務継続計画には、以下の項目等を記載すること。なお、各項目の記載内容

については、「介護施設・事業所における感染症発生時の業務継続ガイドライ

ン」及び「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」

を参照されたい。また、想定される災害等は地域によって異なるものであるこ

とから、項目については実態に応じて設定すること。なお、感染症及び災害の業

務継続計画を一体的に策定することを妨げるものではない。さらに、感染症に

係る業務継続計画、感染症の予防及びまん延の防止のための指針、災害に係る

業務継続計画並びに非常災害に関する具体的計画については、それぞれに対応

する項目を適切に設定している場合には、一体的に策定することとして差し支

えない。 

①感染症に係る業務継続計画 

イ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備

蓄品の確保等） 

ロ 初動対応 

ハ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係

者との情報共有等） 

②災害に係る業務継続計画 

イ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが

停止した場合の対策、必要品の備蓄等） 

ロ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ハ 他施設及び地域との連携 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第32条の2準

用） 

基準省令第155

条（第30条の2

運用） 

 

基準通知 

第3の9の2(9) 

 

短期入所療養介護従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な

研修及び訓練を定期的に実施していますか。 

 

※ 研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に

共有するとともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励

行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）な教育を

開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施することが望ましい。また、

研修の実施内容についても記録すること。なお、感染症の業務継続計画に係る

研修については、感染症の予防及びまん延の防止のための研修と一体的に実施

☐はい 

☐いいえ 
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することも差し支えない。 

 

※ 訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合におい

て迅速に行動できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、

感染症や災害が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）

に実施するものとする。なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感

染症の予防及びまん延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支え

ない。また、災害の業務継続計画に係る訓練については、非常災害対策に係る訓

練と一体的に実施することも差し支えない。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で

実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行っ

ていますか。 
☐はい 

☐いいえ 

5-28 

定員の遵守 

 

【従来型】 

次に掲げる利用者数以上の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行って

いませんか。 

ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

一 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、利用者を

当該介護老人保健施設の入所者とみなした場合において入所定員及び療養室の

定員を超えることとなる利用者数 

二～四 （略） 

 

※ 利用者に対する適切な短期入所療養介護の提供を確保するため、介護老人保

健施設（略）についてはその療養室の全部が短期入所療養介護の提供のために

利用できること（略）を踏まえて、短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用

者数以上の利用者に対して同時に指定短期入所療養介護を行ってはならないこ

とを明記したものである。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある

場合は、この限りでない。 

① 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、利用者

を当該介護老人保健施設の入所者とみなした場合において入所定員及び療養

室の定員を超えることとなる利用者数 

②③ （略） 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

条例第182条、

第195条 

基準省令第154

条、第155条の

11 

 

基準通知 

第3の9の2(10) 

 

【ユニット型】 

ユニット型短期入所療養介護事業者は、次に掲げる利用者(当該ユニット型短期入

所療養介護事業者がユニット型介護予防短期入所療養介護事業者の指定を併せて受

け、かつ、ユニット型短期入所療養介護の事業とユニット型介護予防短期入所療養介

護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場合にあっては、当該

事業所におけるユニット型短期入所療養介護又はユニット型介護予防短期入所療養

介護の利用者）数以上の利用者に対して同時に短期入所療養介護を行っていません

か。 

ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

一 ユニット型介護老人保健施設であるユニット型指定短期入所療養介護事業所

にあっては、利用者を当該ユニット型介護老人保健施設の入居者とみなした場

合において入居定員及び療養室の定員を超えることとなる利用者数 

二 （略） 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

5-29 

非常災害対策 

非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携体

制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難、救出その

他必要な訓練を行っていますか。 

 

※ 短期入所療養介護事業者は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、関

係機関への通報及び連携体制の整備、避難、救出訓練の実施等の対策の万全を

期さなければならないこととしたものである。関係機関への通報及び連携体制

の整備とは、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をと

るよう従業員に周知徹底するとともに、日頃から消防団や地域住民との連携を

図り、火災等の際に消火・避難等に協力してもらえるような体制作りを求める

こととしたものである。なお「非常災害に関する具体的計画」とは、消防法施行

規則第3条に規定する消防計画(これに準ずる計画を含む。)及び風水害、地震等

の災害に対処するための計画をいう。この場合、消防計画の策定及びこれに基

づく消防業務の実施は、消防法第8条の規定により防火管理者を置くこととされ

ている短期入所療養介護事業所にあってはその者に行わせるものとする。また、

防火管理者を置かなくてもよいこととされている短期入所療養介護事業所にお

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条第

101条（準用） 

基準省令第155

条（第103条） 

 

基準通知 

第3の6の2(7) 
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いても、防火管理について責任者を定め、その者に消防計画に準ずる計画の樹

立等の業務を行わせるものとする。 

 

※（参考）「非常災害に関する具体的計画」に盛り込む具体的な項目例 

・介護保険施設等の立地条件（地形 等） 

・災害に関する情報の入手方法（「避難準備情報」等の情報の入手方法の確認

等） 

・災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、家族、職員 等） 

・避難を開始する時期、判断基準（「避難準備情報発令」時 等） 

・避難場所（市町村が指定する避難場所、施設内の安全なスペース 等） 

・避難経路（避難場所までのルート（複数）、所要時間 等） 

・避難方法（利用者ごとの避難方法（車いす、徒歩等） 等） 

・災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役割分担、避難に必要な

職員数 等） 

・関係機関との連携体制 等  

（「介護保険施設等における利用者の安全確保及び非常災害時の体制整備の強

化・徹底について」平成28年9月9日・厚生労働省・老総発0909第1号） 

 

※（参考）  

○防火管理者の選任が必要な施設 

・収容人員（従業者の数と利用者の数とを合算した数）が１０人以上 

○防火管理者の主な責務 

・消防計画の作成、消防署への届出 

・消火、通報及び避難の訓練の実施（消火・避難訓練は、年２回以上実施する。） 

・消防用設備等の点検及び整備（消防用設備は、６か月に１回の機器点検と１

年に１回の総合点検を行い、消防署へは年１回点検結果を報告する。） 

前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努

めていますか。 

 

※ 前項に規定する避難、救出その他の訓練の実施に当たって、できるだけ地域

住民の参加が得られるよう努めることとしたものであり、そのためには、日頃

から地域住民との密接な連携体制を確保するなど、訓練の実施に協力を得られ

る体制づくりに努めることが必要である。訓練の実施に当たっては、消防関係

者の参加を促し、具体的な指示を仰ぐなど、より実効性のあるものとすること。 

☐はい 

☐いいえ 

≪関連≫ 

浸水想定区域や土砂災害警戒区域内の「要配慮者利用施設」に該当していますか。 

 

※ 要配慮者利用施設の一覧表（施設名、所在地等）は、「さいたま市地域防災

計画（資料編）」に記載されている。 

※ 該当する要配慮者利用施設の管理者は、①避難確保計画（水害や土砂災害が

発生するおそれがある場合における利用者の円滑かつ迅速な避難の確保を図

るための計画）の作成と市への報告、②避難確保計画に基づく避難訓練の実施

が義務付けられている。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

水防法第15条の3 

 

土砂災害警戒区

域等における土

砂災害防止対策

の推進に関する

法律第8条の2 

5-30 

衛生管理等 

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な

管理に努め、又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療機器の管理を

適正に行っていますか。 

 

※ 必要最低限の衛生管理等を規定したものであるが、このほか、次の点に留意

するものとする。 

イ 短期入所療養介護事業者は、食中毒及び感染症の発生を防止するための措

置等について、必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密

接な連携を保つこと。 

ロ 特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対

策等については、その発生及びまん延を防止するための措置について、別途

通知等が発出されているので、これに基づき、適切な措置を講じること。 

ハ 医薬品の管理については、当該短期入所療養介護事業所の実情に応じ、地

域の薬局の薬剤師の協力を得て行うことも考えられること。 

ニ 空調設備等により施設内の適温の確保に努めること。 

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第184条

（第131条準

用） 

基準省令第155

条（第118条） 

 

基準通知 

第3の6の2(11) 

当該事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる ☐はい 
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措置を講じていますか。 

 

一 短期入所療養介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対

策を検討する委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。)をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、短期入

所療養介護従業者に周知徹底を図ること。 

二 当該短期入所療養介護事業所における感染症の予防及びまん延の防止のため

の指針を整備すること。 

三 当該短期入所療養介護事業所において、短期入所療養介護従業者に対し、感

染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

 

※ 感染症が発生し、又はまん延しないように講ずるべき措置については、具体

的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づき

事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等によ

り行うことも差し支えない。 

 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染対策委員会であり、感染対策の知識を有する者を

含む、幅広い職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識

を有する者については外部の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。

構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとともに、感染対策担当者を

決めておくことが必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所

の状況に応じ、おおむね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染

症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時開催する必要がある。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものと

する。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情

報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的

に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められ

るものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支え

ない。 

 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、

平常時の対策及び発生時の対応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにか

かる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生

状況の把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関

係課等の関係機関との連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時

における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連絡体制を整備し、明記

しておくことも必要である。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感

染対策の手引き」を参照されたい。 

 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

短期入所療養介護従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のため

の研修」の内容は、感染対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発する

とともに、当該事業所における指針に基づいた衛生管理の徹底や衛生的なケ

アの励行を行うものとする。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育

（年１回以上）を開催するとともに、新規採用時には感染対策研修を実施す

ることが望ましい。また、研修の実施内容についても記録することが必要で

ある。 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対

策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差

し支えなく、当該事業所の実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応に

ついて、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行うことが必

要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、

発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確

認や、感染対策をした上でのケアの演習などを実施するものとする。 

☐いいえ 
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訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地

で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 

5-31 

掲示 

(1) 事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、短期入所療養介護従業者の勤務の

体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項(以下

単に「重要事項」という。)を掲示していますか。又は、重要事項を記載した書面

を当該事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させています

か。 

 

※ 運営規程の概要、短期入所療養介護従業者の勤務の体制、事故発生時の対応、

苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施

した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる短期入所療養介護事業所の見やす

い場所に掲示することを規定したものである。 

 

※ 重要事項を記載したファイル等を介護サービスの利用申込者、利用者又はそ

の家族等が自由に閲覧可能な形で当事業所内に備え付けることで掲示に代える

ことができることを規定したものである。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第34条準用） 

基準省令第155

条（第32条） 

 

基準通知 

第3の1の2(24) 

第3の10の2(15) 

(2) 原則として、重要事項をウェブサイトに掲載していますか。 

 

※当該規定は、令和7年4月1日から適用される。 

 

※ 原則として、重要事項を当該短期入所療養介護事業者のウェブサイトに掲載

することを規定したものであるが、ウェブサイトとは、法人のホームページ等

又は介護サービス情報公表システムのことをいう。 

☐はい 

☐いいえ 

※ 重要事項の掲示及びウェブサイトへの掲載を行うにあたり、次に掲げる点に

留意する必要がある。 

イ 事業所の見やすい場所とは、重要事項を伝えるべき介護サービスの利用申

込者、利用者又はその家族に対して見やすい場所のことであること。 

ロ 短期入所療養介護従業者の勤務の体制については、職種ごと、常勤・非常

勤ごと等の人数を掲示する趣旨であり、従業者の氏名まで掲示することを求

めるものではないこと。 

ハ介護保険法施行規則第140条の44各号に掲げる基準に該当する介護老人保健

施設においては、介護サービス情報制度における報告義務の対象ではないこ

とから、(2)によるウェブサイトへの掲載は行うことが望ましいこと。なお、

ウェブサイトへの掲載を行わない場合も、(1)による掲示は行う必要がある

が、(1)の重要事項を記載した書面の備付の規定や「5-42 電磁的記録等」の

電磁的記録の規定に基づく措置に代えることができること。 

 

※ 厚生労働大臣の定める利用者等が選定する特別な居室等の提供に係る基準等

（平成12年厚生省告示第123号）二のハの(2)及び居住、滞在及び宿泊並びに食

事の提供に係る利用料等に関する指針（平成17年厚生労働省告示第419号）一の

ハに規定するウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、これに準ずるものとす

る。 

 

5-32 

秘密保持等 

従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らしていませんか。 

また、従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じていますか。 

 

※ 従業者に、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密の保持を義務づけ

たものである。 

過去に当該短期入所療養介護事業所の従業者であった者が、その業務上知り

得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう必要な措置を取ること

を義務づけたものであり、具体的には、当該短期入所療養介護事業所の従業者

が、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者

の雇用時等に取り決めるなどの措置を講ずべきこととするものである。 

 

※ 一般的には、従業者から秘密保持誓約書等を徴取することや雇用契約書等に

記載すること、就業規則に規定すること等が行われている。いずれの場合であ

っても、秘密保持の期間が、在職中だけでなく、退職後も含まれることが明確に

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第184条

（第35条準用） 

基準省令第155

条（第33条） 

 

基準通知 

第3の1の2(25) 
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なっていることが必要である。 

短期入所療養介護事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を

用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の

同意を、あらかじめ文書により得ていますか。 

 

※ 短期入所療養介護従業者がサービス担当者会議等において、課題分析情報等

を通じて利用者の有する問題点や解決すべき課題等の個人情報を、介護支援専

門員や他のサービスの担当者と共有するためには、短期入所療養介護事業者は、

あらかじめ、文書により利用者又はその家族から同意を得る必要があることを

規定したものであるが、この同意は、サービス提供開始時に利用者及びその家

族から包括的な同意を得ておくことで足りるものである。 

☐はい 

☐いいえ 

 

5-33 

居宅介護支援

事業者に対す

る利益供与等

の禁止 

短期入所療養介護事業者は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に

対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の

財産上の利益を供与していませんか。 

 

※ 居宅介護支援の公正中立性を確保するために、短期入所療養介護事業者は、

居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によ

るサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与

してはならないこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

 

条例第184条

（第37条準用） 

基準省令第155

条（第35条） 

 

基準通知 

第3の1の2(27) 

5-34 

苦情処理 

短期入所療養介護事業者は、提供した短期入所療養介護に係る利用者及びその家

族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設

置する等の必要な措置を講じていますか。 

また、苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録していますか。 

 

※ 「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制及び手順等当該

事業所における苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、

利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する措置

の概要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイ

トに掲載すること等である。なお、ウェブサイトへの掲載に関する取扱いは、

「5-31」の(2)に準ずるものとする。 

※ 利用者及びその家族からの苦情に対し、短期入所療養介護事業者が組織とし

て迅速かつ適切に対応するため、当該苦情(短期入所療養介護事業者が提供した

サービスとは関係のないものを除く。)の受付日、その内容等を記録することを

義務づけたものである。 

また、短期入所療養介護事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での

重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービスの質の向上

に向けた取組を自ら行うべきである。 

なお、苦情の内容等の記録は、５年間保存しなければならない。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第38条準用） 

基準省令第155

条（第36条） 

 

基準通知 

第3の1の2(28) 

短期入所療養介護事業者は、提供した短期入所療養介護に関し、法第23条の規定に

より市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村の職

員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調

査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導

又は助言に従って必要な改善を行っていますか。 

また、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町村に報告して

いますか。 

 

※ 介護保険法上、苦情処理に関する業務を行うことが位置付けられている国民

健康保険団体連合会のみならず、住民に最も身近な行政庁であり、かつ、保険者

である市町村が、サービスに関する苦情に対応する必要が生ずることから、市

町村についても国民健康保険団体連合会と同様に、短期入所療養介護事業者に

対する苦情に関する調査や指導、助言を行えることを運営基準上、明確にした

ものである。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

短期入所療養介護事業者は、提供した短期入所療養介護に係る利用者からの苦情

に関して国民健康保険団体連合会が行う法第176条第１項第三号の調査に協力する

とともに、国民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言を受けた場合において

は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行っていますか。 

また、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を

国民健康保険団体連合会に報告していますか。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 
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5-35 

地域との連携

等 

短期入所療養介護事業者は、その事業の運営に当たっては、提供した短期入所療養

介護に関する利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する者が相談及び援助を行

う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めていますか。 

 

※ 介護サービス相談員を派遣する事業を積極的に受け入れる等、市町村との密

接な連携に努めることを規定したものである。 

なお、「市町村が実施する事業」には、介護サービス相談員派遣事業のほか、

広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住民の協力を得て行う

事業が含まれるものである。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

条例第184条（第

39条準用） 

基準省令第155条

（第36条の2） 

 

基準通知 

第3の1の2(28) 

5-36 

地域等との連

携 

短期入所療養介護の事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等

との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めていますか。 

 

※短期入所療養介護の事業が地域に開かれた事業として行われるよう、短期入所

療養介護事業者は、地域の住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う

等の地域との交流に努めなければならないこととしたものである。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条（第

153条準用） 

基準省令第155条

（第139条） 

 

基準通知 

第3の1の2(28) 

5-37【新】 

利用者の安全

並びに介護サ

ービスの質の

確保及び職員

の負担軽減に

資する方策を

検討するため

の委員会の設

置 

短期入所療養介護事業者は、当該短期入所療養介護事業所における業務の効率化、

介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進を図るため、当

該短期入所療養介護事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及

び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会(テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。)を定期的に開催していますか。 

 

※当該規定は、令和９年４月から義務化される。 

 

※ 介護現場の生産性向上の取組を促進する観点から、現場における課題を抽出

及び分析した上で、事業所の状況に応じた必要な対応を検討し、利用者の尊厳

や安全性を確保しながら事業所全体で継続的に業務改善に取り組む環境を整備

するため、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に

資する方策を検討するための委員会の設置及び開催について規定したものであ

る。なお、本条の適用に当たっては、令和６年改正省令附則第４条において、３

年間の経過措置を設けており、令和９年３月３１日までの間は、努力義務とさ

れている。 

本委員会は、生産性向上の取組を促進する観点から、管理者やケア等を行う

職種を含む幅広い職種により構成することが望ましく、各事業所の状況に応じ、

必要な構成メンバーを検討すること。なお、生産性向上の取組に関する外部の

専門家を活用することも差し支えないものであること。 

また、本委員会は、定期的に開催することが必要であるが、開催する頻度に

ついては、本委員会の開催が形骸化することがないよう留意した上で、各事業

所の状況を踏まえ、適切な開催頻度を決めることが望ましい。 

あわせて、本委員会の開催に当たっては、厚生労働省老健局高齢者支援課「介

護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン」等を参考に取組を

進めることが望ましい。また、本委員会はテレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとし、この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護

関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働

省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

なお、事務負担軽減の観点等から、本委員会は、他に事業運営に関する会議

（事故発生の防止のための委員会等）を開催している場合、これと一体的に設

置・運営することとして差し支えない。本委員会は事業所毎に実施が求められ

るものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えな

い。また、委員会の名称について、法令では「利用者の安全並びに介護サービ

スの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会」と規

定されたところであるが、他方、従来から生産性向上の取組を進めている事業

所においては、法令とは異なる名称の生産性向上の取組を進めるための委員会

を設置し、開催している場合もあるところ、利用者の安全並びに介護サービス

の質の確保及び職員の負担軽減に資する方策が適切に検討される限りにおいて

は、法令とは異なる委員会の名称を用いても差し支えない。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第153条の2準

用） 

基準省令第155

条（第139条の

2） 

 

基準通知 

第3の9の2(13) 

5-38 

事故発生時の

対応 

利用者に対する短期入所療養介護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当

該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必

要な措置を講じていますか。 

 

※ 利用者に対する指定訪問介護の提供により事故が発生した場合の対応方法に

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

条例第184条

（第40条準用） 

基準省令第155

条（第37条） 
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ついては、あらかじめ指定訪問介護事業者が定めておくことが望ましいこと。 

※ 事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じるこ

と。 

基準通知 

第3の1の2(30) 

前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録していますか。 

 

※ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録は、５年間保存しな

ければならない。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

利用者に対する短期入所療養介護の提供により賠償すべき事故が発生した場合

は、損害賠償を速やかに行っていますか。 

 

※ 賠償すべき事態において速やかに賠償を行うため、損害賠償保険に加入して

おくか、又は賠償資力を有することが望ましいこと。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

5-39 

虐待の防止 

虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じています

か。 

一 当該短期入所療養介護事業所における虐待の防止のための対策を検討する委

員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。)を定期的に

開催するとともに、その結果について、短期入所療養介護従業者に周知徹底を

図ること。 

二 当該短期入所療養介護事業所における虐待の防止のための指針を整備するこ

と。 

三 当該短期入所療養介護事業所において、短期入所療養介護授業者に対し、虐

待の防止のための研修を定期的に実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第40条の2準

用） 

基準省令第155

条（第37条の

2） 

 

基準通知 

第3の9の2(12) 

※ 虐待は、法の目的の１つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重

に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、介護老人保健施設は虐待の防止の

ために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止するための対策

及び発生した場合の対応等については、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に

対する支援等に関する法律」（以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定され

ているところであり、その実効性を高め、入所者の尊厳の保持・人格の尊重が達

成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関する措置を講じるものとす

る。 

〇虐待の未然防止 

短期入所療養介護事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常

に心がけながらサービス提供にあたる必要があり、「1-1 一般原則」に位置

付けられているとおり、研修等を通じて、従業者にそれらに関する理解を促

す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業

の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解していることも重要であ

る。 

〇虐待等の早期発見 

短期入所療養介護事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の

逆他に準ずる事案を発見しやすい立場にあることから、これらを早期に発見

できるよう、必要な措置（虐待等に対する相談体制、市町村の通報窓口の周

知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及びその家族からの虐

待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対応を

すること。 

〇虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があ

り、短期入所療養介護事業者は当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市

町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めることとする。 

 

※「養介護施設従事者等による高齢者虐待」（高齢者虐待防止法第2条第5項） 

イ 高齢者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えること。 

ロ 高齢者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の高齢者を

養護すべき職務上の義務を著しく怠ること。 

ハ 高齢者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の高齢者に著し

い心理的外傷を与える言動を行うこと。 

ニ 高齢者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさ

せること。 

ホ 高齢者の財産を不当に処分することその他当該高齢者から不当に財産上の
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利益を得ること。 

①虐待の防止のための対策を検討する委員会 

虐待防止検討委員会は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生し

た場合はその再発を確実に防止するための対策を検討する委員会であり、管理者

を含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすると

ともに、定期的に開催することが必要である。また、施設外の虐待防止の専門家

を委員として積極的に活用することが望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なも

のであることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情

報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に

設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもの

であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる

ものとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報シ

ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することと

する。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発

防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行

われるための方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防

止策に関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

 

②虐待の防止のための指針 

短期入所療養介護事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のよう

な項目を盛り込むこととする。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

③虐待の防止のための従業者に対する研修 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関す

る基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該短期入

所療養介護事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該短期入所療養介護事業者が

指針に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施す

るとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要

である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、施

設内での研修で差し支えない。 

 

④虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者 

短期入所療養介護事業所における虐待を防止するための体制として、①から③

までに掲げる措置を適切に実施するため、担当者を置くことが必要である。当該

担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めることが望

ましい。なお、同一事業所内での複数担当(※)の兼務や他の事業所・施設等との

担当(※)の兼務については、担当者としての職務に支障がなければ差し支えない。

ただし、日常的に兼務先の各事業所内の業務に従事しており、利用者や事業所の
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状況を適切に把握している者など、各担当者としての職務を遂行する上で支障が

ないと考えられる者を選任すること。 

(※) 身体的拘束等適正化担当者、褥瘡予防対策担当者（看護師が望ましい。）、

感染対策担当者（看護師が望ましい。）、事故の発生又はその再発を防止

するための措置を適切に実施するための担当者、虐待の発生又はその再発

を防止するための措置を適切に実施するための担当者 

5-40 

会計の区分 

短期入所療養介護事業所ごとに経理を区分するとともに、短期入所療養介護の事

業の会計とその他の事業の会計を区分していますか。 

 

※ 短期入所療養介護事業者は、短期入所療養介護事業所ごとに経理を区分する

とともに、短期入所療養介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分しなけ

ればならないこととしたものであるが、具体的な会計処理の方法等については、

別に通知するところによるものであること。 

 

・「介護保険の給付対象事業における会計の区分について」（平成13年3月28日 

老振発第18号） 

・「介護老人保健施設会計・経理準則の制定について」（平成12年3月31日 老

発第378号） 

☐はい 

☐いいえ 

条例第184条

（第41条） 

基準省令第155

条（第38条） 

 

基準通知 

第3の1の2(32) 

5-41 

記録の整備 

従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備していますか。 ☐はい 

☐いいえ 

条例第183条 

基準省令第154

条の2 

 

基準通知 

第3の9の2(14) 

利用者に対する短期入所療養介護の提供に関する次の各号に掲げる記録を整備

し、その完結の日から５年間保存していますか。 

 

一 短期入所療養介護計画 

二 「5-11 サービスの提供の記録」の(2)の規定による提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

三 「5-14 短期入所療養介護の取扱方針」の規定による身体的拘束等の態様及

び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録 

四 「5-23 利用者に関する市町村への通知」の規定による市町村への通知に係

る記録 

五 「5-34 苦情処理」の規定による苦情の内容等の記録 

六 「5-38 事故発生時の対応」の規定による事故の状況及び事故に際して採っ

た処置についての記録 

 

※ 「その完結の日」とは、個々の利用者につき、契約終了（契約の解約・解除、

他の施設への入所、入所者の死亡、入所者の自立等）により一連のサービス提供

が終了した日を指すものとする。 

※ 短期入所療養介護の提供に関する記録には診療録が含まれるものであるこ

と。 

☐はい 

☐いいえ 

5-42 

電磁的記録等 

(1) 作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例（省令）の規定にお

いて書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形

等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物

をいう。以下同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるものについて、

書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行っていますか。 

 

① 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられた

ファイルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法による

こと。 

② 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 

1) 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたフ

ァイル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

2) 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的

記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気デ

ィスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

③ その他、(1)において電磁的記録により行うことができるとされているもの

は、①及び②準じた方法によること。  

④ 電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介

護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労

働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守するこ

☐はい 

☐いいえ 

条例第255条第1

項 

基準省令第217

第1項 

 

費用通知 

第5の1 
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と。 

(2) 交付、説明、同意、承諾、締結その他これらに類するもの（以下「交付等」

という。）のうち、この条例（省令）の規定において書面で行うことが規定され

ている又は想定されるものについて、当該交付等の相手方の承諾を得て、書面に

代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚によって認識する

ことができない方法をいう。）により行っていますか。 

 

① 電磁的方法による交付は、「4-1 内容及び手続の説明及び同意」の「電磁

的方法」による重要事項の提供に準じた方法によること。  

② 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思

表示をした場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和2

年6月19日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。  

③ 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする

観点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用するこ

とが望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和2年6月19日内閣府・

法務省・経済産業省）」を参考にすること。  

④ その他、(2)において電磁的方法によることができるとされているものは、

①～③に準じた方法によること。ただし、基準又はこの通知の規定により電磁

的方法の定めがあるものについては、当該定めに従うこと。 

⑤ また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守するこ

と。 

☐はい 

☐いいえ 

条例第255条第2

項 

基準省令第217

第2項 

 

費用通知 

第5の2 

 

5-43 

喀痰吸引等（た

んの吸引等） 

社会福祉士及び介護福祉士法の規定に基づき、介護福祉士（介護福祉士登録証に

「喀痰吸引等行為」の付記登録を受けた者）又は認定特定行為業務従事者認定証の

交付を受けた介護職員は、都道府県の登録を受けた事業所で、一定の要件の下で喀

痰吸引等（口腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引、気管カニューレ内部の喀痰吸引、

胃ろう又は腸ろうによる経管栄養、経鼻経管栄養）を行うことができますが、登録

喀痰吸引等事業者又は登録特定行為事業者として登録を受けていますか。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

社会福祉士及び

介護福祉士法 

第48条の2第1

項,第48条の3, 

附則第10条,第

27条 

喀痰吸引等の業務を実施するに当たっては、次の主な基準を満たしていますか。 

① 介護福祉士・介護職員による喀痰吸引等の実施に際し、医師の文書による指

示を受けること。 

② 対象者の状態について、医師又は看護職員による確認を定期的に行い、当該

対象者に係る心身の状況に関する情報を介護福祉士・介護職員と共有するこ

と。 

③ 対象者の希望、医師の指示及び心身の状況を踏まえて、医師又は看護職員と

の連携の下に、喀痰吸引等計画書を作成すること。 

④ 喀痰吸引等計画書の内容を対象者又はその家族等に説明し、その同意を得

ること。 

⑤ 喀痰吸引等実施状況報告書を作成し、医師に提出すること。 

⑥ 喀痰吸引等業務方法書を作成すること。 

⑦ 医師又は看護職員を含む者で構成される安全委員会の設置、喀痰吸引等を

安全に実施するための研修体制の整備その他の対象者の安全を確保するため

に必要な体制を確保すること。 

 

※ 介護福祉士が実施できる喀痰吸引等は、介護福祉士登録証に付記された「喀

痰吸引等行為」に限られ、認定特定行為業務従事者が実施できる特定行為は、

認定証に付記された「特定行為種別」に限られる。また、登録を受けた事業者

として実施できる喀痰吸引等（特定行為）も、登録を受けた行為に限られる。 

 

※ 喀痰吸引等の範囲については、次のとおり。 

・ 口腔内の喀痰吸引、鼻腔内の喀痰吸引については、咽頭の手前までを限度

とすること。 

・ 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養の実施の際には、胃ろう・腸ろうの状態

に問題がないことの確認を医師又は看護職員が行うこと。 

・ 経鼻経管栄養の実施の際には、栄養チューブが正確に胃の中に挿入され

ていることの確認を医師又は看護職員が行うこと。 

 

※ 詳しくは、「社会福祉士及び介護福祉士法の一部を改正する法律の施行につ

いて（喀痰吸引等関係）」（社援発1111第1号 平成23年11月11日 厚生労働

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 
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省社会・援護局長通知）を参照のこと。 

第６ 変更の届出 

6-1 

変更の届出 

 事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき、

または事業を再開したときは、１０日以内に、その旨を市長に届け出ていますか。 

 

※ 変更の届出が必要な事項は、次に掲げるとおりです。 

①事業所の名称及び所在地 

②申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月

日、住所及び職名（当該申請に係る事業所が法人以外の者の開設する病院

又は診療所であるときは、開設者の氏名、生年月日、住所及び職名） 

③申請者の登記事項証明書又は条例等（当該申請に係る事業所が法人以外の

者の開設する病院又は診療所であるときを除く。）（当該指定に係る事業に

関するものに限る。） 

④事業所の指定居宅サービス等基準第142条第１項各号の規定のいずれの適

用を受けるものかの別（介護老人保健施設、療養病床を有する病院又は診

療所、介護医療院の別） 

⑤建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）並びに設

備の概要 

⑥当該申請に係る事業を行う事業所（当該事業を行う部分に限る。）における

入院患者又は入所者の定員 

⑦事業所の管理者の氏名、生年月日及び住所 

⑧運営規程 

 

※ 当該施設を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の１

月前までに、その旨を市長に届け出なければならない。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

法第75条第1項 

 

 

施行規則 

第131条第1項第

九号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法第75条第2項 

第７ 介護給付費の算定及び取扱い 

7-1 

基本報酬の基

準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

算定している基本報酬について、以下の厚生労働大臣が定める施設基準【施設基準

第十四号、第十五号】に適合していますか。 

 

(1)及び(2)【介護老人保健施設短期入所療養介護費、ユニット型介護老人保健施設

短期入所療養介護費】について、別に厚生労働大臣が定める施設基準【施設基準第十

四号イ・ロ】に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件

に関する基準【夜勤職員基準第二号イ(1)(2)】を満たすものとして、電子情報処理組

織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による届出を

行った介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所（略）において、指定短

期入所療養介護（略）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働

大臣が定める基準【施設基準第十五号】に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区

分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条

件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７に相当する単位

数を算定する。なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業

療法士若しくは言語聴覚士の員数が別に厚生労働大臣が定める基準【人欠等基準第

四号イ】に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。 

 

(3)【特定介護老人保健施設短期入所療養介護費】について、別に厚生労働大臣が

定める施設基準【施設基準第十四号ハ】に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準【夜勤職員基準第二号イ(1)(2)】を満たすも

のとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長

が定める様式による届出を行った介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事

業所において、利用者(別に厚生労働大臣が定めるもの【利用者基準第二十四号】に

限る。)に対して、日中のみの指定短期入所療養介護を行った場合に、現に要した時

間ではなく、短期入所療養介護計画（略）に位置付けられた内容の指定短期入所療養

介護を行うのに要する標準的な時間でそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の１００

分の９７に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護

職員、理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士の員数が別に厚生労働大臣が定め

る基準【人欠等基準第四号イ】に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ

により算定する。 

 

※ 基本報酬（介護老人保健施設短期入所療養介護費、ユニット型介護老人保健施設

☐はい 

☐いいえ 

 

 

 

費用告示別表9 

イ 

の注1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用告示別表9 

イの注2 
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●従来型 
 
 
【基本型】

(ⅰ)従来型個室 

(ⅲ)多床室 

 

 

 

 

 

【在宅強化型】 

(ⅱ)従来型個室 

(ⅳ)多床室 

 

 

 

 

【療養型老健：

看護職員を配

置】 

(ⅰ)従来型個室 

(ⅱ)多床室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他型】 

(ⅰ)従来型個室 

(ⅱ)多床室 

 

 

 
 
●ユニット型 

短期入所療養介護費）の施設基準区分ごとの要介護状態区分別の所定単位数は、省

略している。 

【施設基準第十四号】 

※ 短期入所療養介護の施設基準（施設基準第十四号）」は、一部を除き、介護保健

施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号）と同様である。 

 

※ 費用告示別表９イの注１７の規定により、施設基準を満たす旨の届出について

は、本体施設である介護老人保健施設について行われていれば、短期入所療養介護

については行う必要がないとされている。 

 

※ 以下では、短期入所療養介護のそれぞれの施設基準の項目について、それに相当

する介護保健施設サービスの施設基準の項目を示すにとどめている。 

  このため、各施設基準の内容については、介護老人保健施設の「基準確認シー

ト」の「6-1 基本報酬の基準」に記載している【施設基準第五十五号】を参照の

こと。 

 なお、介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）、ユニット型介護老人保健施

設短期入所療養介護費（Ⅲ）については、市内に該当施設がないため省略している。 

 

イ 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施

設基準 

 

(1) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)又は(ⅲ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

「介護老人保健施設である短期入所療養介護事業所であること」のほかは、

介護保健施設サービス費(Ⅰ)の介護保健施設サービス費(ⅰ)又は(ⅲ)を算定

すべき介護保健施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号イ(1)）と同様

である。 

 

(2) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護費 (ⅱ)又は(ⅳ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

「介護老人保健施設である短期入所療養介護事業所であること」のほかは、

介護保健施設サービス費(Ⅰ)の介護保健施設サービス費(ⅱ)又は(ⅳ)を算定

すべき介護保健施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号イ(2))と同様

である。 

 

(3) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)又は(ⅱ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

介護保健施設サービス費(Ⅱ)の介護保健施設サービス費(ⅰ)又は(ⅱ)を算

定すべき介護保健施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号イ(3))と同

様であるが、次の(二)は、指定短期入所療養介護の施設基準では規定してい

ない。 

(二) 算定日が属する月の前１２月間における新規入所者の総数のうち、医療

機関を退院し入所した者の占める割合から自宅等(法に規定する居宅サー

ビス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業及び地域密着

型介護予防サービス事業を行う事業所並びに他の社会福祉施設等を除く。)

から入所した者の占める割合を減じて得た数が１００分の３５以上である

ことを標準とすること。ただし、当該基準を満たすことができない特段の

事情があるときはこの限りでない。 

 

(5) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)又は(ⅱ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 （略） 

 

(6) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)又は(ⅱ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

介護保健施設サービス費(Ⅳ)の介護保健施設サービス費(ⅰ)又は(ⅱ)を算

定すべき介護保健施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号イ(6))と同

様である。 

 

ロ ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定すべき指定短期入所療

養介護の施設基準 

  

 

 

 

 

費用通知第2の

3(1)① 
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【基本型】 

ユニット型個室 

ユニット型個室

的多床室 

 
 
 

 

【在宅強化型】 

ユニット型個室 

ユニット型個室

的多床室 

 

 
 
 

 

【療養型老健：

看護職員を配

置】 

ユニット型個室 

ユニット型個室

的多床室 

 

 
 
 

 

 

【その他型】 

ユニット型個室 

ユニット型個室

的多床室 

 

 

 

(1) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人

保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期

入所療養介護費(ⅰ)を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

ユニット型介護保健施設サービス費(Ⅰ)のユニット型介護保健施設サービ

ス費(ⅰ)又は経過的ユニット型介護保健施設サービス費(ⅰ)を算定すべき介

護保健施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号ロ(1))と同様である。 

 

(2)  ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型ユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)又は経過的ユニット型ユニット

型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)を算定すべき指定短期入所療養介

護の施設基準 

ユニット型介護保健施設サービス費(Ⅰ)のユニット型介護保健施設サービ

ス費(ⅱ)又は経過的ユニット型介護保健施設サービス費(ⅱ)を算定すべき介

護保健施設サービスの施設基準（施設基準第五十五号ロ(2))と同様である。 

 

(3) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)のユニット型介護老人

保健施設短期入所療養介護費又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所

療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

ユニット型介護保健施設サービス費(Ⅱ)のユニット型介護保健施設サービ

ス費又は経過的ユニット型介護保健施設サービス費を算定すべき介護保健施

設サービスの施設基準（施設基準第五十五号ロ(3))と同様である。 

 

(5) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)のユニット型介護老人

保健施設短期入所療養介護費又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所

療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 （略） 

 

(6) ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)のユニット型介護老人

保健施設短期入所療養介護費又は経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所

療養介護費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準 

ユニット型介護保健施設サービス費(Ⅳ)のユニット型介護保健施設サービ

ス費又は経過的ユニット型介護保健施設サービス費を算定すべき介護保健施

設サービスの施設基準（施設基準第五十五号ロ(6))と同様である。 

   

【施設基準第十五号】 

 

※ 各基準の規定部分は、告示ではなく、費用通知（第2の3(7)イ）を記載している。 

※ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）、ユニット型介護老人保健施設短期

入所療養介護費（Ⅲ）については、市内に該当施設がないため省略している。 

※ 短期入所療養介護に係る別に厚生労働大臣が定める基準（施設基準第十五号）」

は、介護保健施設サービスに係る別に厚生労働大臣が定める基準（施設基準第五十

六号）と同様である。 

 

ａ ・介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護費(ⅰ)(ⅱ) 

・介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ) (Ⅲ) (Ⅳ)の介護老人保健施設短

期入所療養介護費(ⅰ) 

を算定すべき指定短期入所療養介護に係る別に厚生労働大臣が定める基準 

短期入所療養介護が、ユニットに属さない療養室(定員が１人のものに限

る。)(「従来型個室」という。)の利用者に対して行われるものであること。 

 

ｂ ・介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養

介護(ⅲ)(ⅳ) 

・介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ) (Ⅳ)の介護老人保健施設短期入

所療養介護費(ⅱ) 

を算定すべき指定短期入所療養介護に係る別に厚生労働大臣が定める基準 

短期入所療養介護が、ユニットに属さない療養室(定員が２人以上のものに限

る。)(「多床室」という。)の利用者に対して行われるものであること。 

 

ｃ ・ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人
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保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)(ⅱ) 

・ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ) (Ⅳ)のユニット型介護

老人保健施設短期入所療養介護費 

を算定すべき指定短期入所療養介護に係る別に厚生労働大臣が定める基準 

短期入所療養介護が、ユニットに属する療養室（介護老人保健施設基準第41

条第２項第一号イ(3)［１の療養室の床面積等は、１０.６５㎡以上とすること。

ただし、入居者へのサービス提供上必要と認められる場合に１の療養室の定員

を２人とする場合にあっては、２１.３㎡以上とすること。］を満たすものに限

る。）［「ユニット型個室」］の利用者に対して行われるものであること。 

 

ｄ ・ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の経過的ユニット型介

護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅰ)(ⅱ) 

・ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ) (Ⅳ)の経過的ユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護 

を算定すべき指定短期入所療養介護に係る別に厚生労働大臣が定める基準 

短期入所療養介護が、ユニットに属する療養室（令和３年改正省令による改

正前の介護老人保健施設基準第41条第２項第一号イ(3)(ⅱ)［ユニットに属さな

い療養室を改修してユニットを造る場合は、入居者同士の視線の遮断が確保さ

れてること（天井と壁との間に一定の隙間が生じていても差し支えない）。］

を満たすものに限るものとし、介護老人保健施設基準第41条第２項第一号イ(3)

を満たすものを除く。）［｢ユニット型個室的多床室」］の利用者に対して行わ

れるものであること。 

【夜勤職員基準第二号のイ(1)、(2)】 

※ 指定短期入所療養介護の夜勤職員基準（第二号のイ(1)、(2)）は、介護保健施

設サービスの夜勤職員基準（第六号のイ、ハ）と同様である。 

 

※ 「夜勤を行う職員」の配置基準は、介護老人保健施設の「基準確認シート」の

「2-11 夜勤を行う職員」を参照のこと。 

  

 

特定介護老人

保健施設短期

入所療養介護

費 

 

(一) ３時間以上４時間未満   ６６４単位 

(二) ４時間以上６時間未満   ９２７単位 

(三) ６時間以上８時間未満 １,２９６単位 

 

特定介護老人保健施設短期入所療養介護費は、次に規定する利用者に対して、日

中のみの短期入所療養介護を行った場合に、現に要した時間ではなく、短期入所療養

介護計画に位置付けられた内容の短期入所療養介護を行うのに要する標準的な時間

で算定していますか。 

 

【利用者基準第二十四号】 

難病等を有する中重度者又は末期の悪性腫瘍の利用者であって、サービスの提

供に当たり、常時看護師による観察を必要とするもの 

 

※ 利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを提供するに当た

り常時看護職員による観察を必要とする難病等を有する重度者又はがん末期の

利用者を想定している。 

 

※ 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、短期入所療養介

護計画に位置づけられた内容の短期入所療養介護を行うための標準的な時間に

よることとされたところであり、単に、当日のサービス進行状況や利用者の家

族の出迎え等の都合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、

短期入所療養介護のサービスが提供されているとは認められないものであるこ

と。したがって、この場合は当初計画に位置づけられた所要時間に応じた所定

単位数が算定されるものであること(このような家族等の出迎え等までの間の

「預かり」サービスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えな

い。)。また、ここでいう短期入所療養介護を行うのに要する時間には、送迎に

要する時間は含まれないものであること。 

これに対して、短期入所療養介護計画上、６時間以上８時間未満の短期入所

療養介護を予定していたが、当日の利用者の心身の状況から、５時間の短期入

所療養介護を行った場合には、６時間以上８時間未満の短期入所療養介護の単

位数を算定できる。 

 

 

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

 

費用告示別表9 

イの注2 

 

 

費用通知第2の

3(8) 
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7-2 

介護老人保健

施設短期入所

療養介護費を

算定するため

の基準 

(1) この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベッドを利用して

行われるものであることから、所定単位数の算定（職員の配置数の算定）、定

員超過利用・人員基準欠如（介護支援専門員に係るものを除く。）・夜勤体制

による所定単位数の減算及び認知症ケア加算については、介護老人保健施設の

本体部分と常に一体的な取扱いが行われるものであること。 

したがって、認知症ケア加算については、［介護保健施設サービスでの当該

加算に係る費用通知］６の(16)を、また、緊急時施設療養費については、６の

(37)を準用すること。 

また、注17により、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨の届出並びに認

知症ケア加算の届出については、本体施設である介護老人保健施設について行

われていれば、短期入所療養介護については行う必要がないこと。 

 

(2) 特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定した場合は、認知症ケア加

算について算定できない。 

 費用通知 

第2の3(1)① 

 リハビリテーション（理学療法、作業療法又は言語聴覚療法）を行うに当たって、

医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同してリハビリテーシ

ョン実施計画を作成していますか。 

また、当該計画に基づいて行った個別リハビリテーションの効果、実施方法等につ

いて評価等を行っていますか。 

 

※ 基本サービスとして実施するものであり、個別リハビリテーション実施加算

を算定していない事業所においても、当該リハビリテーションの実施が必要と

されている。 

 

(3) 平成27年度よりリハビリテーション機能強化加算を本体報酬に包括化した

ことを踏まえ、以下の事項についてあわせて留意すべきものであること。 

イ 介護老人保健施設における短期入所療養介護においては、実用的な日常生

活における諸活動の自立性の向上のために、利用者の状態に応じ、利用者に

必要な理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を適時適切に提供できる体制が

整備されていること。 

ロ 理学療法又は作業療法については、実用歩行訓練・活動向上訓練・運動療

法等を組み合わせて利用者の状態に応じて行うことが必要であり、言語聴覚

療法については、失語症、構音障害、難聴に伴う聴覚・言語機能の障害又は

人工内耳埋込術後等の言語聴覚機能に障害を持つ利用者に対して言語機能又

は聴覚機能に係る活動向上訓練を行うことが必要である。 

当該訓練により向上させた諸活動の能力については、常に看護師等により

日常生活での実行状況に生かされるよう働きかけが行われることが必要で

ある。 

ハ 理学療法、作業療法又は言語聴覚療法は、利用者の実用的な在宅生活にお

ける諸活動の自立性の向上のため、訓練の専用施設外においても訓練を行う

ことができる。 

なお、言語聴覚療法を行う場合は、車椅子・歩行器・杖等を使用する患者

が容易に出入り可能であり、遮音等に配慮された部屋等を確保することが望

ましい。 

ニ 理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を行うに当たっては、医師、看護職

員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同してリハビリテーション

実施計画を作成し、これに基づいて行った個別リハビリテーションの効果、

実施方法等について評価等を行う。なお、短期入所療養介護においては、リ

ハビリテーション実施計画に相当する内容を短期入所療養介護計画の中に記

載する場合は、その記載をもってリハビリテーション実施計画の作成に代え

ることができるものとすること。 

ホ 医師等リハビリテーション従事者は、理学療法、作業療法又は言語聴覚療

法を行う場合は、開始時に利用者に対してリハビリテーション実施計画の内

容を説明し、記録する。 

ヘ リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は利

用者ごとに保管され、常に当該事業所のリハビリテーション従事者により閲

覧が可能であるようにすること。 

☐はい 

☐いいえ 

 

7-3 

算定の方法

（通則） 

(1) 算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理  

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合

 費用通知 

第2の1 

(1)(2)(4)(7)(9

) 
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を乗ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行

っていくこととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

② 金額換算の際の端数処理  

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の

端数については「切り捨て」とする。 

 

(2) 入所等の日数の数え方について 

① 短期入所、入所又は入院の日数については、原則として、入所等した日及び

退所等した日の両方を含むものとする。 

② ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事

業所、特定施設又は介護保険施設(以下②及び③において「介護保険施設等」と

いう。)の間で、又は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であっ

て相互に職員の兼務や施設の共用等が行われているものの間で、利用者等が一

の介護保険施設等から退所等をしたその日に他の介護保険施設等に入所等する

場合については、入所等の日は含み、退所等の日は含まれない。したがって、例

えば、短期入所生活介護の利用者がそのまま指定介護老人福祉施設に入所した

ような場合は、入所に切り替えた日については短期入所生活介護費は算定しな

い。 

③ なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と同一敷地

内にある病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療報酬が適用される

もの(以下「医療保険適用病床」という。)又は当該介護保険施設等と隣接若し

くは近接する敷地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当

該介護保険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が行われているも

の(以下③において「同一敷地内等の医療保険適用病床」という。)に入院する

場合(同一医療機関内の転棟の場合を含む。)は、介護保険施設等においては退

所等の日は算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院したそ

の日に介護保険施設等に入所等する場合(同一医療機関内の転棟の場合を含

む。)は、介護保険施設等においては入所等の日は算定されない。 

④ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並び

に通所介護費等の算定方法(平成12年厚生省告示第27号。以下「通所介護費等の

算定方法」という。)の適用に関する平均利用者数等の算定においては、入所等

した日を含み、退所等した日は含まないものとする。 

 

(4) 常勤換算方法による職員数の算定方法等について 

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の職員が

勤務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数点第２位以下を切

り捨てるものとする。なお、やむを得ない事情により、配置されていた職員数が

一時的に１割の範囲内で減少した場合は、１月を超えない期間内に職員が補充さ

れれば、職員数が減少しなかったものとみなすこととする。 

その他、常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②のとお

りとすること。 

※①、②は、人員に関する基準での定義と同様であるため省略している。 

 

(7) 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について 

人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、 

イ 新設又は増床分のベッドに関して、前年度において１年未満の実績しかない

場合(前年度の実績が全くない場合を含む。)の利用者数等は、新設又は増床の

時点から６月未満の間は、便宜上、ベッド数の９０％を利用者数等とし、新設又

は増床の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者等の

延数を６月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時点から１年以上経

過している場合は、直近１年間における全利用者等の延数を１年間の日数で除

して得た数とする。 

ロ 減床の場合には、減床後の実績が３月以上あるときは、減床後の延利用者数

を延日数で除して得た数とする。 

ただし、病院又は診療所の医師の人員基準欠如の運用における利用者数等につ

いては、医療法の取扱いの例によるものであり、医事担当部局と十分連携を図る

ものとする。 

 

(9) 「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について 

① 加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用

について」(平成5年10月26日老健第135号厚生省老人保健福祉局長通知)に規定

する「認知症高齢者の日常生活自立度」(以下「日常生活自立度」という。)を用
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いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意

見書(以下この号において「判定結果」という。)を用いるものとする。 

② ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各

サービスのサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは、「要

介護認定等の実施について」(平成21年9月30日老発0930第5号厚生労働省老健局

長通知)に基づき、主治医が記載した同通知中「３ 主治医の意見の聴取」に規

定する「主治医意見書」中「３ 心身の状態に関する意見 (1)日常生活の自立

度等について ・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいうものとする。

なお、複数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を用いるものと

する。 

③ 医師の判定が無い場合(主治医意見書を用いることについて同意が得られて

いない場合を含む。)にあっては、「要介護認定等の実施について」に基づき、

認定調査員が記入した同通知中「２(4) 認定調査員」に規定する「認定調査票」

の「認定調査票(基本調査)」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を

用いるものとする。 

7-４ 

夜勤体制に係

る減算 

 ある月(暦月)において、夜勤を行う職員が基準【夜勤職員基準第二号のイ(1)、(2)】

を満たさない場合は、所定単位数の１００分の９７を算定する。 

 

※ 指定短期入所療養介護の夜勤職員基準（第二号のイ(1)、(2)）は、介護保健施

設サービスの夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（第六号のイ、ハ）と同様

である。 

※ 夜勤体制に係る減算については、介護老人保健施設の本体部分と常に一体的

な取扱いが行われる。 

※ 「夜勤体制に係る減算」については、介護老人保健施設の「基準確認シート」

の「6-4 夜勤体制に係る減算」を参照のこと。 

 費用告示別表9 

イの注1、注2 

 

 

 

 

 

費用通知 

第2の3(1)① 

7-5 

定員超過利用

に該当する場

合の減算 

 指定短期入所療養介護の月平均の利用者の数（指定介護予防短期入所療養介護の

事業を同一の事業所で一体的に運営している場合は、指定短期入所療養介護の利用

者の数及び指定介護予防短期入所療養介護の利用者の数の合計数）が、別に厚生労働

大臣が定める基準【人欠等基準第四号のイ(1)】に該当し、運営規程に定める入所定

員を超えた場合に、所定単位数の１００分の７０を算定する。 

 

※ 人欠等基準第四号のイ(1)では、「指定短期入所療養介護の利用者の数及び（介

護老人保健施設の）入所者の数の合計数が（運営規程に定める）入所者の定員を

超える」場合に、減算することになっている。 

※ 定員超過利用に該当する場合の減算については、介護老人保健施設の本体部

分と常に一体的な取扱いが行われる。 

※ 「定員超過利用に該当する場合の減算」については、介護老人保健施設の「基

準確認シート」の「6-5 定員超過利用に該当する場合の減算」を参照のこと。 

 費用告示別表9 

イの注1、注2 

 

 

 

 

 

 

 

 

費用通知 

第2の3(1)① 

7-6 

人員基準欠如

に該当する場

合の減算 

医師、看護職員、介護職員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の員数が別に

厚生労働大臣が定める基準【人欠等基準第四号のイ(2)又は(3)】に該当する場合は、

所定単位数の１００分の７０を算定する。 

 

※ 指定短期入所療養介護の人欠等基準第四号のイ(2)、(3)は、介護保健施設サ

ービスの人欠等基準第十三号のロ、ハと同様（介護保健施設で配置が必要な介

護支援専門員を除く。）である。 

※ 介護支援専門員に係るものを除く人員基準欠如に該当する場合の減算につい

ては、介護老人保健施設の本体部分と常に一体的な取扱いが行われる。 

※ 「人員基準欠如に該当する場合の減算」については、介護老人保健施設の「基

準確認シート」の「6-6 人員基準欠如に該当する場合の減算」を参照のこと。 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注1、注2 

 

 

 

 

 

 

費用通知 

第2の3(1)① 

7-7 

ユニットケア

体制に係る減

算 

【ユニット型】 

別に厚生労働大臣が定める施設基準【施設基準第十六号】を満たさない場合は、１

日につき所定単位数の１００分の９７に相当する単位数を算定していますか。 

 

【施設基準第十六号】（第十一号の規定を準用） 

イ 日中については、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配

置すること。 

ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

※ ユニットにおける職員の数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注3 

 

費用通知 

第2の3(12) 
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の減算については、ある月（暦月）において基準に満たない状態が発生した場合

に、その翌々月から基準に満たない状態が解消されるに至った月まで、入所者

全員について、所定単位数が減算される。（ただし、翌月の末日において基準を

満たすに至っている場合を除く。） 

 

7-8【新】 

身体拘束廃止

未実施減算 

 別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の三の二】を満たさない場合

は、身体拘束廃止未実施減算として、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を

減算していますか。 

 

※ 令和７年３月３１日までの間は適用しない。（令和６年厚生労働省告示第86

号附則第４条） 

 

【大臣基準第三十九号の三の二】 

指定居宅サービス等基準第146条第５項及び第６項又は第155条の6第７項及び

第８項に規定する基準に適合していること。 

※当該規定（抜粋） 

・ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。 

・ 身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周

知徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修

を定期的に実施すること。 

 

※ 事業所において身体的拘束等が行われていた場合ではなく、身体的拘束等

を行う場合の記録を行っていない場合及び身体的拘束等の適正化を図るため

の措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算する

こととなる。 

※ 具体的には、記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検

討する委員会を３月に１回以上開催していない、身体的拘束等の適正化のた

めの指針を整備していない又は身体的拘束等の適正化のための定期的な研修

を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計画を市長に提出した後、

事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市長に報告するこ

ととし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利

用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

※ 緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の

利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録することが義務付け

られているが、「緊急やむを得ない理由」に切迫性、非代替性、一時性の全て

の要件を満たすことの記録が確認できなければ減算の適用となる。 

  ・ 切迫性、非代替性、一時性については、「5-14 短期入所療養介護の取

扱方針」を参照 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注4 

 

費用通知 

第2の3(9) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

高齢者虐待防止

措置未実施減

算、身体拘束廃

止未実施減算の

取扱いに係る

Q&A（令和7年1

月20日）問3 

7-9【新】 

高齢者虐待防

止措置未実施

減算 

 別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の三の三】を満たさない場

合は、高齢者虐待防止措置未実施減算として、所定単位数の１００分の１に相当す

る単位数を所定単位数から減算していますか。 

 

【大臣基準第三十九号の三の三】 

指定居宅サービス等基準第155条(指定居宅サービス等基準第155条の12にお

いて準用する場合を含む。)において準用する指定居宅サービス等基準第37条の

2に規定する基準に適合していること。 

※当該規定（抜粋） 

・ 虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じ

なければならない。 

一 虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するととも

に、その結果について、短期入所療養介護従業者に周知徹底を図ること。 

二 虐待の防止のための指針を整備すること。 

三 短期入所療養介護従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注5 

 

費用通知 

第2の3(10) 
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実施すること。 

四 前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

 

※ 高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が

発生した場合ではなく、（略）準用する指定居宅サービス等基準第37条の2に

規定する措置を講じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減

算することとなる。具体的には、高齢者虐待防止のための対策を検討する委員

会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指針を整備していな

い、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない又は高齢者

虐待防止措置を適切に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場

合、速やかに改善計画を市長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善

計画に基づく改善状況を市長に報告することとし、事実が生じた月の翌月か

ら改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数か

ら減算することとする。 

7-10【新】 

業務継続計画

未策定減算 

 別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の三の四】を満たさない場

合は、業務継続計画未策定減算として、所定単位数の１００分の1に相当する単位

数を所定単位数から減算していますか。 

 

※ 令和７年３月３１日までの間は、感染症の予防及びまん延の防止のための

指針の整備及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、

減算を適用しない。（令和６年厚生労働省告示第86号附則第２条） 

 

【大臣基準第三十九号の三の四】 

指定居宅サービス等基準第155条(指定居宅サービス等基準第155条の12にお

いて準用する場合を含む。)において準用する指定居宅サービス等基準第30条の

2第１項に規定する基準に適合していること。 

※当該規定（抜粋） 

・ 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定短期入所療養

介護の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再

開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務

継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

 

※ 業務継続計画未策定減算については、（略）準用する指定居宅サービス等基

準第30条の2第１項に規定する基準を満たさない事実が生じた場合に、その翌

月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基

準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者全員に

ついて、所定単位数から減算することとする。 

なお、経過措置として、令和７年３月３１日までの間、感染症の予防及びま

ん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定している場

合には、当該減算は適用しないが、義務となっていることを踏まえ、速やかに

作成すること。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

7-11【新】 

室料相当額控

除 

 

※令和７年８月 

１日から適用 

 

【多床室】 

介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所療養介護

費(ⅲ)及び(ⅳ)、介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介護老人保健施設短

期入所療養介護費(ⅱ)、介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅲ)の介護老人保健

施設短期入所療養介護費(ⅱ)並びに介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅳ)の介

護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)について、別に厚生労働大臣が定める施設

基準【施設基準第十六号の二】に該当する介護老人保健施設である指定短期入所療養

介護事業所については、室料相当額控除として、1日につき２６単位を所定単位数か

ら控除していますか。 

 

 

【施設基準第十六号の二】 

当該指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設又は介護医療院が、第五十七

号の二（略）に規定する施設基準に該当すること。 

 

※第五十七号の二に規定する「介護保健施設における室料相当額控除に係る施

設基準」 

イ 算定日が属する計画期間(法第147条第２項第一号に規定する計画期間［市町

村介護保険事業計画の計画期間］をいう。以下同じ。）の前の計画期間(算定日

が計画期間の開始後４月以内の日である場合は、前の計画期間の前の計画期間)

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注7 

 

費用通知 

第2の3(13) 
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の最終年度において、介護保健施設サービス費(Ⅱ)、介護保健施設サービス費

(Ⅲ)又は介護保健施設サービス費(Ⅳ)を算定した月が、介護保健施設サービス

費(Ⅰ)を算定した月より多いこと。 

【経過措置】 令和9年7月31日までの間は、施設基準第五十七号の二イ中「算

定日が属する計画期間（法第147条第２項第一号に規定する計画期間をいう。

以下同じ。）の前の計画期間（算定日が計画期間の開始後４月以内の日であ

る場合は、前の計画期間の前の計画期間）の最終年度」とあるのは、「令和

６年度」とする。（令和６年厚生労働省告示第86号第11条） 

ロ 介護老人保健施設の療養室に係る床面積の合計を入所定員で除した数が８以

上であること。 

 

※ 「その他型」及び「療養型」の介護老人保健施設である短期入所療養介護事業

所の多床室（いずれも８㎡/人以上に限る。）の利用者について、基本報酬から

室料相当額を控除し、利用者負担を求めることとなったもの。 

 

※ 令和７年８月以降、次に掲げる要件に該当する場合、多床室の利用者に係る

［介護老人保険施設短期入所療養介護費］について、室料相当額を控除するこ

ととする。 

① 当該［介護老人保健施設である短期入所療養介護事業所］の療養室に係る

床面積の合計を入所定員で除した数が８以上であること。なお、療養室に係

る床面積の合計については、内法による測定とすること。 

② 令和７年８月から令和９年７月までの間は、令和６年度において、［介護

老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅱ)、介護老人保険施設短期入所療養介護

費(Ⅲ)又は介護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅳ)］を算定した月が、［介

護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅰ)］を算定した月より多い、つまり７

か月以上であること。 

令和９年８月以降は、算定日が属する計画期間の前の計画期間（算定日が

計画期間の開始後４月以内の日である場合は、前の計画期間の前の計画期

間）の最終年度において、［介護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅱ)、介

護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅲ)又は介護老人保険施設短期入所療

養介護費(Ⅳ)］を算定した月が、［介護老人保険施設短期入所療養介護費

(Ⅰ)］を算定した月より多いこと。具体的には、令和９年８月から令和１２

年７月までの間は、令和８年度において、［介護老人保険施設短期入所療養

介護費(Ⅱ)、介護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅲ)又は介護老人保険施

設短期入所療養介護費(Ⅳ)］を算定した月が、［介護老人保険施設短期入所

療養介護費(Ⅰ)］を算定した月より多い、つまり７か月以上であること。 

7-12 

夜勤職員配置

加算 

介護老人保険施設短期入所療養介護費、ユニット型介護老人保険施設短期入所療

養介護費について、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する

基準【夜勤職員基準第二号のイ(3)】を満たすものとして、電子情報処理組織を使用

する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入

所療養介護事業所については、夜勤職員配置加算として、１日につき２４単位を所定

単位数に加算していますか。 

 

【夜勤職員基準第二号のイ(3)】 

夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が次の基準に適合していること。 

(一) 利用者等の数が４１以上の介護老人保健施設にあっては、利用者等の数が

２０又はその端数を増すごとに１以上であり、かつ、２を超えていること。 

(二) 利用者等の数が４０以下の介護老人保健施設にあっては、利用者等の数が

２０又はその端数を増すごとに１以上であり、かつ、１を超えていること。 

※当該規準は、夜勤職員配置加算を算定すべき介護保健施設サービスの夜勤を行

う職員の勤務条件に関する基準（夜勤職員基準第六号のハ）と同じである。 

 

※ 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、

暦月ごとに夜勤時間帯(午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連

続する１６時間をいう。)における延夜勤時間数を、当該月の日数に１６を乗じ

て得た数で除することによって算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものと

する。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注8 

 

費用通知 

第2の3(2) 

7-13 

個別リハビリ

テーション実

指定短期入所療養介護事業所の医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴

覚士等が共同して利用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、当該個別リ

ハビリテーション計画に基づき、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注9 

 

費用通知 
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施加算 士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行った場合は、個別リハビリテーシ

ョン実施加算として、１日につき２４０単位を所定単位数に加算していますか。 

 

※ 当該加算は、医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共同

して利用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、当該個別リハビリテ

ーション計画に基づき、個別リハビリテーションを２０分以上実施した場合に

算定するものである。 

 第2の3(3) 

7-14 

認知症ケア加

算 

 

【従来型】 

別に厚生労働大臣が定める施設基準【施設基準第十七号】に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った介護老人保健施設において、日常生活に支障を来すおそれのある

症状又は行動が認められることから介護を必要とする認知症の利用者に対して指定

短期入所療養介護を行った場合は、１日につき７６単位を所定単位数に加算する。 

 

※ 指定短期入所慮要介護に係る加算の施設基準第十七号は、介護保健施設サー

ビスに係る加算の施設基準第五十九号と同じである。 

※ 認知症ケア加算については、介護老人保健施設の本体部分と常に一体的な取

扱いが行われる。 

※ 「認知症ケア加算」については、介護老人保健施設の「基準確認シート」の

「6-17 認知症ケア加算」を参照のこと。 

 費用告示別表9 

イの注10 

 

 

 

 

 

 

 

費用通知 

第2の3(1)① 

7-15 

認知症行動・

心理症状緊急

対応加算 

介護老人保険施設短期入所療養介護費、ユニット型介護老人保険施設短期入所療

養介護費について、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生

活が困難であり、緊急に指定短期入所療養介護を利用することが適当であると判断

した者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、利用を開始した日から起算し

て７日を限度として、１日につき２００単位を所定単位数に加算していますか。 

 

※① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄

想・幻覚・興奮・暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に［短

期入所療養介護］が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専

門員、受け入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、［指定

短期入所療養介護］の利用を開始した場合に算定することができる。本加算

は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開始した場合に限り算定で

きるものとする。 

この際、［短期入所療養介護］ではなく、医療機関における対応が必要で

あると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提

供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要があ

る。 

③ 次に掲げる者が、直接、［短期入所療養介護］の利用を開始した場合には、

当該加算は算定できないものであること。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定

施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用共

同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特

定施設入居者生活介護を利用中の者 

④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。

また、事業所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事

項等を介護サービス計画書に記録しておくこと。 

⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心

理症状」が認められる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したもので

あるためであり、利用開始後８日目以降の［短期入所療養介護］の利用の継

続を妨げるものではないことに留意すること。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 

イの注11 

 

費用通知 

第2の3(14) 

7-16 

緊急時短期入

所受入加算 

別に厚生労働大臣が定める利用者【利用者基準第二十五号】に対し、居宅サービス

計画において計画的に行うこととなっていない指定短期入所療養介護を緊急に行っ

た場合は、緊急短期入所受入加算として、利用を開始した日から起算して７日(利用

者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４日)

を限度として１日につき９０単位を所定単位数に加算していますか。 

 

【利用者基準第二十五号】 

利用者の状態や家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注12 

 

費用通知 

第2の3(15) 
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が、緊急に指定短期入所療養介護(指定居宅サービス等基準第141条に規定する指定

短期入所療養介護をいう。)を受けることが必要と認めた利用者 

 

※ 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は算定しない。 

 

① 本加算は、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由

により短期入所が必要となった場合であって、かつ、居宅サービス計画におい

て当該日に短期入所を利用することが計画されていない居宅要介護者に対し

て、居宅サービス計画を担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、そ

の必要性を認め緊急に短期入所療養介護が行われた場合に算定できる。 

② やむを得ない事情により、当該介護支援専門員との事前の連携が図れない場

合に、利用者又は家族の同意の上、短期入所療養介護事業所により緊急に短期

入所療養介護が行われた場合であって、事後に当該介護支援専門員によって、

当該サービス提供が必要であったと判断された場合についても、当該加算を算

定できる。 

③ 本加算の算定対象期間は原則として７日以内とし、その間に緊急受入れ後に

適切な介護を受けられるための方策について、担当する指定居宅介護支援事業

所の介護支援専門員と密接な連携を行い、相談すること。ただし、利用者の介護

を行う家族等の疾病が当初の予想を超えて長期間に及んだことにより在宅への

復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以内に適切な方策が

立てられない場合には、その状況を記録した上で１４日を限度に引き続き加算

を算定することができること。その場合であっても、利用者負担軽減に配慮す

る観点から、機械的に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメン

トによる代替手段の確保等について、十分に検討すること。 

④ 緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項

を記録しておくこと。また、緊急利用者にかかる変更前後の居宅介護サービス

計画を保存するなどして、適正な緊急利用に努めること。 

⑤ 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定した場合には、当該加算は算定で

きないものであること。 

⑥ 緊急受入に対応するため、居宅介護支援事業所や近隣の他事業所との情報共

有に努め、緊急的な利用ニーズの調整を行うための窓口を明確化すること。ま

た、空床の有効活用を図る観点から、情報公表システム、当該事業所のホームペ

ージ又は地域包括支援センターへの情報提供等により、空床情報を公表するよ

う努めること。 

7-17 

若年性認知症

利用者受入加

算 

別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第十八号】に適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った指定短期入所療養介護事業所において、若年性認知症利用者に対して

指定短期入所療養介護を行った場合は、若年性認知症利用者受入加算として、介護老

人保険施設短期入所療養介護費、ユニット型介護老人保険施設短期入所療養介護費

については１日につき１２０単位を、特定介護老人保険施設短期入所療養介護費に

ついては１日につき６０単位を所定単位数に加算していますか。 

 

【大臣基準第十八号】 

受け入れた若年性認知症利用者(介護保険法施行令第２条第六号に規定する初

老期における認知症によって要介護者となった者をいう。)ごとに個別の担当者を

定めていること。 

 

※ 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定している場合は、算定しない。 

 

※ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、

当該利用者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注13 

 

費用通知 

第2の3(16) 

7-18 

重度療養管理

加算 

 

【療養型老

健、その他型

を除く】 

介護老人保険施設短期入所療養介護費（Ⅰ）、ユニット型介護老人保険施設短期入

所療養介護費（Ⅰ）、特定介護老人保健施設入所療養介護費について、利用者(要介

護状態区分が要介護４又は要介護５の者に限る。)であって、別に厚生労働大臣が定

める状態にあるもの【利用者基準第二十六号】に対して、計画的な医学的管理を継続

して行い、かつ、療養上必要な処置を行った場合は、重度療養管理加算として、介護

老人保険施設短期入所療養介護費（Ⅰ）及びユニット型介護老人保険施設短期入所療

養介護費（Ⅰ）については１日につき１２０単位を、特定介護老人保健施設入所療養

介護費については１日につき６０単位を所定単位数に加算していますか。 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注14 

 

費用通知 

第2の3(4) 
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【利用者基準第二十六号】 

第十八号に規定する状態 

※当該規定 

イ 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 

ロ 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

ハ 中心静脈注射を実施している状態 

ニ 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態 

ホ 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態 

ヘ 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第五号に掲

げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの処置を

実施している状態 

ト 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態 

チ 褥瘡に対する治療を実施している状態 

リ 気管切開が行われている状態 

 

① 重度療養管理加算は、要介護４又は要介護５に該当する者であって別に厚生

労働大臣の定める状態（利用者等告示）にある利用者に対して、計画的な医学的

管理を継続的に行い、指定短期入所療養介護を行った場合に、所定単位数を加

算する。当該加算を算定する場合にあっては、当該医学的管理の内容等を診療

録に記載しておくこと。 

② 重度療養管理加算を算定できる利用者は、次のいずれかについて、当該状態

が一定の期間や頻度で継続している者であること。 

なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態(利用者基準第十八号のイからリま

で)を記載することとする。なお、複数の状態に該当する場合は主たる状態のみ

を記載すること。 

ア 利用者等告示第十八号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」と

は、当該月において１日当たり８回(夜間を含め約３時間に１回程度)以上実

施している日が２０日を超える場合をいうものであること。 

イ 利用者等告示第十八号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している

状態」については、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸

を行っていること。 

ウ 利用者等告示第十八号ハの「中心静脈注射を実施している状態」について

は、中心静脈注射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄養以

外に栄養維持が困難な利用者であること。 

エ 利用者等告示第十八号ニの「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併

症を有する状態」については、人工腎臓を各週２日以上実施しているもので

あり、かつ、左記に掲げるいずれかの合併症をもつものであること。 

a 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている糖

尿病 

b 常時低血圧(収縮期血圧が９０mmHg以下) 

c 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの 

d 出血性消化器病変を有するもの 

e 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

f うっ血性心不全(NYHAⅢ度以上)のもの 

オ 利用者等告示第十八号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モ

ニター測定を実施している状態」については、持続性心室性頻拍や心室細動

等の重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧９０mmHg以下が持続する状

態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度９０％以下の状態で常時、

心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを行ってい

ること。 

カ 利用者等告示第十八号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害

者福祉法施行規則別表第五号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上

に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」については、当該利

用者に対して、皮膚の炎症等に対するケアを行った場合に算定できるもので

あること。 

キ 利用者等告示第十八号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている

状態」については、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利用

者に対して、経腸栄養を行った場合に算定できるものであること。 

ク 利用者等告示第十八号チの「褥瘡に対する治療を実施している状態」につ

いては、以下の分類で第３度以上に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要な

処置を行った場合に限る。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失し
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ない(皮膚の損傷はない) 

第二度：皮膚層の部分的喪失(びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるもの) 

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして表れ、

隣接組織まで及んでいることもあれば、及んでいないこともある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 

ケ 利用者等告示第十八号リの「気管切開が行われている状態」については、

気管切開が行われている利用者について、気管切開の医学的管理を行った場

合に算定できるものであること。 

7-19 

在宅復帰・在

宅療養支援機

能加算 

 

【基本型・在

宅強化型】 

介護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保険施設短期入所療養介護

費(ⅰ)及び(ⅲ)並びにユニット型介護老人保険施設短期入所療養介護費 (Ⅰ)のユ

ニット型介護老人保険施設短期入所療養介護費 (ⅰ)及び(ⅲ)について、別に厚生労

働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の四】に適合するものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行っ

た指定短期入所療養介護事業所については、在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)と

して、１日につき５１単位を所定単位数に加算していますか。 

 

介護老人保険施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保険施設短期入所療養介護

費(ⅱ)及び(ⅳ)並びにユニット型介護老人保険施設短期入所療養介護費 (Ⅰ)のユ

ニット型介護老人保険施設短期入所療養介護費 (ⅱ)及び(ⅳ)について、別に厚生労

働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の四】に適合するものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行っ

た指定短期入所療養介護事業所については、在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)と

して、１日につき５１単位を所定単位数に加算していますか。 

 

【大臣基準第三十九号の四】 

イ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)の基準 

(1) 次に掲げる算式により算定した数が４０以上であること。 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ＋Ｈ＋Ｉ＋Ｊ 

備考 この算式中次に掲げる記号の意義は、それぞれ次に定めるとおりと

する。 

［注：Ａ～Ｊは、大臣基準第九十号と同様であるため、省略している。］ 

※ 介護老人保健施設の「基準確認シート」の「6-25 在宅復帰・在宅療

養支援機能加算」を参照のこと。 

※ なお、大臣基準第九十号のＥ、Ｆの規定は、令和３年度に改正された

が、大臣基準第三十九号の四のＥ、Ｆの規定は、改正されていない。 

(2) 地域に貢献する活動を行っていること。 

(3) 介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所

療養介護費(i)若しくは(ⅲ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養

介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(i)若しくは

経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(i)を算定している

ものであること。 

ロ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)の基準 

(1) イ(1)に掲げる算定式により算定した数が７０以上であること。 

(2)  介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期入所

療養介護費(ⅱ)若しくは(ⅳ)又はユニット型介護老人保健施設短期入所療

養介護費(Ⅰ)のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)若し

くは経過的ユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)を算定し

ているものであること。 

 

※３(1)③ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)について 

※３(1)⑤ 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅱ)について 

いずれも、介護老人保健施設の「基準確認シート」の「6-25 在宅復帰・在宅療

養支援機能加算」を参照のこと。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

 
 
 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 

イの注15 

 

費用通知 

第2の3(1)③⑤ 

7-20 

送迎加算 

電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式によ

る届出を行った指定短期入所療養介護事業所において、利用者の心身の状態、家族等

の事情等からみて送迎を行うことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と

指定短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道につき１８４単位を

所定単位数に加算していますか。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 

イの注16 

 

7-21 

従来型個室利

次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設短期入所療養介護費を支

給する場合は、介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅰ)の介護老人保健施設短期
 費用告示別表9 

イの注17 
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用に係る経過

措置 

 

入所療養介護費(ⅲ)若しくは(ⅳ)、介護老人保健施設短期入所療養介護費(Ⅱ)の介

護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)、介護老人保健施設短期入所療養介護費

(Ⅲ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)又は介護老人保健施設短期入所療

養介護費(Ⅳ)の介護老人保健施設短期入所療養介護費(ⅱ)を算定する。 

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準【施設基準第二十一号のイ】に適合する従来

型個室を利用する者 

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況に重大な影響を及

ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利用の必要があると医師が判断した者 

 

【施設基準第二十一号のイ】 

介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所の療養室（略）における

利用者１人当たりの面積が、８.０㎡以下であること。 

7-22 

連続した利用 

利用者が連続して３０日を超えて指定短期入所療養介護を受けている場合におい

て、３０日を超える日以降に受けた指定短期入所療養介護について、介護老人保健施

設における短期入所療養介護費を算定していませんか。 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注19 

 

7-23 

特別療養費 

 

【療養型老健】 

電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式によ

る届出を行った指定短期入所療養介護事業所において、介護老人保健施設短期入所

療養介護費（Ⅱ）及び（Ⅲ）並びに介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）及び

（Ⅲ）について、利用者に対して、指導管理等のうち日常的に必要な医療行為として

別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に、特別療養費として、別に厚生労働大

臣が定める単位数に１０円を乗じて得た額を算定していますか。 

 

※ 特別療養費は、利用者に対して、日常的に必要な医療行為を行った場合等に

算定できるものである。その内容については、別途通知するところによるもの

とする。 

 

【関係告示・通知】 ※「7-34 特別療養費に係る指導管理等及び単位数」参照 

・「厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数」（平成20

年厚生労働省告示第273号） 

・「厚生労働大臣が定める特別療養費に係る施設基準等」（平成20年厚生労働

省告示第274号） 

・「特別療養費の算定に関する留意事項について」（平成20年4月10日老老発第

0410002号・厚生労働省老健局老人保健課長通知） 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注20 

 

費用通知 

第2の3(1)⑥ハ 

7-24 

療養体制維持

特別加算 

 

【療養型老健】 

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）及び（Ⅲ）並びに介護老人保健施設短

期入所療養介護費（Ⅱ）及び（Ⅲ）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準【施

設基準第十八号】に適合しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った介護老人保健施設である

指定短期入所療養介護事業所については、当該施設基準に掲げる区分に従い、療養体

制維持特別加算として、次に掲げる区分に応じ、それぞれ１日につき次に掲げる所定

単位数を加算していますか。 

 

（一） 療養体制維持特別加算(Ⅰ) ２７単位 

（ニ） 療養体制維持特別加算(Ⅱ) ５７単位 

 

【施設基準第十八号】 

イ 介護老人保健施設における療養体制維持特別加算(Ⅰ)に係る施設基準 

(1) 当該介護老人保健施設が次のいずれかに該当すること。 

(一) 転換を行う直前において、療養型介護療養施設サービス費(Ⅰ)、療養

型経過型介護療養施設サービス費、ユニット型療養型介護療養施設サー

ビス費、ユニット型療養型経過型介護療養施設サービス費、認知症疾患

型介護療養施設サービス費(Ⅱ)又はユニット型認知症疾患型介護療養

施設サービス費(Ⅱ)を算定する指定介護療養型医療施設（略）を有する

病院であった介護老人保健施設であること。 

(二) 転換を行う直前において、療養病床を有する病院(診療報酬の算定方

法の別表第一医科診療報酬点数表に規定する療養病棟入院基本料１の

施設基準に適合しているものとして当該病院が地方厚生局長等に届け

出た病棟、基本診療料の施設基準等の一部を改正する件(平成22年厚生

労働省告示第72号)による改正前の基本診療料の施設基準等(平成20年

厚生労働省告示第62号。以下この号及び第六十一号において「新基本診

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

費用告示別表9 

イの注21 

 

費用通知 

第2の3(1)⑥ニ 



46 
 

療料の施設基準等」という。)第五の三(2)イ②に規定する２０対１配置

病棟又は新基本診療料の施設基準等による廃止前の基本診療料の施設

基準等(平成18年厚生労働省告示第93号)第五の三(2)ロ①2に規定する

２０対１配置病棟を有するものに限る。)であった介護老人保健施設で

あること。 

(2)  当該介護老人保健施設における看護職員又は介護職員の数のうち、介護

職員の数が、常勤換算方法で、指定短期入所療養介護の利用者の数及び当該

介護老人保健施設の入所者の数の合計数が４又はその端数を増すごとに１

以上であること。 

(3) 通所介護等の算定方法第四号イに規定する基準［定員超過利用・人員基準

欠如に係る基準］に該当していないこと。 

ロ 介護老人保健施設における療養体制維持特別加算(Ⅱ)に係る施設基準 

(1) 算定日が属する月の前３月間における入所者等のうち、喀痰吸引又は経管

栄養が実施された者の占める割合が１００分の２０以上であること。 

(2) 算定日が属する月の前三月間における入所者等のうち、著しい精神症状、

周辺症状又は重篤な身体疾患又は日常生活に支障を来すような症状・行動や

意志疎通の困難さが頻繁に見られ、専門医療を必要とする認知症高齢者の占

める割合が１００分の５０以上であること。 

 

※ａ 療養体制維持特別加算(Ⅰ)は、介護療養型老人保健施設の定員のうち、転

換前に４：１の介護職員配置を施設基準上の要件とする介護療養施設サービ

ス費を算定する指定介護療養型医療施設又は医療保険の療養病棟入院基本料

１の施設基準に適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た病棟であ

ったもの(平成22年4月1日以前に転換した場合にあっては、医療保険の療養病

棟入院基本料におけるいわゆる２０：１配置病棟であったもの)の占める割合

が２分の１以上である場合に、転換前の療養体制を維持しつつ、質の高いケ

アを提供するための介護職員の配置を評価することとする。 

ｂ 療養体制維持特別加算(Ⅱ)にかかる施設基準第十八号ロ(2)の基準におい

て、「著しい精神症状、周辺症状又は重篤な身体疾患又は日常生活に支障を

来すような症状・行動や意志疎通の困難さが頻繁に見られ、専門医療を必要

とする認知症高齢者」とあるのは、認知症高齢者の日常生活自立度のランク

Ⅳ又はＭに該当する者をいうものであること。 

7-25 

その他型の費

用算定 

介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅳ）、ユニット型介護老人保健施設短期入

所療養介護費（Ⅳ）を算定している介護老人保健施設については、注９、注14及び注

15は算定しない。 

 

注９ 個別リハビリテーション実施加算 

注14 重度療養管理加算 

注15 在宅復帰・在宅療養支援機能加算(Ⅰ)(Ⅱ) 

 費用告示別表9 

イの注22 

7-26 

総合医学管理

加算 

２７５単位 

 

治療管理を目的とし、別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の五】

に従い指定短期入所療養介護を行った場合に、１０日を限度として１日につき所定

単位数を加算していますか。 

 

※ 緊急時施設療養費を算定した日は、算定しない。 

 

【大臣基準第三十九号の五】 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行うこと。 

ロ 診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の内容

等を診療録に記載すること。 

ハ 利用者の主治の医師に対して、当該利用者の同意を得て、当該利用者の診療

状況を示す文書を添えて必要な情報の提供を行うこと。 

 

① 本加算は、居宅要介護者に対して、居宅サービス計画を担当する居宅介護支

援事業所の介護支援専門員と連携し、利用者又は家族の同意の上、治療管理を

目的として、指定短期入所療養介護事業所により短期入所療養介護が行われた

場合に１０日を限度として算定できる。 

利用にあたり、医療機関における対応が必要と判断される場合にあっては、

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 

イ(4) 

 

費用通知 

第2の3(5) 
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速やかに医療機関の紹介、情報提供を行うことにより、適切な医療が受けられ

るように取りはからう必要がある。 

② 利用にあたり、診断等に基づき、診療方針を定め、治療管理として投薬、検

査、注射、処置等を行うこと。 

③ 算定する場合にあっては、診療方針、診断名、診断を行った日、実施した投

薬、検査、注射、処置の内容等を診療録に記載しておくこと。 

④ 利用終了日から７日以内に、利用者の主治の医師に対して、利用者の同意を

得て、診療状況を示す文書を交付すること。また、交付した文書の写しを診療録

に添付するとともに、主治の医師からの当該利用者に係る問合せに対しては、

懇切丁寧に対応するものとする。 

⑤ 主治の医師への文書の交付がない場合には、利用期間中を通じて、算定でき

なくなることに留意すること。ただし、利用者又はその家族の同意が得られな

い場合は、この限りではない。 

⑥ 利用中に入院することとなった場合は、医療機関に診療状況を示す文書を添

えて必要な情報提供を行った場合に限り、入院した日を除いて算定できる。 

⑦ 緊急時施設療養費を算定した場合には、本加算は算定できないものであるこ

と。 

7-27【新】 

口腔連携強化

加算 

５０単位 

 

別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の六】に適合しているものと

して、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式

による届出を行った指定短期入所療養介護事業所の従業者が、口腔の健康状態の評

価を実施した場合において、利用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員

に対し、当該評価の結果の情報提供を行ったときは、口腔連携強化加算として、１月

に１回に限り所定単位数を加算していますか。 

 

【大臣基準第三十九号の六】 

イ 指定短期入所療養介護事業所の従業者が利用者の口腔の健康状態に係る評価

を行うに当たって、歯科診療報酬点数表の区分番号C000に掲げる歯科訪問診療

料の算定の実績がある歯科医療機関の歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯

科衛生士に相談できる体制を確保し、その旨を文書等で取り決めていること。 

ロ 次のいずれにも該当しないこと。 

(1) 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、栄養状態のス

クリーニングを行い、口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)を算定している場

合を除き、口腔・栄養スクリーニング加算を算定していること。 

(2) 当該利用者について、口腔の健康状態の評価の結果、居宅療養管理指導が

必要であると歯科医師が判断し、初回の居宅療養管理指導を行った日の属す

る月を除き、指定居宅療養管理指導事業所が歯科医師又は歯科衛生士が行う

居宅療養管理指導費を算定していること。 

(3) 当該事業所以外の介護サービス事業所において、当該利用者について、口

腔連携強化加算を算定していること。 

 

① 口腔連携強化加算の算定に係る口腔の健康状態の評価は、利用者に対する適

切な口腔管理につなげる観点から、利用者ごとに行われるケアマネジメントの

一環として行われることに留意すること。 

② 口腔の健康状態の評価の実施に当たっては、必要に応じて、厚生労働大臣が

定める基準における歯科医療機関（以下｢連携歯科医療機関｣という。）の歯科

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士に口腔の健康状態の評価の方法や

在宅歯科医療の提供等について相談すること。なお、連携歯科医療機関は複数

でも差し支えない。 

③ 口腔の健康状態の評価をそれぞれ利用者について行い、評価した情報を歯科

医療機関及び当該利用者を担当する介護支援専門員に対し、別紙様式11等によ

り提供すること。 

④ 歯科医療機関への情報提供に当たっては、利用者又は家族等の意向及び当該

利用者を担当する介護支援専門員の意見等を踏まえ、連携歯科医療機関・かか

りつけ歯科医等のいずれか又は両方に情報提供を行うこと。 

⑤ 口腔の健康状態の評価は、それぞれ次に掲げる確認を行うこと。ただし、ト

及びチについては、利用者の状態に応じて確認可能な場合に限って評価を行う

こと。 

イ 開口の状態 

ロ 歯の汚れの有無 

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 

イ(5) 

 

費用通知 

第2の3(17) 
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ハ 舌の汚れの有無 

ニ 歯肉の腫れ、出血の有無 

ホ 左右両方の奥歯のかみ合わせの状態 

ヘ むせの有無 

ト ぶくぶくうがいの状態 

チ 食物のため込み、残留の有無 

⑥ 口腔の健康状態の評価を行うに当たっては、別途通知（｢リハビリテーション・

個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について｣）及び｢入院(所)中

及び在宅等における療養中の患者に対する口腔の健康状態の確認に関する基本

的な考え方｣(令和６年３月日本歯科医学会）等を参考にすること。 

⑦ 口腔の健康状態によっては、主治医の対応を要する場合もあることから、必

要に応じて介護支援専門員を通じて主治医にも情報提供等の適切な措置を講ず

ること。 

⑧ 口腔連携強化加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議等を

活用し決定することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔の

健康状態の評価を継続的に実施すること。 

7-28 

療養食加算 

６単位 

 

次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして、電子情報処理組織を使用する

方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った当該基準による

食事の提供を行う指定短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養

食【利用者基準第六十六号】を提供したときは、１日につき３回を限度として、所定

単位数を加算していますか。 

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行

われていること。 

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十五号】に適

合する指定短期入所療養介護事業所において行われていること。 

 

【利用者基準第二十七号】 

第二十三号に規定する療養食 

［疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な

栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓

病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食］ 

 

【大臣基準第三十五号】 

通所介護費等算定方法第四号イに規定する基準［定員超過利用・人員基準欠如に係

る基準］のいずれにも該当しないこと。 

 

① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者

に対し疾患治療の直接手段として発行された食事箋に基づき、利用者等告示に

示された療養食が提供された場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合

は、療養食の献立表が作成されている必要があること。 

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食

事箋に基づいて提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を

有する治療食(糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食(流動食は除く。)、貧

血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食をいうものであ

ること。 

③ 前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わないこと。 

④ 減塩食療法等について 

心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うこ

とができるものであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行う場合は、加算の

対象とはならないこと。 

また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食について

は、総量６.０ｇ未満の減塩食をいうこと。 

⑤ 肝臓病食について 

肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食(胆石症及び胆嚢

炎による閉鎖性黄疸の場合を含む。)等をいうこと。 

⑥ 胃潰瘍食について 

十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前

後に与える高カロリー食は加算の対象としないが、侵襲の大きな消化管手術の

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 
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術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場合は、療養食の加算が認めら

れること。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下してい

る入所者等に対する低残さ食については、療養食として取り扱って差し支えな

いこと。 

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について 

療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン

濃度が１０ｇ／dl以下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来する者であること。 

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について 

高度肥満症(肥満度が＋７０％以上又はBMI(Body Mass Index)が３５以上)に

対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食に準じて取り扱うことができるこ

と。 

⑨ 特別な場合の検査食について 

特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線検査・大腸内視鏡検査

のために特に残さの少ない調理済食品を使用した場合は、「特別な場合の検査

食」として取り扱って差し支えないこと。 

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について 

療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は、空腹時定常

状態におけるLDL―コレステロール値が１４０ｍｇ／dl以上である者又はHDL―

コレステロール値が４０ｍｇ／dl未満若しくは血清中性脂肪値が１５０ｍｇg

／dl以上である者であること。 

7-29 

認知症専門ケ

ア加算 

別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三号の五】に適合しているものとし

て、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式に

よる届出を行った指定短期入所療養介護事業所において、別に厚生労働大臣が定め

る者【利用者基準第二十八号の二】に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当

該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を加算していますか。 

 

(一) 認知症専門ケア加算(Ⅰ) ３単位 

(二) 認知症専門ケア加算(Ⅱ) ４位 

 

※ （Ⅰ）と（Ⅱ）は併算定しない。 

 

【大臣基準第三号の五】 

イ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 事業所又は施設における利用者又は入所者の総数のうち、日常生活に

支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要

とする認知症の者(以下この号において「対象者」という。)の占める割合

が２分の１以上であること。 

(2) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、事業所又は施設

における対象者の数が２０人未満である場合にあっては１以上、対象者

の数が２０人以上である場合にあっては１に対象者の数が１９を超えて

１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チームと

して専門的な認知症ケアを実施していること。 

(3) 当該事業所又は施設の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の

伝達又は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。 

ロ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イの基準のいずれにも適合すること。 

(2) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配

置し、事業所又は施設全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

(3) 当該事業所又は施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに

関する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修(外部における研修を含

む。)を実施又は実施を予定していること。 

 

【利用者基準第二十八号の二】 

第二十三号の二に規定する者 

※当該規定 

日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護

を必要とする認知症の者 

 

① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることか

ら介護を必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はM

に該当する利用者を指すものとする。 

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 
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② 認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合が１／２以上の算定方法は、算

定日が属する月の前3月間の利用者実人員数又は利用延人員数(要支援者を含

む)の平均で算定すること。また、届出を行った月以降においても、直近３月

間の認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の割合につき、毎月継続的に所定

の割合以上であることが必要である。なお、その割合については、毎月記録す

るものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに訪問通所サービ

ス通知第1の5の届出［体制届］を提出しなければならない。 

③ 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実

施について」（平成18年３月31日老発第0331010号厚生労働省老健局長通知）、

「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」（平成18年３月31日

老計第0331007号厚生労働省計画課長通知）に規定する「認知症介護実践リー

ダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

④ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」は、テレ

ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個人情報保

護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関する

ガイドライン」等を遵守すること。 

⑤ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事

業の実施について」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」

に規定する「認知症介護指導者研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指

すものとする。 

⑥ 併設事業所及び［介護老人保健施設］の空床利用について 

併設事業所であって本体施設と一体的に運営が行われている場合及び［介

護老人保健施設］の空床を利用して［指定短期入所療養介護］を行う場合の

認知症専門ケア加算の算定は、本体施設である［介護老人保健施設］と一体

的に行うものとすること。具体的には、本体施設の対象者の数と併設事業所

の対象者の数（［介護老人保健施設］の空床を利用して［指定短期入所療養

介護］を行う場合にあっては、当該［指定短期入所療養介護］の対象者の数）

を合算した数が２０人未満である場合にあっては、１以上、当該対象者の数

が２０人以上である場合にあっては、１に、当該対象者の数が１９を超えて

１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上の③又は⑤に規定す

る研修を修了した者を配置している場合に算定可能となる。 

7-30 

緊急時施設療

養費 

利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない事情により行われ

る次に掲げる医療行為につき算定する。 

 

緊急時治療管理(１日につき) ５１８単位 

利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場合において緊急的な治

療管理としての投薬、検査、注射、処置等を行ったときに算定していますか。 

 

※同一の利用者について１月に１回、連続する３日を限度として算定する。 

 

 

特定治療 

診療報酬の算定方法第1章及び第2章において、高齢者の医療の確保に関する法

律（略）第57条第3項に規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定される

リハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療(別に厚生労働大臣が定め

るもの【利用者基準第二十八号】を除く。)を行った場合に、当該診療に係る医科

診療報酬点数表第1章及び第2章に定める点数に１０円を乗じて得た額を算定して

いますか。 

 

【利用者基準第二十八号】 

医科診療報酬点数表第２章第７部により点数の算定されるリハビリテーショ

ン、同章第九部により点数の算定される処置(同部において医科診療報酬点数表の

例によるとされている診療のうち次に掲げるものを含む。)、同章第10部により点

数の算定される手術及び同章第11部により点数の算定される麻酔のうち、次に掲

げるものとする。 

イ 第７部リハビリテーションに掲げるリハビリテーションのうち次に掲げる

もの 

(１) 脳血管疾患等リハビリテーション料(言語聴覚療法に係るものに限

る。) 

(２) 摂食機能療法 

 

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

 

 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 
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(３) 視能訓練 

ロ 第９部処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(１) 一般処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 創傷処置(6,000平方センチメートル以上のもの(褥瘡に係るものを

除く。)を除く。) 

(二) 熱傷処置(6,000平方センチメートル以上のものを除く。) 

(三) 重度褥瘡処置 

(四) 長期療養患者褥瘡等処置 

(五) 精神病棟等長期療養患者褥瘡等処置 

(六) 爪甲除去(麻酔を要しないもの) 

(七) 穿刺排膿後薬液注入 

(八) 空洞切開術後ヨードホルムガーゼ処置 

(九) ドレーン法(ドレナージ) 

(十) 頸椎、胸椎又は腰椎穿刺 

(十一) 胸腔穿刺(洗浄、注入及び排液を含む。) 

(十二) 腹腔穿刺(人工気腹、洗浄、注入及び排液を含む。) 

(十三)  喀痰吸引 

(十四) 干渉低周波去痰器による喀痰排出 

(十五) 高位浣腸、高圧浣腸、洗腸 

(十六) 摘便 

(十七) 腰椎麻酔下直腸内異物除去 

(十八) 腸内ガス排気処置(開腹手術後) 

(十九) 酸素吸入 

(二十) 突発性難聴に対する酸素療法 

(二十一) 酸素テント 

(二十二) 間歇的陽圧吸入法 

(二十三) 体外式陰圧人工呼吸器治療 

(二十四) 肛門拡張法(徒手又はブジーによるもの) 

(二十五) 非還納性ヘルニア徒手整復法 

(二十六) 痔核嵌頓整復法(脱肛を含む。) 

(２) 救急処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 救命のための気管内挿管 

(二) 体表面ペーシング法又は食道ペーシング法 

(三) 人工呼吸 

(四) 非開胸的心マッサージ 

(五) 気管内洗浄 

(六) 胃洗浄 

(３) 皮膚科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 皮膚科軟膏処置 

(二) いぼ焼灼法 

(三) イオントフォレーゼ 

(四) 臍肉芽腫切除術 

(４) 泌尿器科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 膀胱洗浄(薬液注入を含む。) 

(二) 後部尿道洗浄(ウルツマン) 

(三) 留置カテーテル設置 

(四) 嵌頓包茎整復法(陰茎絞扼等) 

(５) 産婦人科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 膣洗浄(熱性洗浄を含む。) 

(二) 子宮頸管内への薬物挿入法 

(６) 眼科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 眼処置 

(二) 義眼処置 

(三) 睫毛抜去 

(四) 結膜異物除去 

(７) 耳鼻咽喉科処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 耳処置(点耳、耳浴、耳洗浄及び簡単な耳垢栓除去を含む。) 

(二) 鼻処置(鼻吸引、鼻洗浄、単純鼻出血及び鼻前庭の処置を含む。) 

(三) 口腔、咽頭処置 

(四) 関節喉頭鏡下喉頭処置(喉頭注入を含む。) 

(五) 鼻出血止血法(ガーゼタンポン又はバルーンによるもの) 

(六) 耳垢栓塞除去(複雑なもの) 



52 
 

(七) ネブライザー 

(八) 超音波ネブライザー 

(８) 整形外科的処置に掲げる処置(鋼線等による直達牽引を除く。) 

(９) 栄養処置に掲げる処置のうち次に掲げるもの 

(一) 鼻腔栄養 

(二) 滋養浣腸 

ハ 第10部手術に掲げる手術のうち次に掲げるもの 

(１) 創傷処理(長径５センチメートル以上で筋肉、臓器に達するものを除

く。) 

(２) 皮膚切開術(長径２０センチメートル未満のものに限る。) 

(３) デブリードマン(１００平方センチメートル未満のものに限る。) 

(４) 爪甲除去術 

(５) ひよう疽手術 

(６) 風棘手術 

(７) 外耳道異物除去術(極めて複雑なものを除く。) 

(８) 咽頭異物摘出術 

(９) 顎関節脱臼非観血的整復術 

(１０) 血管露出術 

ニ 第11部麻酔に掲げる麻酔のうち次に掲げるもの 

(１) 静脈麻酔、筋肉注射による全身麻酔、注腸による麻酔 

(２) 硬膜外ブロックにおける麻酔剤の持続的注入 

ホ イからニまでに掲げるリハビリテーション、処置、手術又は麻酔に最も近

似するものとして医科診療報酬点数表により点数の算定される特殊なリハビ

リテーション、処置、手術及び麻酔 

 

※ ［利用者］の病状が著しく変化し、入院による治療が必要とされる場合には、

速やかに協力病院等の病院へ入院させることが必要であるが、こうした場合で

あっても、介護老人保健施設において緊急その他やむを得ない事情により施設

療養を行うときがあるので、緊急時施設療養費は、このような場合に行われる

施設療養を評価するために設けられていること。 

① 緊急時治療管理 

イ 緊急時治療管理は、［利用者］の病状が重篤になり、救命救急医療が必

要となる入所者に対し、応急的な治療管理として投薬、注射、検査、処置

等が行われた場合に算定すること。 

ロ 緊急時治療管理は、１回に連続する３日を限度とし、月１回に限り算定

するものであるので、例えば、１月に連続しない１日を３回算定すること

は認められないものであること。 

ハ また、緊急時治療管理と特定治療とは同時に算定することはできないこ

と。 

ニ 緊急時治療管理の対象となる入所者は、次のとおりであること。 

a 意識障害又は昏睡 

b 急性呼吸不全又は慢性呼吸不全の急性増悪 

c 急性心不全(心筋梗塞を含む。) 

d ショック 

e 重篤な代謝障害 

f その他薬物中毒等で重篤なもの 

② 特定治療 

イ 特定治療は、介護老人保健施設においてやむを得ない事情により行われ

るリハビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療について、診療

報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第59号)別表第一医科診療報酬

点数表により算定する点数に１０円を乗じた額を算定すること。 

ロ 算定できないものは、［利用者基準第二十八号］に示されていること。 

ハ ロの具体的取扱いは、診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第

五十九号)別表第一医科診療報酬点数表の取扱いの例によること。 

7-33【新】 

生産性向上推

進体制加算 

別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第三十九号の七】に適合しているものと

して、電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式

による届出を行った指定短期入所療養介護事業所において、利用者に対して指定短

期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げ

る所定単位数を加算していますか。 

 

(1) 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) １００単位 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 

イ(9) 
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(2) 生産性向上推進体制加算(Ⅱ)  １０単位 

 

※ （Ⅰ）と（Ⅱ）は併算定しない。 

 

【大臣基準第三十九の七】 

第三十七号の三の規定を準用する。 

※当該規定 

イ 生産性向上推進体制加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資す

る方策を検討するための委員会において、次に掲げる事項について必要な検

討を行い、及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

(一) 業務の効率化及び質の向上又は職員の負担の軽減に資する機器(以下

「介護機器」という。)を活用する場合における利用者の安全及びケアの

質の確保 

(二) 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

(三) 介護機器の定期的な点検 

(四) 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員

研修 

(2) (1)の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保並

びに職員の負担軽減に関する実績があること。 

(3) 介護機器を複数種類活用していること。 

(4) (1)の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化及

びケアの質の確保並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を踏

まえ、必要な取組を実施し、及び当該取組の実施を定期的に確認すること。 

(5) 事業年度ごとに(1)、(3)及び(4)の取組に関する実績を厚生労働省に報告

すること。 

ロ 生産性向上推進体制加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イ(1)に適合していること。 

(2) 介護機器を活用していること。 

(3) 事業年度ごとに(2)及びイ(1)の取組に関する実績を厚生労働省に報告す

ること。 

 

※ 生産性向上推進体制加算の内容については、別途通知（「生産性向上推進体

制加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示につい

て」）を参照すること。 

7-34 

サービス提供

体制強化加算 

別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第四十号】に適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った指定短期入所療養介護事業所が、利用者に対し指定短期入所療養介護

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１日につき次に掲げる所定単位数を

加算していますか。 

 

(一) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) ２２単位 

(二) サービス提供体制強化加算(Ⅱ) １８単位 

(三) サービス提供体制強化加算(Ⅲ)  ６単位 

 

※ （Ⅰ）（Ⅱ）（Ⅲ）は併算定しない。 

 

【大臣基準第四十号】 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次に掲

げる基準のいずれにも適合すること。 

(一) 次のいずれかに適合すること。 

ａ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設である指定短期入所

療養介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

１００分の８０以上であること。 

ｂ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設である指定短期入所

療養介護事業所の介護職員の総数のうち、勤続年数１０年以上の介護福

祉士の占める割合が１００分の３５以上であること。 

(二) 通所介護費等算定方法第四号イに規定する基準［定員超過利用・人員

基準欠如に係る基準］のいずれにも該当しないこと。 

(2)(3) （略） 

☐はい 

☐いいえ 

☐非該当 

 

費用告示別表9 
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ロ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次に掲

げる基準のいずれにも適合すること。 

(一) 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設である指定短期入所

療養介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

１００分の６０以上であること。 

(二) イ(1)(二)に該当するものであること。 

(2)(3) （略） 

ハ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

(1) 介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては、次に掲

げる基準のいずれにも適合すること。 

(一) 次のいずれかに適合すること。 

ａ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設である指定短期入所

療養介護事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 

１００分の５０以上であること。 

ｂ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設である指定短期入所

療養介護事業所の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合

が１００分の７５以上であること。 

ｃ 指定短期入所療養介護を行う介護老人保健施設である指定短期入所

療養介護事業所の指定短期入所療養介護又は介護保健施設サービスを

利用者又は入所者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数７年以上

の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

(二) イ(1)(二)に該当するものであること。 

(2)(3) （略） 

 

※ ２の(28)①から④まで及び⑥を準用する。 

① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度(３月を

除く。)の平均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算

にあっては、利用者・入所者への介護業務(計画作成等介護を行うに当たって必

要な業務は含まれるが、請求事務等介護に関わらない業務を除く。)に従事して

いる時間を用いても差し支えない。 

ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所(新たに事業を開始し、又は再

開した事業所を含む。)については、届出日の属する月の前３月について、常勤

換算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事業を

開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となるもので

あること。 

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している

者とすること。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月

間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。

なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合

については、直ちに訪問通所サービス通知第一の5の届出［体制届］を提出しな

ければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法

人等の経営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサー

ビスを利用者に直接提供する職員として勤務した年数を含めることができるも

のとする。 

⑥ 同一の事業所において［指定介護予防短期入所療養介護］を一体的に行って

いる場合においては、本加算の計算も一体的に行うこととする。 

 

※ 指定短期入所療養介護を利用者に直接提供する職員とは、看護職員、介護職

員、支援相談員、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚上として勤務を行う職員

を指すものとする。 

7-33 

介護職員等処

遇改善加算 

 

【令和6年6月1

日施行】 

 

別に厚生労働大臣が定める基準【大臣基準第四十一号】に適合する介護職員等の

賃金の改善等を実施しているものとして、電子情報処理組織を使用する方法によ

り、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入所療養介護

事業所が、利用者に対し、指定短期入所療養介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算していますか。 

 

(1)介護職員等処遇改善加算(Ⅰ) 

☐はい 

☐いいえ 

 

 

 

 

費用告示別表9 

イ(11) 
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（介護職員処

遇改善加算、

介護職員等特

定処遇改善加

算及び介護職

員等ベースア

ップ等支援加

算を一本化し

た加算） 

 

 

算定した総単位数の1000分の75に相当する単位数 

※以下の①～⑩の基準（⑪の基準は該当する場合）のいずれにも適合すること。 

(2)介護職員等処遇改善加算(Ⅱ) 

算定した総単位数の1000分の71に相当する単位数 

※以下の①～⑨の基準（⑪の基準は該当する場合）のいずれにも適合すること。 

(3)介護職員等処遇改善加算(Ⅲ) 

算定した総単位数の1000分の54に相当する単位数 

※以下の①(一)及び②～⑧の基準（⑪の基準は該当する場合）のいずれにも適

合すること。 

(4)介護職員等処遇改善加算(Ⅳ) 

算定した総単位数の1000分の44に相当する単位数 

※以下の①(一)、②～⑥、⑦(一)～(四)及び⑧の基準（⑪の基準は該当する場

合）のいずれにも適合すること。 

 

※ 上記の「算定した総単位数」 

単位数表の(1)から(10)までにより算定した単位数（基本となる単位数に各

種加算・減算の計算を行った後の総単位数） 

 

※ ただし、いずれかの加算を算定している場合においては、その他の加算は算

定しない。 

算定区分

☐(Ⅰ) 

☐(Ⅱ) 

☐(Ⅲ) 

☐(Ⅳ) 

 【大臣基準第四十一号（第三十九号準用）】以下の基準①～⑩ 

【令和６年厚生労働省告示第８６号 附則第３条第２項】以下の基準⑪ 

※ 以下の基準①～⑪については、「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的

考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（令和７年度分）」（令

和7年2月7日付け厚生労働省老健局長通知）で示す主な要件をまとめて記載し

ている。 

 

〔賃金改善の実施に係る基本的な考え方〕 

※ 介護サービス事業者又は介護保険施設（以下「介護サービス事業者等」という。）

は、処遇改善加算の算定額に相当する介護職員その他の職員の賃金（基本給、手

当、賞与等（退職手当を除く。以下同じ。）を含む。）の改善（以下「賃金改善」

といい、当該賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含むことがで

きる。）を実施しなければならない。 

※ 賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうち対象とする項目を特定した上で行う

ものとする。この場合、「特別事情届出書」届出を行う場合を除き、特定した項

目を含め、賃金水準（賃金の高さの水準をいう。以下同じ。）を低下させてはな

らない。また、安定的な処遇改善が重要であることから、基本給による賃金改善

が望ましい。 

※ 令和７年度に、令和６年度と比較して増加した処遇改善加算Ⅰ～Ⅳの上位区分

への移行及び新規算定によるものについて、介護サービス事業者等は、独自の賃

金改善を含む過去の賃金改善の実績に関わらず、新たに増加した処遇改善加算の

算定額に相当する介護職員その他の職員の賃金改善を新規に実施しなければな

らない。 

  その際、新規に実施する賃金改善は、ベースアップ（賃金表の改訂により基本

給又は決まって毎月支払われる手当の額を変更し、賃金水準を一律に引き上げる

ことをいう。以下同じ。）により行うことを基本とする。ただし、ベースアップ

のみにより当該賃金改善を行うことができない場合（例えば、賃金体系等を整備

途上である場合）には、必要に応じて、その他の手当、一時金等を組み合わせて

実施しても差し支えない。  

※ 処遇改善加算を用いて行う賃金改善における職種間の賃金配分については、介

護職員への配分を基本とし、特に「経験・技能のある介護職員」（介護福祉士で

あって、経験・技能を有する介護職員と認められる者をいう。具体的には、介護

福祉士の資格を有するとともに、所属する法人等における勤続年数１０年以上の

介護職員を基本としつつ、他の法人における経験や、当該職員の業務や技能等を

踏まえ、各事業者の裁量で設定することとする。以下同じ。）に重点的に配分す

ることとするが、介護サービス事業者等の判断により、介護職員以外の職種への

配分も含め、事業所内で柔軟な配分を認めることとする。ただし、例えば、一部

の職員に加算を原資とする賃金改善を集中させることや、同一法人内の一部の事

業所のみに賃金改善を集中させることなど、職務の内容や勤務の実態に見合わな

い著しく偏った配分は行わないこと。 
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第2の3(22) 



56 
 

〔令和６年度の加算額の一部を令和７年度に繰り越した介護サービス事業者等に

おける取扱い〕 

※ 令和６年度においては、介護サービス事業者等の判断により、令和６年度に令

和５年度と比較して増加した加算額の一部を令和７年度に繰り越した上で令和

７年度分の賃金改善に充てることを認めることとし、令和６年度分の加算の算定

額の全額を令和６年度分の賃金改善に充てることは求めないこととした。 

  その際、令和７年度の賃金改善の原資として繰り越す額（以下「繰越額」とい

う。）の上限は、令和６年度に、仮に令和５年度末（令和６年３月）時点で算定

していた旧３加算を継続して算定する場合に見込まれる加算額と、令和６年度の

処遇改善加算及び旧３加算の加算額（処遇改善計画書においては加算の見込額を

いう。）を比較して増加した額とし、繰越額については、全額を令和７年度の更

なる賃金改善に充てることについて誓約した上で、令和７年度の処遇改善計画

書・実績報告書において、当該繰越額を用いた賃金改善の計画・報告の提出を求

めることとしている。 

 

① 介護職員その他の職員の「賃金改善」（退職手当を除く賃金の改善）について、

次に掲げる基準(一) (二)のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の

見込額（賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負担の増加分を含むことができ

る。）が介護職員等処遇改善加算の算定見込額以上となる賃金改善に関する計画

を策定し、当該計画に基づき適切な措置を講じていること。 

 

(一)【月額賃金改善要件Ⅰ（月給による賃金改善）】 

   当該事業所が仮に介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)を算定した場合に算定す

ることが見込まれる額の２分の１以上を基本給又は決まって毎月支払われ

る手当に充てるものであること。 

〔令和7年3月31日までの経過措置］（令和6年厚生労働省告示第86号 附則第3条第1項） 

 適用しない。 

 

※ 処遇改善加算Ⅳの加算額の２分の１以上を基本給又は決まって毎月支払

われる手当（以下「基本給等」という。）の改善に充てること。また、事業

所等が処遇改善加算ⅠからⅢまでのいずれかを算定する場合にあっては、

仮に処遇改善加算Ⅳを算定する場合に見込まれる加算額の２分の１以上を

基本給等の改善に充てること。 

※ 処遇改善加算を未算定の事業所が新規に処遇改善加算ⅠからⅣまでのい

ずれかを算定し始める場合を除き、本要件を満たすために、賃金総額を新

たに増加させる必要はない。したがって、基本給等以外の手当又は一時金

により行っている賃金改善の一部を減額し、その分を基本給等に付け替え

ることで、本要件を満たすこととして差し支えない。 

※ 既に本要件を満たしている事業所等においては、新規の取組を行う必要

はない。 

 

(二)【キャリアパス要件Ⅳ（改善後の年額賃金改善）】 

   当該事業所において、「経験・技能のある介護職員」（介護福祉士であっ

て、経験及び技能を有する介護職員と認められる者）のうち１人は、賃金改

善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。ただし、介護職員等

処遇改善加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃

金改善が困難である場合はこの限りでないこと。 

 

※ 経験・技能のある介護職員のうち１人以上は、賃金改善後の賃金の見込

額（処遇改善加算を算定し実施される賃金改善の見込額を含む。）が年額４

４０万円以上であること（処遇改善加算による賃金改善以前の賃金が年額

４４０万円以上である者を除く。）。ただし、以下の場合など、例外的に当

該賃金改善が困難な場合であって、合理的な説明がある場合はこの限りで

はない。 

・ 小規模事業所等で職種間の賃金バランスに配慮が必要な場合 

・ 職員全体の賃金水準が低い、地域の賃金水準が低い等の理由により、

直ちに年額４４０万円まで賃金を引き上げることが困難な場合 

・ 年額４４０万円の賃金改善を行うに当たり、規程の整備や研修・実務

経験の蓄積などに一定期間を要する場合 

 

② 当該事業所において、①の賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及

び実施方法その他の当該事業所の職員の処遇改善の計画等を記載した介護職員
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等処遇改善計画書を作成し、全ての職員に周知し、市長に届け出ていること。 

 

③ 介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただ

し、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために

当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直すこと

はやむを得ないが、その内容について市長に届け出ること。 

 

④ 当該事業所において、事業年度ごとに当該事業所の職員の処遇改善に関する実

績を市長に報告すること。 

 

⑤ 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険法、

最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違反し、

罰金以上の刑に処せられていないこと。 

 

⑥ 当該事業所において、労働保険料の納付が適正に行われていること。 

 

⑦ 次に掲げる基準(一)～(六)のいずれにも適合すること。 

 

【キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等）】 

(一) 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃

金に関するものを含む。)を定めていること。 

(二) (一)の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知してい

ること。 

 

※ 次の1)から3)までを全て満たすこと。  

1) 介護職員の任用の際における職位、職責、職務内容等に応じた任用等

の要件（介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

2) 1)に掲げる職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨

時的に支払われるものを除く。）について定めていること。  

3) 1)及び2)の内容について就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備

し、全ての介護職員に周知していること。 

※ 常時雇用する者の数が10人未満の事業所等など、労働法規上の就業規則

の作成義務がない事業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・

周知により上記三の要件を満たすこととしても差し支えない。 

※ 令和７年度においては、処遇改善計画書において令和８年３月末までに

上記1)及び2)の定めの整備を行うことを誓約した場合は、令和７年度当初

からキャリアパス要件Ⅰを満たすものとして取り扱っても差し支えないこ

ととする。当該誓約をした場合は、令和８年３月末までに当該定めの整備

を行い、実績報告書においてその旨を報告することとする。 

 

【キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等）】 

(三) 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研

修の実施又は研修の機会を確保していること。 

(四) (三)について、全ての介護職員に周知していること。 

 

※ 次の1)及び2)を満たすこと。 

1) 介護職員の職務内容等を踏まえ、介護職員と意見を交換しながら、資

質向上の目標及びａ又はｂに掲げる事項に関する具体的な計画を策定

し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。 

ａ 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等

（OJT、OFF-JT 等）を実施するとともに、介護職員の能力評価を行う

こと。 

ｂ 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇

の付与、費用（交通費、受講料等）の援助等）を実施すること。 

2) 1)について、全ての介護職員に周知していること。 

※ ただし、令和７年度においては、処遇改善計画書において令和８年３月

末までに上記1)の計画を策定し、研修の実施又は研修機会の確保を行うこ

とを誓約した場合は、令和７年度当初からキャリアパス要件Ⅱを満たした

ものとして取り扱うこととして差し支えないこととする。当該誓約をした

場合は、令和８年３月末までに当該計画の策定等を行い、実績報告書にお

いてその旨を報告すること。 
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【キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等）】 

(五) 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準

に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

(六) (五)について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知していること。 

 

※ 次の1)及び2)を満たすこと。 

1) 介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は

一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。具

体的には、次のａからｃまでのいずれかに該当する仕組みであること。  

ａ 経験に応じて昇給する仕組み  

「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みであること。 

ｂ 資格等に応じて昇給する仕組み  

介護福祉士等の資格の取得や実務者研修等の修了状況に応じて昇

給する仕組みであること。ただし、別法人等で介護福祉士資格を取得

した上で当該事業者や法人で就業する者についても昇給が図られる

仕組みであることを要する。  

ｃ 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み  

「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みで

あること。ただし、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されている

ことを要する。 

2) 1)の内容について、就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全

ての介護職員に周知していること。 

※ 常時雇用する者の数が10人未満の事業所等など、労働法規上の就業規則

の作成義務がない事業所等においては、就業規則の代わりに内規等の整備・

周知により上記2)の要件を満たすこととしても差し支えない。 

※ 令和７年度においては、処遇改善計画書において令和８年３月末までに

上記1)の仕組みの整備を行うことを誓約した場合は、令和７年度当初から

キャリアパス要件Ⅲを満たしたものと取り扱うこととして差し支えないこ

ととする。当該誓約をした場合は、令和８年３月末までに当該仕組みの整

備を行い、実績報告書においてその旨を報告すること。 

 

【職場環境等要件】 

⑧ ②の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容（賃金改善に関

するものを除く。）及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全ての職員

に周知していること。 

⑨ ⑧の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法に

より公表していること。  

 

※ 処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定する場合は、別紙１表に掲

げる処遇改善の取組を実施し、その内容を全ての職員に周知すること。 

※ 処遇加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、別紙１表５の「入職促進に向けた

取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様

な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健康管理」、「生産性向上（業務改

善及び働く環境改善）のための取組」及び「やりがい・働きがいの醸成」の

区分ごとに２以上の取組を実施し、処遇加算Ⅲ又はⅣを算定する場合は、

上記の区分ごとに１以上の取組を実施すること。 

※ 処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、同表中「生産性向上（業務改善

及び働く環境改善）のための取組」のうち３以上の取組（うち⑰又は⑱は必

須）を実施し、処遇改善加算Ⅲ又はⅣを算定する場合は「生産性向上（業務

改善及び働く環境改善）のための取組」のうち２以上の取組を実施するこ

と。 

  ただし、生産性向上推進体制加算を算定している場合には、「生産性向上

（業務改善及び働く環境改善）のための取組」の要件を満たすものとし、１

法人あたり１の施設又は事業所のみを運営するような法人等の小規模事業

者は、㉔の取組を実施していれば、「生産性向上（業務改善及び働く環境改

善）のための取組」の要件を満たすものとする。 

※ 処遇改善加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、職場環境等の改善に係る取組

について、ホームページへの掲載等により公表すること。具体的には、介護

サービスの情報公表制度を活用し、処遇改善加算の算定状況を報告すると

ともに、職場環境等要件を満たすために実施した取組項目及びその具体的

な取組内容を「事業所の特色」欄に記載すること。当該制度における報告の

対象となっていない場合等には、各事業者のホームページを活用する等、
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外部から見える形で公表すること。 

※ 令和７年度においては、処遇改善計画書において令和８年３月末までに

職場環境等要件に係る取組を行うことを誓約した場合は、令和７年度当初

から職場環境等要件を満たしたものと取り扱うこととして差し支えないこ

ととする。当該誓約をした場合は、令和８年３月末までに当該取組を行い、

実績報告書においてその旨を報告すること。また、介護人材確保・職場環境

改善等事業の申請を行った場合は、令和７年度における職場環境等要件に

係る適用を猶予することとする。介護人材確保・職場環境改善等事業の申

請を行い、職場環境等要件の適用猶予を受ける場合には、処遇改善加算の

申請と併せて、別紙様式２―３及び別紙様式２―４に定める様式により、

介護人材確保・職場環境改善等事業の申請も行うこと。 

 

⑩【キャリアパス要件Ⅴ（介護福祉士等の配置要件）】 

介護老人保健施設である指定短期入所療養介護事業所にあっては当該介護老

人保健施設が、（略）介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)を届け出ていること。 

 

⑪【月額賃金改善要件Ⅱ（旧ベースアップ等加算相当の賃金改善）】 

（令和６年厚生労働省告示第８６号の附則第３条第２項に規定する基準） 

※ 令和６年５月３１日時点で現に旧処遇改善加算を算定しており、かつ、

旧ベースアップ等加算を算定していない事業所が、令和８年３月３１日ま

での間において、新規に処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定する

場合には、令和７年度においては、旧ベースアップ等加算相当の加算額が

新たに増加するため、当該事業所が仮に旧ベースアップ等加算を算定する

場合に見込まれる加算額の３分の２以上の基本給等の引上げを新規に実施

しなければならない。その際、当該基本給等の引上げは、ベースアップによ

り行うことを基本とする。 

※ 令和６年５月以前に旧３加算を算定していなかった事業所及び令和６年

６月以降に開設された事業所が、処遇改善加算ⅠからⅣまでのいずれかを

新規に算定する場合には、月額賃金改善要件Ⅱの適用を受けない。 

※ 令和７年度に本要件の適用を受ける事業所は、初めて処遇改善加算Ⅰか

らⅣまでのいずれかを算定した年度となる令和７年度の実績報告書におい

て、当該賃金改善の実施について報告しなければならない。 

 

〔処遇改善加算の停止〕 

 市長は、処遇改善加算を取得する介護サービス事業者等が以下の①又は②に該当

する場合は、既に支給された処遇改善加算の一部若しくは全部を不正受給として返

還させること又は処遇改善加算を取り消すことができる。 

① 処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善が行われていない、賃金水準の

引下げを行いながら特別事情届出書の届出が行われていない等、大臣基準告

示及び本通知に記載の算定要件を満たさない場合 

② 虚偽又は不正の手段により加算を受けた場合 

7-34 

特別療養費に

係る指導管理

等及び単位数 

 

【療養型老健】 

・「厚生労働大臣が定める特別療養費に係る指導管理等及び単位数」（平成20年厚

生労働省告示第273号） 

・「厚生労働大臣が定める特別療養費に係る施設基準等」（平成20年厚生労働省告

示第274号） 

・「特別療養費の算定に関する留意事項について」（平成20年4月10日老老発第

0410002号・厚生労働省老健局老人保健課長通知） 

 

※（介護予防）短期入所療養介護にあっては、初期入所診療管理及びリハビリテー

ション指導管理は算定できない。 

  

１ 感染対策指導管理(１日につき) ６単位 

 

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たし、かつ、電子情報処理組織を使用する

方法により、市長に対し、老健局長が定める様式による届出を行った指定短期入

所療養介護事業所(介護老人保健施設であるものに限る。以下同じ。)、介護老人

保健施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所(介護老人保健施設であるも

のに限る。以下同じ。)において、常時感染防止対策を行う場合に、指定短期入

所療養介護、介護保健施設サービス又は介護予防指定短期入所療養介護を受けて

いる利用者又は入所者について、所定単位数を算定する。 
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※ 感染対策指導管理に係る特別療養費は、施設全体として常時感染対策をとって

いる場合に、算定できるものであること。 

 

【感染対策指導管理の基準】 

イ メチシリン耐性黄色ブドウ球菌等の感染を防止するにつき十分な設備を有し

ていること。 

ロ メチシリン耐性黄色ブドウ球菌等の感染を防止するにつき十分な体制が整備

されていること。 

 

※ 

(1) 当該介護療養型老人保健施設において、別紙様式２を参考として、施設内

感染防止対策委員会が設置され、対策がなされていること。  

(2) 当該介護療養型老人保健施設において、施設内感染対策委員会が月１回程

度、定期的に開催されていること。  

(3) 施設内感染対策委員会は、当該施設の管理者、看護部門の責任者、薬剤部

門の責任者、検査部門の責任者、事務部門の責任者、感染症対策に関し相当

の経験を有する医師等の職員から構成されていること。（各部門の責任者を

兼務することは差し支えない。）  

(4) 当該介護療養型老人保健施設において、当該施設の微生物学的検査に係る

状況等を記した「感染情報レポート」が週１回程度作成されており、当該レ

ポートが施設内感染対策委員会において十分に活用されている体制がとら

れていること。当該レポートは、利用者又は入所者からの各種細菌の検出状

況や薬剤感受性成績のパターン等が当該施設の疫学情報として把握、活用さ

れることを目的として作成されるものであり、当該施設からの拭き取り等に

よる各種細菌の検出状況を記すものではない。  

(5) 施設内感染防止対策として、職員等に対し流水による手洗いの励行を徹底

させるとともに、各療養室に水道又は速乾式手洗い液等の消毒液が設置され

ていること。 

ただし、認知症の利用者又は入所者が多い等、その特性から療養室に消毒

液を設置することが適切でないと判断される場合に限り、携帯用の速乾式消

毒液等を用いても差し支えないものとする。 

２ 褥瘡対策指導管理(１日につき) ６単位 

 

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事業所、介護老

人保健施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、常時褥瘡対策を

行う場合に、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予防短

期入所療養介護を受けている利用者又は入所者(日常生活の自立度が低い者に限

る。)について、所定単位数を算定する。 

 

※ 褥瘡対策指導管理に係る特別療養費は、「「障害老人の日常生活自立度（寝た

きり度）判定基準」の活用について」におけるランクＢ以上に該当する利用者又

は入所者について、常時褥瘡対策をとっている場合に、算定できるものであるこ

と。 

 

【褥瘡対策指導管理の基準】 

褥瘡対策につき十分な体制が整備されていること。 

 

※ 

(1) 当該介護療養型老人保健施設において、褥瘡対策に係る医師、看護職員か

ら構成される褥瘡対策チームが設置されていること。  

(2) 当該介護療養型老人保健施設における日常生活の自立度ランクＢ以上に

該当する利用者又は入所者につき、別紙様式３を参考として褥瘡対策に関す

る診療計画を作成し、褥瘡対策を実施すること。  

(3) 利用者又は入所者の状態に応じて、褥瘡対策に必要な体圧分散式マットレ

ス等を適切に選択し使用する体制が整えられていること。 

３ 初期入所診療管理 ２５０単位 

 

注 介護老人保健施設において、別に厚生労働大臣が定める基準に従い、入所者に

対して、その入所に際して医師が必要な診察、検査等を行い、診療方針を定めて

文書で説明を行った場合に、入所中１回(診療方針に重要な変更があった場合に
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あっては、２回)を限度として所定単位数を算定する。 

 

※ 

(1) 初期入所診療管理に係る特別療養費は、当該入所者が過去３月間（ただし、

認知症高齢者の日常生活自立度判定基準におけるランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当す

る者の場合は過去１月間とする。）の間に、当該介護療養型老人保健施設に入

所したことがない場合に限り算定できるものであること。  

(2) 初期入所診療管理については、同一施設内の医療保険適用病床又は介護保険

適用病床から当該介護療養型老人保健施設又は当該医療機関若しくは介護療養

型老人保健施設と一体的に運営されるサテライト型小規模介護療養型老人保健

施設に入所した者にあっては、特別療養費の算定の対象としない。  

(3) なお、当該施設入所前の医療保険適用病床又は介護保険適用病床における入

院後６か月以内に、入所者の病状の変化等により診療計画を見直さざるを得な

い状況になり、同様に診療計画を作成し、文書を用いて入所者に説明を行った

場合には、１回に限り算定できる。 

 

【初期入所診療管理の基準】 

イ 医師、看護師等の共同により策定された診療計画であること。 

ロ 病名、症状、予定される検査の内容及びその日程並びに予定されるリハビリテ

ーションの内容及びその日程その他入所に関し必要な事項が記載された総合的

な診療計画であること。 

ハ 当該診療計画が入所した日から起算して２週間以内に、入所者に対し文書によ

り交付され説明がなされるものであること。 

 

※ 

(1) 初期入所診療管理については、入所の際に、医師、看護師、その他必要に

応じ関係職種が共同して総合的な診療計画を策定し、入所者に対し、別添様

式４を参考として、文書により病名、症状、治療計画、栄養状態、日常生活

の自立の程度（認知症の評価を含む。）等のアセスメント及びリハビリテー

ション計画、栄養摂取計画等について、入所後２週間以内に説明を行い、入

所者又はその家族の同意を得ること。  

(2) 初期入所診療管理において求められる入所に際して必要な医師の診察、検

査等には、施設内感染対策の観点から必要と医師が判断する検査が含まれる

ものであること。  

(3) 入所時に治療上の必要性から入所者に対し、病名について情報提供し難い

場合にあっては、可能な範囲において情報提供を行い、その旨を診療録に記

載すること。  

(4) 医師の病名等の説明に対して理解ができないと認められる入所者につい

てはその家族等に対して行ってもよい。  

(5) 説明に用いた文書は、入所者（説明に対して理解ができないと認められる

入所者についてはその家族等）に交付するとともに、その写しを診療録に貼

付するものとする。 

４ 重度療養管理(１日につき) １２０単位 

 

注 指定短期入所療養介護事業所又は介護老人保健施設において、指定短期入所療

養介護又は介護保健施設サービスを受けている利用者又は入所者(要介護４又は

要介護５に該当する者に限る。)であって別に厚生労働大臣が定める状態にある

ものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養上必要な処置を

行った場合に、所定単位数を算定する。 

 

※ 

(1) 指定短期入所療養介護事業所における重度療養管理に係る特別療養費は、要

介護四又は要介護五に該当する者であって別に厚生労働大臣の定める状態（274

号告示第四号イ）にある利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的に行い、

指定短期入所療養介護を行った場合に、所定単位数を加算する。当該加算を算定

する場合にあっては、当該医学的管理の内容等を診療録に記載しておくこと。 

(2) 介護老人保健施設における重度療養管理に係る特別療養費は、要介護４又は

要介護５に該当する者であって別に厚生労働大臣の定める状態（274号告示第四

号ロ）にある入所者に対して、計画的な医学管理を継続して行い、かつ、療養

上必要な処置を行った場合に、当該処置を行った日について算定できるもので

ある。当該加算を算定する場合にあっては、当該処置を行った日、当該処置の
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内容等を診療録に記載しておくこと。 

 

【重度療養管理に係る状態】 

イ 指定短期入所療養介護の利用者については、次のいずれかに該当する状態 

(1) 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 

(2) 呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態 

(3) 中心静脈注射を実施している状態 

(4) 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態 

(5) 重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している

状態 

(6) 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第五号

に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの

処置を実施している状態 

(7) 経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態 

(8) 褥瘡に対する治療を実施している状態 

(9) 気管切開が行われている状態 

ロ 介護老人保健施設の入所者については、次のいずれかに該当する状態 

(1) 常時頻回の喀痰吸引を実施している状態 

(2) 人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併症を有する状態 

(3) 膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者福祉法施行規則別表第五号

に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以上に該当し、かつ、ストーマの処

置を実施している状態 

 

※  

(1) 重度療養管理を算定できる指定短期入所療養介護の利用者は、次のいずれ

かについて、当該状態が一定の期間や頻度で継続している者であること。 

   なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（274号告示第四号イ(1)から(9)

まで）を記載することとする。なお、複数の状態に該当する場合は主たる状

態のみを記載すること。 

ア 274号告示第四号イ(1)の「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」と

は、当該月において１日当たり８回（夜間を含め約３時間に１回程度）以

上実施している日が２０日を超える場合をいうものであること。 

イ 274号告示第四号イ(2)の「呼吸障害等により人工呼吸器を使用している

状態」については、当該月において１週間以上人工呼吸又は間歇的陽圧呼

吸を行っていること。 

ウ 274四号告示第四号イ(3)の「中心静脈注射を実施している状態」につい

ては、中心静脈注射により薬剤の投与をされている利用者又は中心静脈栄

養以外に栄養維持が困難な利用者であること。 

エ 274号告示第四号イ(4)の「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併

症を有する状態」については、人工腎臓を各週２日以上実施しているもの

であり、かつ、下記に掲げるいずれかの合併症をもつものであること。 

ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている

糖尿病 

ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が９０mmHg以下） 

ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの 

ｄ 出血性消化器病変を有するもの 

ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの 

ｆ うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの 

オ 274号告示第四号イ(5)の「重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モ

ニター測定を実施している状態」については、持続性心室性頻拍や心室細

動等の重症不整脈発作を繰り返す状態、収縮期血圧９０mmHg以下が持続す

る状態、又は、酸素吸入を行っても動脈血酸素飽和度９０％以下の状態で

常時、心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリングを

行っていること。 

カ 274号告示第四号イ(6)の「膀胱または直腸の機能障害の程度が身体障害

者福祉法施行規則別表第五号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級

以上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」については、

当該利用者に対して、皮膚の炎症等に対するケアを行った場合に算定でき

るものであること。 

キ 274号告示第四号イ(7)の「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている

状態」については、経口摂取が困難で経腸栄養以外に栄養維持が困難な利

用者に対して、経腸栄養を行った場合に算定できるものであること。 
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ク 274号告示第四号イ(8)の「褥瘡に対する治療を実施している状態」につ

いては、以下の分類で第三度以上に該当し、かつ、当該褥瘡に対して必要

な処置を行った場合に限る。 

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り除いても消失

しない（皮膚の損傷はない） 

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみとして表れるも

の） 

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深いくぼみとして

表れ、隣接組織まで及んでいることもあれば、及んでいないことも

ある 

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出している 

ケ 274号告示第四号イ(9)の「気管切開が行われている状態」については、

気管切開が行われている利用者について、気管切開の医学的管理を行った

場合に算定できるものであること。 

(2) 重度療養管理を算定できる介護老人保健施設の入所者の状態は、次のいず

れかについて、当該状態が一定の期間や頻度で継続し、かつ、当該処置を行

っているものであること。 

   なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（イからハまで）を記載するこ

ととする。なお、複数の状態に該当する場合は主たる状態のみを記載するこ

と。  

ア 274号告示第四号ロ(1)の「常時頻回の喀痰吸引を実施している状態」と

は当該月において１日あたり８回（夜間を含め約３時間に１回程度）以上

実施している日が２０日を超える場合をいうものであること。  

イ 274号告示第四号ロ(2)の「人工腎臓を実施しており、かつ、重篤な合併

症を有する状態」については、人工腎臓を各週２日以上実施しているもの

であり、かつ、下記に掲げるいずれかの合併症をもつものであること。  

ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射を行っている

糖尿病  

ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が９０mmHg以下）  

ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈するもの  

ｄ 出血性消化器病変を有するもの  

ｅ 骨折を伴う２次性副甲状腺機能亢進症のもの  

ｆ うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの  

ウ 274号告示第四号ロ(3)の「膀胱又は直腸の機能障害の程度が身体障害者

福祉法施行規則別表第５号に掲げる身体障害者障害程度等級表の４級以

上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」については、当

該利用者又は入所者に対して、皮膚の炎症等に対するケアを行った場合に

算定できるものであること。 

５ 特定施設管理(１日につき) ２５０単位 

 

注１ 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防短期入所

療養介護事業所において、後天性免疫不全症候群の病原体に感染している利用者

又は入所者に対して、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介

護予防短期入所療養介護を行う場合に、所定単位数を算定する。 

２ 個室又は２人部屋において、後天性免疫不全症候群の病原体に感染している利

用者又は入所者に対して、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指

定介護予防短期入所療養介護を行う場合は、所定単位数に個室の場合にあっては

１日につき３００単位、２人部屋の場合にあっては１日につき１５０単位を加算

する。 

 

※ 後天性免疫不全症候群の病原体に感染している利用者又は入所者については、

ＣＤ４リンパ球数の値にかかわらず、抗体の陽性反応があれば、273号告示別表

の５の所定単位数を算定できるものであり、さらに、個室又は２人部屋において

サービスを提供している場合（利用者又は入所者の希望により特別の設備の整っ

た個室に入室する場合を除く。）、273号告示別表の５の注２に掲げる単位数を

それぞれ加算するものとする。 

６ 重症皮膚潰瘍管理指導(１日につき) １８単位 

 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による
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届出を行った指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防

短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービ

ス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者であって

重症皮膚潰瘍を有しているものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、

かつ、療養上必要な指導を行った場合に、所定単位数を算定する。 

 

※ 

(1) 重症皮膚潰瘍管理指導に係る特別療養費は、重症な皮膚潰瘍(Shea の分類Ⅲ

度以上のものに限る。）を有している利用者又は入所者に対して、計画的な医学

管理を継続して行い、かつ、療養上必要な指導を行った場合に算定するものであ

ること。  

(2) 重症皮膚潰瘍管理指導に係る特別療養費を算定する場合は、当該利用者又は

入所者の皮膚潰瘍がSheaの分類のいずれに該当するか、治療内容等について診療

録に記載すること。  

(3) 褥瘡対策に関する基準を満たしていること。 

 

【重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準】 

イ 第二号に掲げる褥瘡対策指導管理の基準を満たしていること。 

ロ 重症皮膚潰瘍を有する利用者又は入所者について皮膚科又は形成外科を担当

する医師が重症皮膚潰瘍管理を行っていること。 

ハ 重症皮膚潰瘍管理を行うにつき必要な器械及び器具が具備されていること。 

 

※ 

(1) 褥瘡対策に関する基準を満たしていること。  

(2) 個々の利用者又は入所者に対する看護計画の策定、利用者又は入所者の状

態の継続的評価、適切な医療用具の使用、褥瘡等の皮膚潰瘍の早期発見及び

重症化の防止にふさわしい体制にあること。  

(3) その他褥瘡等の皮膚潰瘍の予防及び治療に関して必要な処置を行うにふ

さわしい体制にあること。  

(4) 重症皮膚潰瘍管理指導の施設基準に係る届出は別添様式５を用いること。

なお、当該加算の届出については実績を要しない。 

７ 薬剤管理指導 ３５０単位 

 

注１ 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防短期入所

療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているも

のとして、電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健

局長が定める様式による届出を行ったものにおいて、指定短期入所療養介護、介

護保健施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又

は入所者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、週１回に

限り、月に４回を限度として所定単位数を算定する。 

２ 疼痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬又は注射が行

われている利用者又は入所者に対して、当該薬剤の使用に関する必要な薬学的管

理指導を行った場合は、１回につき所定単位数に５０単位を加算する。 

 

※ 

(1) 薬剤管理指導に係る特別療養費は、当該介護療養型老人保健施設の薬剤師が

医師の同意を得て薬剤管理指導記録に基づき、直接服薬指導（服薬に関する注

意及び効果、副作用等に関する状況把握を含む。）を行った場合に週１回に限

り算定できる。ただし、算定する日の間隔は６日以上とする。本人への指導が

困難な場合にあっては、その家族等に対して服薬指導を行った場合であっても

算定できる。  

(2) 当該介護療養型老人保健施設の薬剤師は、過去の投薬・注射及び副作用発現

状況等を利用者又は入所者に面接・聴取し、当該介護療養型老人保健施設及び

可能な限り他の医療機関における投薬及び注射に関する基礎的事項を把握す

る。  

(3) 薬剤管理指導の算定日を請求明細書の摘要欄に記載する。  

(4) 当該介護療養型老人保健施設の薬剤師が利用者又は入所者ごとに作成する薬

剤管理指導記録には、次の事項を記載し、最後の記入の日から最低３年間保存

する。 

   利用者又は入所者の氏名、生年月日、性別、利用又は入所した年月日、退所

年月日、要介護度、診療録の番号、投薬・注射歴、副作用歴、アレルギー歴、
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薬学的管理の内容(重複投薬、配合禁忌等に関する確認等を含む。）、利用者又

は入所者への指導及び利用者又は入所者からの相談事項、薬剤管理指導等の実

施日、記録の作成日及びその他の事項。  

(5) 273号告示別表の７の注２の加算は、特別な薬剤の投薬又は注射が行われてい

る利用者又は入所者（麻薬を投与されている場合）に対して、通常の薬剤管理

指導に加えて当該薬剤の服用に関する注意事項等に関し、必要な指導を行った

場合に算定する。  

(6) 薬剤管理指導に係る特別療養費を算定している利用者又は入所者に投薬され

た医薬品について、当該介護療養型老人保健施設の薬剤師が以下の情報を知っ

たときは、原則として当該薬剤師は、速やかに当該利用者又は入所者の主治医

に対し、当該情報を文書により提供するものとする。  

① 医薬品緊急安全性情報  

② 医薬品等安全性情報  

(7) 273号告示別表の７の注２の算定に当たっては、前記の薬剤管理指導記録に少

なくとも次の事項についての記載がされていなければならない。  

① 麻薬に係る薬学的管理の内容（麻薬の服薬状況、疼痛緩和の状況等） 

② 麻薬に係る利用者又は入所者への指導及び利用者又は入所者からの相談

事項  

③ その他麻薬に係る事項  

(8) 薬剤管理指導及び273号告示別表の７の注２に掲げる指導を行った場合は必

要に応じ、その要点を文書で医師に提供する。  

(9) 投薬・注射の管理は、原則として、注射薬についてもその都度処方せんによ

り行うものとするが、緊急やむを得ない場合においてはこの限りではない。  

(10) 当該基準については、やむを得ない場合に限り、特定の診療料につき区分し

て届出を受理して差し支えない。 

 

【薬剤管理指導の施設基準】 

イ 薬剤管理指導を行うにつき必要な薬剤師が配置されていること。 

ロ 薬剤管理指導を行うにつき必要な医薬品情報の収集及び伝達を行うための専

用施設を有していること。 

ハ 利用者又は入所者に対し、利用者又は入所者ごとに適切な薬学的管理(副作用

に関する状況の把握を含む。)を行い、薬剤師による服薬指導を行っていること。 

 

※ 

(1) 当該介護療養型老人保健施設において、次に掲げる区分に応じ、当該区分

に掲げる薬剤師の数が配置されているとともに、薬剤管理指導に必要な体制

がとられていること。  

① 医療機関と併設する介護療養型老人保健施設 常勤換算方法で、２人か

ら当該併設医療機関に基準上必要とされる数を減じて得た数以上（その数

が、利用者及び入所者の数を３００で除して得た数に満たないときは、利

用者及び入所者の数を３００で除して得た数以上）  

② 医療機関と併設しない介護療養型老人保健施設 常勤換算方法で、１人

以上  

(2) 医薬品情報の収集及び伝達を行うための専用施設（以下「医薬品情報管理

室」という。）を有し、薬剤師が配置されていること。 

(3) 医薬品情報管理室の薬剤師が、有効性、安全性等薬学的情報の管理及び医

師等に対する情報提供を行っていること。  

(4) 当該介護療養型老人保健施設の薬剤師は、利用者又は入所者ごとに薬剤管

理指導記録を作成し、投薬又は注射に際して必要な薬学的管理（副作用に関

する状況把握を含む。）を行い、必要事項を記入するとともに、当該記録に

基づく適切な利用者又は入所者の指導を行っていること。  

(5) 投薬・注射の管理は、原則として、注射薬についてもその都度処方せんに

より行うとするが、緊急やむを得ない場合においてはこの限りではない。  

(6) 届出に関しては、以下のとおりとする。  

① 薬剤管理指導の施設基準に係る届出は、別添様式６を用いること。  

② 当該介護療養型老人保健施設に勤務する薬剤師の氏名、勤務の態様（常

勤・非常勤、専従・非専従の別）及び勤務時間を別添様式７を用いて提出

すること。  

③ 調剤、医薬品情報管理又は利用者若しくは入所者への薬剤管理指導のい

ずれに従事しているかを（兼務の場合はその旨を）備考欄に記載する。  

④ 医薬品情報管理室の配置図及び平面図を提出すること。 
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８ 医学情報提供 ２５０単位 

 

注 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防短期入所療

養介護事業所が、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定介護予

防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者の退所時に、診療に基づき、

病院又は診療所での診療の必要を認め、病院又は診療所に対して、当該利用者又

は入所者の同意を得て、当該利用者又は入所者の診療状況を示す文書を添えて当

該利用者又は入所者の紹介を行った場合に、所定単位数を算定する。 

 

※ 

(1) 医学情報提に係る特別療養費は、介護療養型老人保健施設と医療機関の間の

有機的連携の強化等を目的として設定されたものであり、両者の利用者又は入

所者の診療に関する情報を相互に提供することにより、継続的な医療の確保、

適切な医療を受けられる機会の増大、医療・社会資源の有効利用を図ろうとす

るものである。  

(2) 介護療養型老人保健施設が、退所する利用者又は入所者の診療に基づき医療

機関での入院治療の必要性を認め、利用者又は入所者の同意を得て当該機関に

対して、診療状況を示す文書を添えて利用者又は入所者の紹介を行った場合に

それぞれの区分に応じて算定する。  

(3) 紹介に当たっては、事前に紹介先の機関と調整の上、別添様式１に定める様

式又はこれに準じた様式の文書に必要事項を記載し、利用者又は入所者又は紹

介先の機関に交付する。また、交付した文書の写しを診療録に添付するととも

に、診療情報の提供先からの当該利用者又は入所者に係る問い合わせに対して

は、懇切丁寧に対応するものとする。  

(4) 提供される内容が、利用者又は入所者に対して交付された診断書等であり、

当該利用者又は入所者より自費を徴収している場合又は意見書等であり意見書

の交付について公費で既に相応の評価が行われている場合には、医学情報提供

に係る特別療養費は算定できない。  

(5) １退所につき１回に限り算定できる。 

※通則（リハビリテーション指導管理・言語聴覚療法・摂食機能療法）  

・ 特別療養費におけるリハビリテーションは、利用者又は入所者の生活機能の

改善等を目的とするリハビリテーション指導管理、言語聴覚療法等より構成

され、いずれも実用的な日常生活における諸活動の自立性の向上を目的とし

て行われるものである。  

・ リハビリテーションの実施に当たっては、すべての利用者又は入所者のリハ

ビリテーションの内容の要点及び実施時刻（開始時刻と終了時刻）の記録を診

療録等に記載する。 

９ リハビリテーション指導管理(１日につき) １０単位 

 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った介護老人保健施設については、所定単位数を算定する。 

 

※ 

① リハビリテーション指導管理に係る特別療養費は、別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届出を行った介護療養型老

人保健施設において、生活機能の改善等を通して、実用的な日常生活における諸

活動の自立性の向上を図るために、総合的に個々の患者の状態像に応じて理学療

法又は作業療法に係る指導管理を行っている場合に算定する。  

② 医師の指導監督のもとで理学療法士又は作業療法士による個別リハビリテー

ションを実施していること。また、この場合の個別リハビリテーションは、理学

療法士又は作業療法士と利用者又は入所者が１対１で２０分以上訓練を行うも

のをいう。  

 

【リハビリテーション指導管理の施設基準】 

専ら従事する常勤の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が１人以上配置

されていること。 

 

※ 

① 当該介護療養型老人保健施設において、専従する常勤理学療法士又は常勤
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作業療法士が１人以上勤務すること。 

② 届出について、当該指導管理を行う理学療法士又は作業療法士の氏名、勤務

の態様（常勤・非常勤、専従・非専従の別）並びに勤務時間を別添様式７を用

いて提出すること。 

１０ 言語聴覚療法(１回につき) １８０単位 

 

注１ 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処

理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式によ

る届出を行った指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予

防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護保健施設サー

ビス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者に対し

て、言語聴覚療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。 

２ 言語聴覚療法については、利用者又は入所者１人につき１日３回に限り算定す

るものとし、その利用を開始又は入所した日から起算して４月を超えた期間にお

いて、１月に合計１１回以上行った場合は、１１回目以降のものについては、所

定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。 

３ 電子情報処理組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定

める様式による届出を行った指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又

は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の言語聴覚士を

２名以上配置して言語聴覚療法を行った場合に、１回につき３５単位を所定単位

数に加算する。 

 

※ 言語聴覚療法は、利用者又は入所者１人につき１日３回に限り算定する。 

① 言語聴覚療法に係る特別療養費は、失語症、構音障害、難聴に伴う聴覚・言語

機能の障害又は人工内耳埋込術後等の言語聴覚機能に障害を持つ利用者又は入

所者に対して言語機能又は聴覚機能に係る訓練を行った場合に算定する。  

② 言語聴覚療法は、医師の指導監督のもとで行われるものであり、医師又は言語

聴覚士により実施された場合に算定する。  

③ 言語聴覚療法は、利用者又は入所者に対して重点的に個別的訓練を行う必要が

あると認められる場合であって、専用の言語療法室等において、言語聴覚士と利

用者又は入所者が１対１で２０分以上訓練を行った場合に算定する。なお、訓練

時間が２０分に満たない場合は、介護予防短期入所療養介護、短期入所療養介護

又は介護保健施設サービスに係る介護給付費のうち特別療養費でない部分に含

まれる。また、利用者又は入所者の状態像や日常生活パターンに合わせて、１日

に行われる言語聴覚療法が複数回にわたる場合であっても、そのうち２回分の合

計が２０分を超える場合については、１回として算定することができる。  

④ 言語聴覚療法の実施に当たっては、医師は定期的な言語聴覚機能能力の検査を

もとに、言語聴覚療法の効果判定を行い、言語聴覚療法実施計画を作成する必要

がある。ただし、リハビリテーションマネジメント加算を算定している場合は、

言語聴覚療法実施計画をリハビリテーション実施計画に代えることができる。な

お、言語聴覚療法を実施する場合は、開始時その後３か月に１回以上利用者又は

入所者に対して当該言語聴覚療法実施計画の内容を説明し、その要点を診療録に

記載する。  

 

【言語聴覚療法を算定すべき施設基準】 

イ 言語聴覚士が適切に配置されていること。 

ロ 利用者又は入所者の数が言語聴覚士の数に対し適切なものであること。 

ハ 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 

ニ 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されていること。 

 

※ 

① 専従する常勤言語聴覚士が１人以上勤務すること。  

② 言語聴覚療法を担当する医師（非常勤でよい。）の指示の下に実施するもの

とする。  

③ 次に掲げる当該療法を行うための専用の療法室及び必要な器械・器具を有

していること。  

ア 専用の療法室  

個別療法室（８平方メートル以上）を１室以上有していること（言語聴

覚療法以外の目的で使用するものは個別療法室に該当しないものとす

る。）。なお、当該療法室は、車椅子、歩行器・杖等を使用する利用者が容

易かつ安全に出入り可能であり、遮音等に配慮した部屋でなければならな
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いものとする。  

イ 必要な器械・器具（主なもの）  

簡易聴力スクリーニング検査機器、音声録音再生装置、ビデオ録画シス

テム、各種言語・心理・認知機能検査機器・用具、発声発語検査機器・用

具、各種診断・治療材料（絵カード他） 

④ リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は利用

者又は入所者毎に同一ファイルとして保管され、常に関係者により閲覧が可

能であるようにすること。  

（届出に関する事項）  

① 言語聴覚療法の施設基準に係る届出は、別添様式８を用いること。  

② 当該治療に従事する医師及び言語聴覚士の氏名、勤務の態様（常勤・非常

勤、専従・非専従の別）並びに勤務時間を別添様式７を用いて提出するこ

と。  

③ 当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 

１１ 摂食機能療法(１日につき) １８５単位 

 

注 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防短期入所療

養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定

介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者であって摂食機能障

害を有するものに対して、摂食機能療法を30分以上行った場合に、1月に4回を限

度として所定単位数を算定する。 

 

※ 摂食機能療法は、１日につき１回のみ算定する。 

① 摂食機能療法に係る特別療養費は、摂食機能障害を有する利用者又は入所者に

対して、個々の利用者又は入所者の状態像に対応した診療計画書に基づき、１回

につき３０分以上訓練指導を行った場合に限り算定する。なお、「摂食機能障害

を有するもの」とは、発達遅滞、顎切除及び舌切除の手術又は脳血管疾患等によ

る後遺症により摂食機能に障害がある者のことをいう。  

② 医師又は歯科医師の指示の下に言語聴覚士、看護師、准看護師又は歯科衛生士

が行う嚥下訓練は、摂食機能療法として算定できる。 

１２ 精神科作業療法(１日につき) ２２０単位 

 

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、電子情報処理

組織を使用する方法により、都道府県知事に対し、老健局長が定める様式による

届出を行った指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防

短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービ

ス又は指定介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者に対して、

精神科作業療法を行った場合に、所定単位数を算定する。 

 

※ 

① 精神科作業療法は、精神障害者の社会生活機能の回復を目的として行うもので

あり、実施される作業内容の種類にかかわらずその実施時間は利用者又は入所者

１人当たり１日につき２時間を標準とする。  

② １人の作業療法士は、１人以上の助手とともに当該療法を実施した場合に算定

する。この場合の１日当たりの取扱い利用者又は入所者数は、概ね25人を１単位

として、１人の作業療法士の取扱い利用者又は入所者数は１日３単位75人以内を

標準とする。  

③ 精神科作業療法を実施した場合はその要点を個々の利用者又は入所者の診療

録に記載すること。  

④ 当該療法に要する消耗材料及び作業衣等については、当該介護療養型老人保健

施設の負担となるものである。 

 

【精神科作業療法の施設基準】 

イ 作業療法士が適切に配置されていること。 

ロ 利用者又は入所者の数が作業療法士の数に対し適切なものであること。 

ハ 当該作業療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。 

 

※ 

(1) 作業療法士は、専従者として最低１人が必要であること。  

(2) 利用者又は入所者数は、作業療法士１人に対しては、１日７５人を標準と
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すること。  

(3) 作業療法を行うためにふさわしい専用の施設を有しており、当該専用の施

設の広さは、作業療法士１人に対して７５平方メートルを基準とすること。  

(4) 当該療法を行うために必要な専用の器械・器具を次のとおり具備すること。 

作業名 器具等の基準（例示） 

手工芸 織機、編機、ミシン、ろくろ等 

木工 作業台、塗装具、工具等 

印刷 印刷器具、タイプライター等 

日常生活動作 各種日常生活動作用設備 

農耕又は園芸 農具又は園芸用具等 

 

(5) 精神科を担当する医師（非常勤でよい。）の指示の下に実施するものとする。  

(6) 届出に関する事項  

① 精神科作業療法の施設基準に係る届出は、別添様式９を用いること。  

② 当該治療に従事する作業療法士の氏名、勤務の態様（常勤・非常勤、専従・

非専従の別）及び勤務時間を別添様式７を用いて提出すること。  

③ 当該治療が行われる専用の施設の配置図及び平面図を添付すること。 

１３ 認知症老人入所精神療法(１週間につき) ３３０単位 

 

注 指定短期入所療養介護事業所、介護老人保健施設又は指定介護予防短期入所療

養介護事業所において、指定短期入所療養介護、介護保健施設サービス又は指定

介護予防短期入所療養介護を受けている利用者又は入所者に対して、認知症老人

入所精神療法を行った場合に、所定単位数を算定する。 

 

※ 

① 認知症老人入所精神療法とは、回想法又はＲ・Ｏ・法（リアリティー・オリエ

ンテーション法）を用いて認知症入所者の情動の安定、残存認知機能の発掘と活

用、覚醒性の向上等を図ることにより、認知症疾患の症状の発現及び進行に係わ

る要因を除去する治療法をいう。  

② 認知症老人入所精神療法とは、精神科医師の診療に基づき対象となる利用者又

は入所者ごとに治療計画を作成し、この治療計画に従って行うものであって、定

期的にその評価を行う等の計画的な医学的管理に基づいて実施しているもので

ある。  

③ 精神科を担当する１人の医師及び１人の臨床心理技術者等の従事者により構

成される少なくとも合計２人の従事者が行った場合に限り算定する。なお、この

場合、精神科を担当する医師が、必ず１人以上従事していること。  

④ １回に概ね１０人以内の利用者又は入所者を対象として、１時間を標準として

実施する。  

⑤ 実施に要した内容、要点及び時刻について診療録等に記載する。 

 


